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１．工事価格の算定に適用する積算体系(率体系)及び工事工種体系 

 

(1) 標準ツリー 

    標準積算システム標準ツリーを以下に示す。 

 

 

標 準 ツ リ ー 

積算体系（率体系） 工 種 区 分  工 事 工 種 体 系 

【一般土木工事】（単価型） ほ場整備工事 

 

 

ほ場整備工事 

区画整理工事(県独自) 

暗渠排水工事(県独自) 

農用地造成工事 農用地造成工事 

農道工事 農道工事 

水路トンネル工事 水路トンネル工事 

水路工事 水路工事 

河川及び排水路工事 河川及び排水路工事 

管水路工事 管水路工事 

畑かん施設工事 畑かん施設工事 

海岸工事 海岸工事 

コンクリート補修工事 コンクリート補修工事 

その他土木工事（１） ＰＣ橋工事 

橋梁下部工事 

機場下部工事 

その他土木工事（１） 

その他土木工事（２） 地すべり防止工事 

その他土木工事（２） 

【ダム工事】（単価型） フィルダム工事 フィルダム工事 

コンクリートダム工事 コンクリートダム工事 

【施設機械設備製作据付工事】 

（明細型） 

用排水機設備製作据付工事 用排水機設備製作据付工事 

小口径ポンプ設備工事 

河川用水門設備製作据付工事 河川用水門設備製作据付工事 

小形水門設備製作据付工事 小形水門設備製作据付工事 

ゴム引布製起伏堰製作据付工事 ゴム引布製起伏堰製作据付工事 

鋼製付属設備製作据付工事 鋼製付属設備製作据付工事 

除塵機設備製作据付工事 除塵機設備製作据付工事 

水管橋製作据付工事 水管橋製作据付工事 

【ダム用施設機械設備製作据付工

事】（明細型） 

ダム用水門設備製作据付工事 ダム用水門設備製作据付工事 

ダム管理設備製作据付工事 ダム管理設備製作据付工事 

【鋼橋製作架設工事】（明細型） 鋼橋製作架設工事 鋼橋製作架設工事 

【電気通信設備製作据付工事】 

（明細型） 

電気通信設備製作据付工事 電気通信設備製作据付工事 

水管理設備製作据付工事 水管理設備製作据付工事 

【委託業務(県独自)】（明細型） 調査・測量・設計業務（県独自） 調査・測量・設計業務（県独自） 

業務積算（明細型） 【調査業務】 業務積算（調査） 

【測量業務】 業務積算（測量） 

【設計業務】 業務積算（設計） 
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(2) 用語の説明 

工事工種体系化で使用している主な用語については以下のとおりである。 

①． Ａレベル 

 積算体系へ金額を引き渡すための明細である。 

②． Ｂ１、Ｂ２レベル 

 工事工種毎に定義された明細構造の雛形である。 

③． Ｂ３レベル（明細ブロック） 

 Ｂ２レベルを構成する単価群であり、施工（未成）単価、基礎単価が張り付けられた単

価条件や数量、算出数量を入力する。 

 明細ブロックは明細内訳（単価）として使用する「単価型明細ブロック」と明細として

使用する「明細型明細ブロック」の２種類が存在し、これらの使い分けは積算体系により

決定される。 

④． 体系単価名称 

 本来単価が持っている名称とは別に工事工種体系用の名称がつけられているものもあ

る。 

 

(3) 工事工種体系の種類 

①． 単価型明細ブロックを使用する工事工種体系 

 明細ブロックを明細内訳（単価）として使用するものであり、「１．(1)．工事工種体系」

に示している積算体系のうち、【一般土木工事】に属する工事工種体系がこれに区分され

る。 

 本工事工種体系の中には、各工種に対応してＢレベルのツリー構造が設定されたものと、 

ツリー構造を特に設定していない「その他土木工事(1)，(2)」の工事工種体系がある。 

 県独自の工事工種体系はＢ２レベルまで設定しており、Ｂ３レベル以下は積算者が設定

する工事工種体系である。 

  

積算体系（率体系） 工 種 区 分  工 事 工 種 体 系 

業務積算（明細型） 【積算業務】 業務積算（積算） 

【施設機械設備設計業務】 施設機械設備設計業務 

【現場技術業務】 業務積算（現場技術） 

【調査業務（解析）】 業務積算（調査（解析）） 

用地調査等業務積算（明細型） 【用地測量業務】 用地測量業務 

【用地調査業務】 用地調査業務 

公共嘱託登記業務 公共嘱託登記（土地家屋調査士）業

務 

公共嘱託登記（土地家屋調査士）業

務 

公共嘱託登記（司法書士）業務 公共嘱託登記（司法書士）業務 
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②． 明細型明細ブロックを使用する工事工種体系 

 明細ブロックを明細として使用するものであり、「１．(1)．工事工種体系」に示してい

る積算体系のうち、【一般土木工事】以外に属する工事工種体系がこれに区分される。 

 なお、【ダム工事】（フィルダム工事、コンクリートダム工事）及びコンクリート補修工

事の工事工種体系は、Ｂレベルのツリー構造を特に設定していない。 

(4) 工事工種体系の基本構成（例：【一般土木工事】） 

階層（レベル） 名  称 内        容 備  考 

Ａ－１ 工種区分 現在下記の１８工種について体系化を図ってい

る。 

区画整理工事(県独自)   畑かん施設工事 

暗渠排水工事(県独自)   ＰＣ橋工事 

ほ場整備工事      橋梁下部工事 

農用地造成工事     機場下部工事 

農道工事        地すべり防止工事 

水路トンネル工事    海岸工事 

水路工事         コンクリート補修工事 

河川及び排水路工事     その他土木工事(1) 

管水路工事       その他土木工事(2) 

 

Ａ－２ 費目区分 直接工事費又は共通仮設費の費目 

 

 

Ｂ－１ 工  種 Ａ－２レベルを構成するもののうち作業単位名、

構造物名等の総称 

明細補助文の欄 

・○○○ 

Ｂ－２ 細  別 Ｂ－１レベルを細別した作業単位名、構造物名等 

 

明細補助文の欄 

・・○○○ 

Ｂ－３ 

（明細ブロッ

ク） 

細  別 工事施工上の作業単位、材料単位名等、契約に用

いる工事数量表に数量を表示すべき区分 

明細補助文の欄 

・・・○○○ 

規  格 Ｂ－３レベルを構成する作業単位、材料単位等の

材質、規格並びに契約上明示する条件等 

積算単位 積算を行う際に用いる単位 

 

工事数量 

表示単位 

工事数量表に記載する単位であり、契約上の単位 
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  (5) 工事工種体系（県独自）の構成 

     

        宮城県独自で作成している，工事工種体系は下記のとおりであり，その構成については 

別紙のとおりである。 

 

 

○ 区画整理工事（県独自） 

 

○ 暗渠排水工事（県独自） 

 

○ 調査・測量・設計業務（県独自） 

 

○ 小口径ポンプ設備工事 
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○
 

○
 

 

・
・

幹
線

道
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

支
線

道
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

耕
作

道
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 

Ⅴ－8 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
暗

渠
排

水
工

事
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
一

般
土

木
工

事
】

 
積

算
体

系
種

別
 

単
価

型
 

2
/
3
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

道
路

敷
砂

利
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

道
路

付
帯

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
用

水
路

工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

幹
線

用
水

路
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

支
線

用
水

路
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
用

水
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

パ
イ

プ
ラ

イ
ン

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

用
水

路
付

帯
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
排

水
路

工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

幹
線

排
水

路
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

支
線

排
水

路
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
排

水
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

管
排

水
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

排
水

路
付

帯
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

直
接

工
事

費
（

仮
設

工
）

 

 

 
 

式
 

○
 

 
 

・
仮

設
工

 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

旧
構

造
物

撤
去

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 

Ⅴ－9 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
暗

渠
排

水
工

事
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
一

般
土

木
工

事
】

 
積

算
体

系
種

別
 

単
価

型
 

3
/
3
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

雑
物

除
去

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

処
分

場
処

理
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

仮
設

道
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

仮
設

水
路

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

仮
設

土
留

工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

事
業

損
失

防
止

施
設

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

運
搬

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

準
備

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

安
全

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

役
務

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

技
術

管
理

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

営
繕

費
等

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

官
貸

額
（

直
工

・
事

業
損

失
防

止
）

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

官
貸

額
（

直
工

・
事

業
損

失
防

止
除

く
）

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

一
括

計
上

価
格

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 

 

Ⅴ－10 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

委
託

業
務

（
県

独
自

）
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
1
/
4
 

 
数

位
設

定
情

報
 

Ａ
レ

ベ
ル

 
Ｂ

０
レ

ベ
ル

 
Ｂ

１
レ

ベ
ル

 
Ｂ

２
レ

ベ
ル

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

単
価

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

金
額

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

直
接

人
件

費
～

直
接

経
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

人
件

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
打

合
せ

経
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
直

接
経

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
旅

費
交

通
費

（
測

量
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

打
合

せ
（

測
量

旅
費

・
交

通
費

）
 

回
 

 
 

 

・
・

・
安

全
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
精

度
管

理
費

集
計

用
 

 
必

ず
有

効
に

し
て

下
さ

い
 

 
 

式
 

○
 

 
 

・
・

精
度

管
理

費
集

計
用

 

 
 

必
ず

有
効

に
し

て
下

さ
い

 

 
 

式
 

○
 

 
 

・
・

・
精

度
管

理
費

小
計

（
県

独
自

）
 

 

 
 

式
 

○
 

 
 

 
 

精
度

管
理

費
金

額
小

計
（

県
独

自
）

 
 

 
 

 

 

Ⅴ－11 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

委
託

業
務

（
県

独
自

）
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
2
/
4
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

精
度

管
理

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
精

度
管

理
費

 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

 
 

・
・

精
度

管
理

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

 
 

・
・

・
精

度
管

理
費

（
県

独
自

）
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

 
 

 
 

精
度

管
理

費
金

額
集

計
（

県
独

自
）

 

精
度

管
理

費
集

計
 

 

式
 

 
 

 

成
果

検
定

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

測
量

調
査

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

直
接

人
件

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

人
件

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
打

合
せ

（
設

計
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

打
合

せ
（

設
計

業
務

基
準

日
額

）
 

回
 

 
 

 

 

Ⅴ－12 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

委
託

業
務

（
県

独
自

）
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
3
/
4
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

直
接

経
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
経

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
旅

費
交

通
費

（
設

計
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

打
合

せ
（

設
計

旅
費

・
交

通
費

)
 

回
 

 
 

 

・
・

・
そ

の
他

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

電
子

納
品

版
業

務
報

告
書

作
成

 

業
務

報
告

図
面

作
成

 

図
工

数
量

集
計

 

図
工

集
計

 

式
 

式
 

 

式
 

 
 

 

直
接

調
査

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
調

査
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

調
査

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
調

査
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
打

合
せ

経
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

間
接

調
査

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
旅

費
交

通
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

旅
費

交
通

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
旅

費
交

通
費

（
調

査
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

打
合

せ
 
(
調

査
旅

費
・

交
通

費
)
 

回
 

 
 

 

 

Ⅴ－13 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

委
託

業
務

（
県

独
自

）
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
4
/
4
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

直
接

解
析

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
解

析
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

解
析

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
解

析
費

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
打

合
せ

（
解

析
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

直
接

解
析

経
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
直

接
経

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
旅

費
交

通
費

（
設

計
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

 
 

打
合

せ
（

設
計

旅
費

・
交

通
費

)
 

回
 

 
 

 

一
括

計
上

価
格

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 

 

Ⅴ－14 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
小

口
径

ポ
ン

プ
設

備
工

事
 

積
算

体
系

名
称

 
【

施
設

機
械

設
備

製
作

据
付

工
事

】
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
1
/
5
 

 
数

位
設

定
情

報
 

Ａ
レ

ベ
ル

 
Ｂ

０
レ

ベ
ル

 
Ｂ

１
レ

ベ
ル

 
Ｂ

２
レ

ベ
ル

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

単
価

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

金
額

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

直
接

製
作

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
口

径
ポ

ン
プ

設
備

工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
小

口
径

ポ
ン

プ
設

備
工

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
・

標
準

用
排

水
機

工
（

機
器

単
体

費
）

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 
 

［
機

器
単

体
費

］
 

[
各

単
位

]
 

 
 

 

直
接

工
事

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
口

径
ポ

ン
プ

据
付

工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
据

付
材

料
・

労
務

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
・

用
排

水
機

据
付

工
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 
 

用
排

水
ポ

ン
プ

据
付

工
 

据
付

工
金

額
小

計
 

据
付

間
接

費
 

据
付

材
料

費
対

象
金

額
小

計
 

据
付

材
料

費
 

据
付

材
料

費
対

象
金

額
小

計
 

補
助

材
料

費
(
据

付
)
 

台
 

 

式
 

 

式
 

 

式
 

 
 

 

 

Ⅴ－15 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
小

口
径

ポ
ン

プ
設

備
工

事
 

積
算

体
系

名
称

 
【

施
設

機
械

設
備

製
作

据
付

工
事

】
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
2
/
5
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

・
・

用
排

水
機

付
帯

設
備

（
受

配
電

盤
）

据
付

工
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 
 

用
排

水
ポ

ン
プ

受
配

電
盤

据
付

工
 

据
付

工
金

額
小

計
 

据
付

間
接

費
 

据
付

材
料

費
対

象
金

額
小

計
 

据
付

材
料

費
 

据
付

材
料

費
対

象
金

額
小

計
 

補
助

材
料

費
(
据

付
)
 

式
 

 

式
 

 

式
 

 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
経

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
・

用
排

水
機

据
付

工
（

直
接

経
費

）
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

 
 

[
日

損
料

機
械

の
機

械
経

費
]
 

[
賃

料
機

械
の

機
械

経
費

]
 

雑
器

具
損

料
対

象
金

額
小

計
 

雑
器

具
損

料
 

足
場

工
 

[
各

単
位

]
 

日
 

 

式
 

掛
㎡

 

 
 

 

・
・

・
・

試
運

転
調

整
工

 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

 
 

総
合

試
運

転
調

整
労

務
 

据
付

工
金

額
小

計
 

据
付

間
接

費
 

式
 

 

式
 

 
 

 

・
・

・
土

木
工

事
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

運
搬

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

運
搬

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
運

搬
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
・

運
搬

費
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

○
 

 

 

Ⅴ－16 H27統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
小

口
径

ポ
ン

プ
設

備
工

事
 

積
算

体
系

名
称

 
【

施
設

機
械

設
備

製
作

据
付

工
事

】
 

積
算

体
系

種
別

 
明

細
型

 
3
/
5
 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

準
備

費
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２.施工単価コード一覧表 
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Ｈ２７年度宮城県農業農村整備事業等標準積算基準　優先施工単価早見表 ※赤字が優先する施工単価

名　　　　称 名　　　　称 名　　　　称

1 機械土工（バックホウ掘削） 【被災地】機械土工（バックホウ掘削）

2 機械土工（ロングアームバックホウ掘削） 【被災地】機械土工（ロングアームバックホウ掘削）

3 敷均・締固工（ブルドーザ敷均・締固め 【被災地】敷均・締固工（ブルドーザ敷均・締固め

4 締固工（振動ローラ締固め） 【被災地】締固工（振動ローラ締固め）

5 締固工(タイヤローラ締固め) 【被災地】締固工(タイヤローラ締固め)

6 石積工(空・練積） 【被災地】石積工(空・練積）

7 裏込工（石積） 【被災地】裏込工（石積）

8 胴込・裏込コンクリート工(大型ブロック積（張）工) 【被災地】胴込・裏込コンクリート工(大型ブロック積（張）工)

9 コンクリート人力打設 【被災地】コンクリート人力打設　　　　　　ＳＱ５０１０を使用

10 コンクリートポンプ車打設 【被災地】コンクリートポンプ車打設        ＳＱ５０１５を使用

11 コンクリートクレーン車打設 【被災地】コンクリートクレーン車打設      ＳＱ５０２０を使用

12 養生 【被災地】養生　　　　　　　　　　　　　　　　（使用しない）

13 消波根固めブロック工（製作） 【被災地】消波根固めブロック工（製作）

14 路体 【被災地】路体

15 路床 【被災地】路床

16 路体（狭幅） 【被災地】路体（狭幅）

17 路床（狭幅） 【被災地】路床（狭幅）

18 コンクリート舗装工（人力） 【被災地】コンクリート舗装工（人力）

19 PC橋桁横組工 【被災地】PC橋桁横組工

20 仮設道路工（任意断面） 【被災地】仮設道路工（任意断面）　　　ＳＱ５２５０を使用

21 仮設道路工（標準断面） 【被災地】仮設道路工（標準断面）　　　ＳＱ５２６０を使用

22 コンクリート人力打設（冬期割増） 【被災地】コンクリート人力打設（冬期割増）

23 コンクリートポンプ車打設（冬期割増） 【被災地】コンクリートポンプ車打設（冬期割増）

24 SQ 1010 コンクリート人力打設

25 SQ 1015 コンクリートポンプ車投入打設

26 SQ 1020 コンクリートクレーン車打設

27 SQ 1025 コンクリート人力打設（災害査定）

28 SQ 1030 コンクリートポンプ車投入打設（災害査定）

29 SQ 1035 異形鉄筋加工組立（災害査定）

30 SQ 1040 簡易ゲート据付工

31 SQ 1060 鉄筋コンクリート製品類機械布設

32 SQ 1100 畦畔整形（機械）

33 SQ 1130 基礎処理工

34 SQ 1170 張ブロック工（連結ブロック）

35 SQ 1190 アスファルト舗装工（機械）

36 SQ 1200 アスファルト舗装工（人力）

37 SQ 1210 コンクリート境界杭設置

38 SQ 1220 コルゲートフリューム人力据付

39 SQ 1230 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）人力布設

40 SQ 1240 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）機械布設

41 SQ 1250 仮設道路工（任意断面）

42 SQ 1260 仮設道路工（標準断面）

43 ［賃料（鋼矢板）］　　　ＳＱ２００１を使用 ＳＱ 2001 ［賃料（鋼矢板）］

44 ［賃料（H形鋼・山留部材）］　　　ＳＱ２００２を使用 ＳＱ 2002 ［賃料（H形鋼・山留部材）］

45 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］　　　ＳＱ２００３を使用 ＳＱ 2003 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］

46 SQ 3050 機械器具運搬費（調査）

47 SQ 3080 単点標高測定

48 SQ 3110 一筆田面標高測量

49 SQ 3130 経始測量

50 SQ 3140 境界調査（確定測量）

51 SQ 3150 一筆地測量（確定測量）

52 SQ 3160 地積測定（確定測量）

53 SQ 3170 確定図の作成（確定測量）

54 SQ 3180 雑構造物（実施設計）

55 SQ 5010 【被災地】コンクリート人力打設

56 SQ 5015 【被災地】コンクリートポンプ車投入打設

57 SQ 5020 【被災地】コンクリートクレーン車打設

58 SQ 5025 【被災地】コンクリート人力打設（災害査定）

59 SQ 5030 【被災地】コンクリートポンプ車投入打設（災害査定）

60 SQ 5250 【被災地】仮設道路工（任意断面）

61 SQ 5260 【被災地】仮設道路工（標準断面）

国コード 県独自コード

【全国　標準歩掛】 【被災地　標準・東北独自歩掛】 【宮城県　独自歩掛】

国コード
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施工単価コード一覧表 
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１．土工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 人力土工（床掘） m3  

 人力土工（切崩） m3  

 人力土工（積込） m3  

 機械土工（ブルドーザ掘削押土） m3  

 機械土工（バックホウ掘削） m3  

 【被災地】機械土工（バックホウ掘削） m3  

 機械土工（人力併用バックホウ片切掘削） m3  

 機械土工（小規模土工） [各単位]  

 機械土工（クラムシェル掘削） m3  

 機械土工（超ロングアームバックホウ掘削） m3  

 【被災地】機械土工（超ロングアームバックホウ掘削） m3  

 機械土工(クラムシェル掘削)小型バックホウ搬入搬出作業 回  

 岩石工（リッパドーザ掘削） m3  

 岩石工（火薬併用リッパドーザ掘削） m3  

 岩石工（火薬併用機械片切掘削） m3  

 岩石工（人力併用機械片切掘削） m3  

 岩石工（コンクリートブレーカ掘削） m3  

 岩石工（大型ブレーカ掘削） m3  

 ダンプトラック運搬（標準） m3  

 ダンプトラック運搬（特殊） m3  

 ダンプトラック運搬（小規模土工） m3  

 不整地運搬 m3  

 ダンプトラック運搬（超ロングアームバックホウ積込） m3  

 人力土工（盛土・埋戻） m3  

 敷均・締固工（ブルドーザ敷均・締固め） m3  

 【被災地】敷均・締固工（ブルドーザ敷均・締固め） m3  

 締固工（振動ローラ締固め）  m3  

 【被災地】締固工（振動ローラ締固め）  m3  

 締固工（タイヤローラ締固め） m3  

 【被災地】締固工（タイヤローラ締固め） m3  

 整形工（基面整正） ㎡  

 整形工（人力法面仕上げ） ㎡  

 整形工（人力荒仕上げ） ㎡  

 整形工（機械法面整形） ㎡  

 整形工（岩盤整形・法面部） ㎡  

 管水路基礎岩盤整形工（基面） ㎡  

 管水路基礎岩盤整形工（法面） ㎡  

 残土整地工（ブルドーザ） m3  
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２．共通工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 かご工 ｍ  

 ネットフェンス工（本体） ｍ  

 ネットフェンス工（扉） 組  

 防護柵等支柱削孔工 本  

 柵工 ｍ  

 アンカー式自然石空積工 ㎡  

 ネットフェンス撤去工（本体） ｍ  

 ネットフェンス撤去工（扉） 組  

 石積工（現場発生材） ㎡  

 張ブロック工（空張） ㎡  

 積ブロック工（大型ブロック） ㎡  

 張ブロック工（大型ブロック） ㎡  

 張ブロック工（連節ブロック） ㎡  

SQ1170 張ブロック工（連結ブロック） ㎡ 県独自Ⅴ-119 

 積ブロック工（空胴ブロック） ㎡  

 裏込工（ブロック積・ブロック張） m3  

 裏込工（石積） m3  

 【被災地】裏込工（石積） m3  

 ジオテキスタイル工（壁面材組立・設置） ㎡  

 ジオテキスタイル工（敷設・敷均し締固め） ㎡  

 プレキャスト擁壁工 ｍ  

 平石張工 ㎡  

 テールアルメ工・多数アンカー工（壁面材組立・設置） ㎡  

 テールアルメ工・多数アンカー工（補強材取付け工） ｍ  

 テールアルメ工・多数アンカー工（敷均し・締固め工） m3  

 胴込・裏込コンクリート工(大型ブロック積（張）工) m3  

 胴込・裏込工（大型ブロック積（張）工） m3  

 【被災地】胴込・裏込工(大型ブロック積（張）工） m3  

 人力小運搬（手車運搬） ［各単位］  

 人力小運搬（人肩運搬） Ton  

 機械小運搬（土砂類、生コン） m3  

 機械小運搬（二次製品、管類、セメント類） Ton  

 石積類とりこわし ㎡  

 舗装版切断工 ｍ  

 舗装版破砕工 ㎡  

 コンクリート境界杭設置 本  

SQ1210 コンクリート境界杭設置 本 県独自Ⅴ-127 

 吹付法面人力取壊工 ㎡  

 吹付法面機械取壊工 ㎡  

 取壊殻運搬工 m3  

 骨材再生工（自走式） m3  
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２．共通工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 自走式破砕機設置・撤去工 回  

 安定処理工（バックホウ混合） ㎡  

 バイブロハンマ工（コンクリート矢板） 枚  

 バイブロハンマ工ＷＪ併用（コンクリート矢板） 枚  

 芝付工 ㎡  

 法面清掃（現場吹付法枠） ㎡  

 中詰工（中詰ブロック） ㎡  

 中詰工（客土） m3  

 中詰工（植生土のう） 袋  

 中詰工（割石又は栗石） m3  

 中詰工（砕石） m3  

 プレキャスト法枠工 ㎡  

 アンカー工（削孔） ｍ  

 アンカー工（鋼材加工・組立・挿入） 本  

 アンカー工（グラウト注入工） m3  

 アンカー工（ボーリングマシン移設） 回  

 アンカー工（緊張・定着・頭部処理） 本  

 アンカー工（足場） 空m3  

 電気溶接 ｍ  

 開先加工 ｍ  

 ガス切断 ｍ  

 ［機械器具損料］ [各単位]  

 ［機械器具賃料］ [各単位]  

 ［仮設材損料］ [各単位]  

 ［仮設材賃料］ [各単位]  

 ［労務単価（一般労務）］ 人  

 ［資材単価（直接入力用）］ [各単位]  

 ［地域資材単価（単価修正用）］ [各単位]  

 ［地区資材単価（単価修正用）］ [各単位]  

 ［施設機械資材単価（単価修正用）］ [各単位]  

 ［市場単価（単価修正用）］ [各単位]  

 ［地域資材単価（産業廃棄物処分費等）］ [各単位]  

 ［労務単価（運転手労務）］ 人  

SQ2125 ［地域資材単価（有価物処分費）］ ［各単位］ 県独自Ⅴ-146 

 【法面工（法面芝付工）】 ㎡  

 【法面工（種子散布工）】 ㎡  

 【法面工（植生ネット工）】  ㎡  

 【法面工（客土吹付工）】 ㎡  

 【法面工（植生基材吹付工）】 ㎡  

 【法面工（モルタル・コンクリート吹付工）】 ㎡  
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２．共通工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 【ラス張工】 ㎡  

 【現場吹付法枠】 ｍ  

 【コンクリートブロック積工】 ㎡  

 【構造物取壊し】 m3  
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３．コンクリート工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 基礎材（基礎砕石工） ㎡  

 基礎材（基礎栗石工） ㎡  

 基礎材（裏込砕石工） m3  

 コンクリート人力打設             m3  

SQ1010 コンクリート人力打設 m3 県独自Ⅴ-75 

SQ5010 【被災地】コンクリート人力打設 m3 県独自Ⅴ-78 

SQ1025 コンクリート人力打設（災害査定） m3 県独自Ⅴ-93 

SQ5025 【被災地】コンクリート人力打設（災害査定） m3 県独自Ⅴ-96 

 コンクリートポンプ車打設 m3  

SQ1015 コンクリートポンプ車投入打設 m3 県独自Ⅴ-80 

SQ5015 【被災地】コンクリートポンプ車投入打設 m3 県独自Ⅴ-84 

SQ1030 コンクリートポンプ車投入打設（災害査定） m3 県独自Ⅴ-98 

SQ5030 【被災地】コンクリートポンプ車投入打設（災害査定） m3 県独自Ⅴ-102 

 圧送管組立・撤去 ｍ  

 コンクリートクレーン車打設 m3  

SQ1020 コンクリートクレーン車打設 m3 県独自Ⅴ-87 

SQ5020 【被災地】コンクリートクレーン車打設 m3 県独自Ⅴ-90 

 型枠工 ㎡  

 型枠工（円形型枠） ㎡  

 養生 m3  

 【被災地】養生 m3  

 モルタル現場練合わせ m3  

 モルタル工 ㎡  

 人力コンクリートはつり ㎡  

 コンクリート打設足場（開水路用） ㎡  

 止水板設置 ｍ  

 伸縮継目（目地板取付） ㎡  

 収縮継目（ペイント塗装） ㎡  

 ダウエルバー設置 本  

 【鉄筋工】 ton  

SQ1035 異形鉄筋加工組立（災害査定） ton 県独自Ⅴ-105 

 【ガス圧接工】 箇所  

 

  

Ⅴ－27 H27統合版（公表用）



４．基礎工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 木杭人力打設 本  

 コンクリート杭中掘工法 本  

 コンクリート杭カットオフ工 本  

 杭頭処理工 ｍ  

 コンクリート杭・鋼管杭パイルハンマ打設 本  

 鋼管杭中掘工法 本  

 木杭打設工（機械） 本  

 スラリー攪拌工 本  

 スラリー攪拌工（スラリープラント移設） 回  

 薬液注入工（二重管ストレーナ工法） 本  

 薬液注入工(二重管ダブルパッカー工法(削孔)) 本  

 薬液注入工(二重管ダブルパッカー工法(一次注入)) 本  

 薬液注入工(二重管ダブルパッカー工法(二次注入)) 本  

 薬液注入工（注入施設据付・解体） 現場  

 薬液注入工（注入施設移設） 回  

 大口径ボーリング工 本  

 ダウンザホールハンマ工 本  

 やぐら設置・撤去工 回  

 アースオーガ工（硬質地盤アースオーガ） 本  

 中層混合処理工 m3  

 【軟弱地盤処理工】 本  

 

  

Ⅴ－28 H27統合版（公表用）



５．フリューム類据付工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 鉄筋コンクリートフリューム機械据付工         ｍ  

 鉄筋コンクリート大型水路機械据付工 ｍ  

 鉄筋コンクリート柵渠据付工（人力） ｍ  

 鉄筋コンクリート柵渠据付工（機械） ｍ  

 ボックスカルバート機械据付工 ｍ  

 コルゲートフリューム人力据付 ｍ  

SQ1220 コルゲートフリューム人力据付 ｍ 県独自Ⅴ-128 

 水路用Ｌ形ブロック機械据付工 個  

 水路用Ｌ形ブロック底版鉄筋溶接 箇所  

 コンクリート分水槽据付工 基  

SQ1060 鉄筋コンクリート製品類機械布設 個 県独自Ⅴ-113 

 リフト台車によるコンクリート二次製品水路据付 個  

 【Ｕ形溝据付工（L=600）】 ｍ  

 【Ｕ形溝据付工（L=1000）】 ｍ  

 【Ｕ形溝据付工（L=2000）】 ｍ  

 【Ｕ形溝据付工（L=4000）】 ｍ  

 【Ｕ形溝据付工（L=5000）】 ｍ  

 【ベンチフリューム据付工（L=1000）】 ｍ  

 【ベンチフリューム据付工（L=2000）】 ｍ  

 【ベンチフリューム据付工（L=4000）】 ｍ  

 【ベンチフリューム据付工（L=5000）】 ｍ  

 【蓋板工】 枚  

 

  

Ⅴ－29 H27統合版（公表用）



６．河川・水路工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ドレーン工（ウィープホール取付） 箇所  

 ドレーン工（サイドドレーン） ｍ  

 ドレーン工（アンダードレーン） ｍ  

 合成ゴムシート布設 ㎡  

 ブロックマット敷設 ㎡  

 捨石工（捨石投入） m3  

 捨石工（表面均し） ㎡  

 多自然型護岸工（木杭打設） 本  

 消波根固めブロック工（製作） 個  

 消波根固めブロック工（運搬） 個  

 消波根固めブロック工（積込～据付） 個  

 消波根固めブロック工（給熱養生） 個  

 

  

Ⅴ－30 H27統合版（公表用）



７．管水路工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 パイプライン基礎 m3  

SQ1130 基礎処理工 m3 県独自Ⅴ-116 

 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）人力布設 ｍ  

SQ1230 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）人力布設 ｍ 県独自Ⅴ-129 

 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）機械布設 ｍ  

SQ1240 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）機械布設 ｍ 県独自Ⅴ-130 

 硬質ポリ塩化ビニル管人力布設 ｍ  

 硬質ポリ塩化ビニル管機械布設 ｍ  

 コルゲートパイプ機械布設 ｍ  

 高密度ポリエチレン管機械布設 ｍ  

 強化プラスチック複合管機械布設 本  

 強化プラスチック複合管機械布設(たて込み簡易土留) 本  

 ダクタイル鋳鉄管人力布設 本  

 ダクタイル鋳鉄管機械布設 本  

 ダクタイル鋳鉄管機械布設（たて込み簡易土留） 本  

 管切断（ＦＲＰＭ管） 箇所  

 管切断（ＤＣＩＰ管） 箇所  

 炭素鋼鋼管人力布設 ｍ  

 鋼管吊込据付（φ80～500） 本  

 鋼管吊込据付（φ600～1900） 本  

 鋼管吊込据付（φ2000～3000） 本  

 鋼管溶接（φ80～500） 箇所  

 鋼管溶接（φ600～1900） 箇所  

 鋼管溶接（φ2000～3000） 箇所  

 鋼管継手塗装 箇所  

 制水弁人力据付 基  

 制水弁機械据付 基  

 空気弁人力据付 基  

 小バルブ類人力据付 個  

 管水路浅埋設工（ジオグリッド敷設工） ㎡  

 管水路浅埋設工（ジオグリッド接合工） ｍ  

SQ1040 簡易ゲート据付工 基 県独自Ⅴ-111 

 

  

Ⅴ－31 H27統合版（公表用）



８．道路工 

 
施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 路体 m3  

 【被災地】路体 m3  

 路床 m3  
 【被災地】路床 m3  
 路体（狭幅） m3  

 【被災地】路体（狭幅） m3  

 路床（狭幅） m3  

 【被災地】路床（狭幅） m3  

 路床安定処理（スタビライザー） ㎡  
 不陸整正工 ㎡  

 路盤（下層・車道部） ㎡  

 路盤（上層・車道部） ㎡  

 路盤（歩道部） ㎡  

 アスファルト舗装工（機械） ㎡  

SQ1190 アスファルト舗装工（機械） ㎡ 県独自Ⅴ-121 

 アスファルト舗装工（人力） ㎡  

SQ1200 アスファルト舗装工（人力） ㎡ 県独自Ⅴ-124 

 コンクリート舗装工（人力） ㎡  

 【被災地】コンクリート舗装工（人力） ㎡  

 アスファルトカーブ設置工（機械） ｍ  
 砂利舗装工（人力） ㎡  

 砂利舗装工（機械） ㎡  

 路面排水用Ｌ形側溝据付工 ｍ  

 道路用境界ブロック設置工（標準） ｍ  

 マンホール設置工 基  

 暗渠排水管布設工 ｍ  

 道路用境界ブロック設置工（特殊） ｍ  

 道路境界ブロック撤去工 ｍ  

 ガードレール設置・撤去工（橋梁用） ｍ  

 落石防止網設置工（アンカー）［特殊］ 箇所  

 落石防止網設置工（ポケット支柱）［特殊］ 箇所  

 落石防止柵設置工（支柱・金網）［特殊］ ｍ  

 ガードケーブル設置工（ケーブル＋中間支柱） ｍ  

 ガードケーブル設置工（末端支柱） 箇所  

 防雪柵設置工 ｍ  

 ＰＣ橋桁架設工 本  

 ＰＣ橋桁鉄筋加工組立工 ton  

 ＰＣ橋桁簡易ゴム支承工（Ａタイプ） ｍ  

 ＰＣ橋桁ゴム支承工（Ａタイプ） 個  

 ＰＣ橋桁ゴム支承工（Ｂタイプ） 個  

 ＰＣ橋桁ＰＣ工 ｍ  

 ＰＣ橋桁ＰＣケーブル緊張工 ｹｰﾌﾞﾙ  

 

Ⅴ－32 H27統合版（公表用）



８．道路工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ＰＣ橋桁横組工 m3  

 【被災地】ＰＣ橋桁横組工 m3  

 ＰＣ橋桁機械器具損料 工事  

 ＰＣ橋桁落橋防止工 組  

 ＰＣ橋桁架設足場 ㎡  

 ＰＣ橋桁架設防護 ㎡  

 ＰＣ橋桁登桟橋 箇所  

 【区画線】 ｍ  

 【区画線消去】 ｍ  

 【道路標識設置】 [各単位]  

 【道路標識撤去】 [各単位]  

 【視線誘導標設置工】 本  

 【ガードレール設置】 ｍ  

 【ガードレール撤去】 ｍ  

 【横断・転落防止柵設置】 ｍ  

 【横断・転落防止柵撤去】 ｍ  

 【根巻きコンクリート設置工】 箇所  

 【ガードパイプ設置】 ｍ  

 【ガードパイプ撤去】 ｍ  

 【道路用自由勾配側溝据付工】 ｍ  

 【落石防止網設置工（金網＋ロープ）】 ㎡  

 【落石防止網設置工（アンカー）】 箇所  

 【落石防止網設置工（ポケット支柱）】 箇所  

 【落石防護柵設置・撤去工（金網）】 ｍ  

 【落石防護柵設置工（ステーロープ）】 本  

 【落石防護柵設置・撤去工（支柱）】 本  

 

  

Ⅴ－33 H27統合版（公表用）



９．橋梁工 

 
 

  

Ⅴ－34 H27統合版（公表用）



１０．ほ場整備工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 畦畔ブロック布設 ｍ  

 ほ場整備工（表土扱い） ha  

 ほ場整備工（基盤造成・畦畔築立） ha  

 水田簡易ほ場整備整地工 ha  

 水田整地工（ブルドーザ） ha  

 水田ほ場整備雑物除去工 ha  

SQ1100 畦畔整形（機械） ｍ 県独自Ⅴ-115 

 暗渠排水工（トレンチャ掘削） ｍ  

 暗渠排水工（バックホウ掘削） ｍ  

 暗渠排水工（排水管布設） ｍ  

 暗渠排水工（自動埋設） ｍ  

 水田弾丸暗渠工 ha  

 暗渠排水工（被覆材投入） ｍ  

 暗渠排水工（埋戻） ｍ  

 暗渠排水工（小運搬（暗渠排水管）） ｍ  

 暗渠排水工（小運搬（土管・陶管）） ton  

 暗渠排水工（小運搬（被覆材）） m3  

  

Ⅴ－35 H27統合版（公表用）



１１．農地造成工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 農地造成工（スクレープドーザ掘削） m3  

 農地造成工（被けん引式スクレーパ掘削） m3  

 農地造成工（リッパドーザ岩掘削） m3  

 階段畑基盤造成工（ブルドーザ） ｍ  

 畑面整地工（ブルドーザ） ha  

 耕起・深耕（リッパドーザ） ha  

 しわよせ工（ブル・レーキドーザ） ha  

 耕起（ブラッシュブレーカ） ha  

 耕起（プラウイングハロー） ha  

 土壌改良材機械散布 ha  

 有機質資材機械散布 ha  

 砕土（ディスクハロー） ha  

 耕起砕土（直装式ロータリ） ha  

 雑物除去工（農用地造成工用） ha  

 人力石礫除去工 ha  

 機械石礫除去工 m3  

 鎮圧工（ケンブリッジローラ） ha  

 畑面植生工 ha  

 

  

Ⅴ－36 H27統合版（公表用）



１２．トンネル工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 岩トンネル（レッグ工法） ｍ  

 岩トンネル（ドリルジャンボ工法） ｍ  

 岩トンネル（機械掘削工法） ｍ  

 土砂トンネル（人力掘削工法） ｍ  

 型枠撤去・移動・据付 ｍ  

 スライディングフォーム組立解体 基  

 トンネル覆工 ｍ  

 排水溝掘削（トンネル） m3  

 アンダードレーン（トンネル） ｍ  

 インバート基盤整形（トンネル） ｍ  

 人力小運搬（手車運搬）（トンネル） ［各単位］  

 人力小運搬（人肩運搬）（トンネル） ton  

 断面型枠（トンネル） 箇所  

 止水板設置（トンネル） 箇所  

 照明電力料金（トンネル） 式  

 送気管布設・撤去（トンネル） ｍ  

 給水槽据付＋撤去（トンネル） 基  

 給水管布設・撤去（トンネル） ｍ  

 排水釜場設置＋撤去（トンネル） 箇所  

 排水管布設・撤去（トンネル） ｍ  

 換気管布設・撤去（トンネル） ｍ  

 軌道敷設・撤去（トンネル） ｍ  

 換気装置運転（トンネル） 日  

 坑内電灯線（単相２線式）設置・撤去 ｍ  

 坑内電灯線（単相３線式）設置・撤去 ｍ  

 坑内動力線（三相３線式）設置・撤去 ｍ  

 坑内分電盤設置・撤去 箇所  

 トンネル裏込め注入工（注入） m3  

 トンネル裏込め注入工（目詰） 孔  

 
  

Ⅴ－37 H27統合版（公表用）



１３．地すべり防止工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 集水井工（ライナープレート掘削土留め） 基  

 集水井工（水抜きボーリング） ｍ  

 集水井工（ボーリング用架設足場） 箇所  

 集水井工（掘削設備組立解体） 基  

 集水井工（昇降用階段設置工） ｍ  

 集水井工（井戸蓋設置工） 基  

 集水井工（プレキャスト掘削土留め） 基  

 保孔管挿入工 ｍ  

 地表水抜きボーリング ｍ  

 ボーリングマシン設置・撤去 回  

 集排水ボーリング孔洗浄工 ｍ  

 集排水ボーリング孔洗浄工足場設置・撤去 回  

 かご工（地すべり防止工事） ｍ  

 山腹集排水路工（地すべり防止工事） ｍ  

 山腹明暗渠工（地すべり防止工事） ｍ  

 山腹暗渠工（地すべり防止工事） ｍ  

 集水桝設置工（地すべり防止工事） 基  

 プレキャスト集水桝据付工（地すべり防止工事） 基  

  

Ⅴ－38 H27統合版（公表用）



１４．コンクリート補修工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ひび割れ表面処理工（研磨工） ｍ  

 ひび割れ低圧注入工（シール工） ｍ  

 ひび割れ低圧注入工（注入工） 本  

 ひび割れ充填工 ｍ  

 開水路目地補修工（成型ゴム挿入工） ｍ  

 開水路目地補修工（充填工） ｍ  

 高圧洗浄工 ㎡  

 プライマ－塗布（断面修復工） ㎡  

 断面修復工 ㎡  

 プライマ－塗布（表面被覆工） ㎡  

 表面被覆工（左官） ㎡  

 表面被覆工（吹付） ㎡  

  

Ⅴ－39 H27統合版（公表用）



１５．復旧工 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 耕地復旧（畦畔） ｍ  

 耕地復旧（表土掘削・埋戻） ㎡  

 耕地復旧（耕起） ㎡  

 

  

Ⅴ－40 H27統合版（公表用）



１６．機械経費 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ［時間損料機械の機械経費］ [各単位]  

 ［日損料機械の機械経費］ [各単位]  

 ［供用日損料機械の機械経費］ 供用日  

 ［賃料機械の機械経費］ 日  

 ［特殊時間損料機械の機械経費］ [各単位]  

 ［特殊日損料機械の機械経費］ [各単位]  

 

  

Ⅴ－41 H27統合版（公表用）



１７．仮設材賃料・損料 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ［賃料（鋼矢板）］ ton  

SQ2001 ［賃料（鋼矢板）］ ton 
県独自H26.8.1以降

Ⅴ-140 

 ［賃料（Ｈ形鋼・山留副部材）］ ton  

SQ2002 ［賃料（Ｈ形鋼・山留副部材）］ ton 
県独自H26.8.1以降

Ⅴ-142 

 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］ ㎡  

SQ2003 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］ ㎡ 
県独自H26.8.1以降

Ⅴ-144 

 ［損料（単位当り仮設材）］ [各単位]  

 ［賃料（たて込み簡易土留）］ ㎡  

 ［賃料（型枠材）］ [各単位]  

 ［賃料（足場等）］ [各単位]  

 ［賃料（吊り枠等）］ [各単位]  

 ［賃料（異形ブロック型枠）］ ㎡  
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１８．仮設工 

 

工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 土のう工 m3  

 大型土のう工 袋  

 排水ポンプ運転 箇所  

 排水ポンプ据付撤去 箇所  

 排水ポンプ用釜場設置・撤去 箇所  

 排水ポンプ運転（小口径） 箇所  

 排水ポンプ据付撤去（小口径） 箇所  

 ウエルポイント工（ポンプ運転管理） 日  

 ウエルポイント工（ポンプ設置・撤去） 組  

 ウエルポイント工（ウエルポイント設置・撤去） 本  

 ［損料（ウエルポイント機械器具）］ [各単位]  

 腹起し切梁方式土留工（設置・撤去） ton  

 タイロッド方式土留工（設置・撤去） ton  

 覆工板受桁方式土留工（設置・撤去） ton  

 横矢板方式土留工（設置・撤去） ㎡  

 覆工板設置・撤去 ㎡  

 たて込み簡易土留 ｍ  

 足場工 掛㎡  

 支保工 空m3  

 支保工（小規模） 空m3  

 仮設道路工（任意断面） ｍ  

SQ1250 仮設道路工（任意断面） ｍ 県独自Ⅴ-132 

SQ5250 【被災地】仮設道路工（任意断面） ｍ 県独自Ⅴ-134 

 仮設道路工（標準断面） ｍ  

SQ1260 仮設道路工（標準断面） ｍ 県独自Ⅴ-136 

SQ5260 【被災地】仮設道路工（標準断面） ｍ 県独自Ⅴ-138 

 瀝青材散布工 ㎡  
 敷鉄板設置・撤去工 ㎡  

 地盤改良工（仮設道路基礎） ㎡  

 土工用マット（シート類）敷設・撤去 ㎡  

 仮橋・仮桟橋設置・撤去工（下部工） ton  

 仮橋・仮桟橋設置撤去工（導杭・導枠） 本  

 杭橋脚・導杭打込引抜工（バイブロハンマ） 本  

 仮橋・仮桟橋設置・撤去工（上部工） ton  

 仮橋・仮桟橋設置・撤去工（覆工板） ㎡  

 仮橋・仮桟橋設置・撤去工（高欄） ｍ  

 高圧引込配電設備 箇所  

 高圧引込設備 箇所  

 低圧引込設備 箇所  

 配電設備（避雷器） 箇所  

 配電設備（接地工） 極  

 高圧低圧建柱工 ｍ  
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１８．仮設工 

 
 高圧低圧架空線 ｍ  

 低圧架空線設備 ｍ  

 配電高圧ケーブル工 ｍ  

 配電低圧ケーブル工 ｍ  

 高圧移動電線 ｍ  

 低圧移動電線 ｍ  

 高圧ケーブル端末処理工 箇所  

 分電盤設備 箇所  

 柱上変電設備 箇所  

 柱上変圧器設備 箇所  

 索道（資材運搬の運転経費） 日  

 索道（鋼索架設撤去） 式  

 索道（拠点施設の損料） 基  

 索道（ワイヤーロープ損料） 式  

 道路補修工（未舗装） 路線  

 バイブロハンマ工（鋼矢板・Ｈ形鋼打設） [各単位]  

 バイブロ＋ＷＪ併用（鋼矢板・Ｈ形鋼打設） [各単位]  

 バイブロハンマ工（鋼矢板・Ｈ形鋼引抜き） [各単位]  

 バイブロハンマ継ぎ施工（鋼矢板・Ｈ形鋼打設） [各単位]  

 バイブロ＋ＷＪ併用継ぎ施工（鋼矢板・Ｈ形鋼打設） [各単位]  

 バイブロハンマ工（軽量鋼矢板） 枚  

 バイブロハンマ工（ハット形鋼矢板打設） 枚  

 バイブロ＋ＷＪ併用（ハット形鋼矢板打設） 枚  

 バイブロハンマ継ぎ施工（ハット形鋼矢板打設） 枚  

 バイブロ＋ＷＪ併用継ぎ施工（ハット形鋼矢板打設） 枚  

 鋼矢板アースオーガ併用打設 枚  

 油圧圧入工（鋼矢板） 枚  

 油圧＋ＷＪ併用圧入（鋼矢板） 枚  

 油圧圧入工 継杭あり（鋼矢板） 枚  

 油圧＋ＷＪ併用圧入 継杭あり（鋼矢板） 枚  

 油圧引抜工（鋼矢板） 枚  

 油圧式杭圧入引抜機据付・解体 回  

 油圧圧入工（ハット形鋼矢板） 枚  

 油圧圧入ＷＪ併用（ハット形鋼矢板） 枚  

 油圧圧入工 継杭あり（ハット形鋼矢板） 枚  

 油圧＋ＷＪ併用圧入 継杭あり（ハット形鋼矢板） 枚  

 油圧式杭圧入機据付・解体（ハット形鋼矢板） 回  

 油圧圧入工（硬質地盤クリア工法） 枚  

 油圧式杭圧入機据付・解体（硬質地盤クリア工法） 回  

 構造物周辺除雪 m3  

 機械除雪（土工部・仮設ヤード） m3  

 工事用道路除雪 m3  
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１９．共通仮設 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 分解・組立・運搬費（重建設機械） 台  

 輸送費（特殊機械） 台  

 輸送費（仮設材） ton  

 管水路継目試験工 箇所  

 現場溶接部Ｘ線検査（鋼管類） 枚  

 刈払工 ha  

 集積工 ha  

 抜根（レーキドーザ） ha  

 排根（レーキドーザ） ha  

 運搬（伐開、除根、除草） 空m3  
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２０．ダム 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数  

 ［労務単価］（ダム工事） 人  

 ［時間当損料機械経費］（ダム工事） 時間  

 ［日当損料機械経費］（ダム工事） 日  
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東北独自 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数  

 水路用Ｌ形ブロック機械据付 個  

 コンクリート二次製品水路底盤グラウト m3  

 目地材取付（コンクリート二次製品水路） ｍ  

 コンクリート境界杭設置（9cm規格） 本  

 ボックスカルバート機械据付（モルタル以外の目地の場合） ｍ  

 コンクリート人力打設（冬季割増） m3  

 【被災地】コンクリート人力打設 m3  

 【被災地】コンクリートポンプ車打設 m3  

 【被災地】コンクリートクレーン車打設 m3  

 【被災地】消波根固めブロック工（製作） 個  

 【被災地】仮設道路工（任意断面） ｍ  

 【被災地】仮設道路工（標準断面） ｍ  

 【被災地】コンクリート人力打設（冬季割増） m3  

 コンクリートポンプ車打設(冬季割増) m3  
 【被災地】コンクリートポンプ車打設(冬季割増) m3  
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施工単価コード一覧表 

（調査・測量・設計） 
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分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

業務（設計） 重力式コンクリートダム  実施設計 コンクリートダム 式  

   実施設計 コンクリートダム施工計画・仮設備 式  

 フィルダム  実施設計 フィルダム（Ⅰ） 式  

   実施設計 フィルダム（Ⅱ） 式  

   実施設計 フィルダム施工計画・仮設備 式  

 頭首工  実施設計 頭首工 式  

 渓流取水工  実施設計 渓流取水工 式  

 用排水機場工  実施設計 ポンプ場 式  

 水路工（用水路設計）  実施設計 用水路路線計画 式  

   実施設計 用水路（開水路） 式  

   実施設計 水路トンネル 式  

 水路工（排水路設計）  実施設計 排水路路線計画 式  

   実施設計 排水路 式  

 水路工（パイプライン設計）  実施設計 パイプライン路線計画 式  

   実施設計 パイプライン 式  

 水路工（付帯設備設計）  実施設計 暗渠 式  

   実施設計 落差工・急流工 式  

   実施設計 射流分水工・チェックゲート 式  

   実施設計 直接分水工 式  

   実施設計 合流工 式  

   実施設計 サイホン 式  

   実施設計 附帯橋梁 式  

   実施設計 水路横断構造物 式  

 ほ場整備工（業務）  実施設計 ほ場整備 式  

 ほ場整備工(暗渠排水) － 実施設計 ほ場整備（暗渠排水） ha 県独自Ⅴ-159 

 畑地かんがい整備工  実施設計 畑地かんがい施設 式  

 営農飲雑用水施設工  実施設計 営農飲雑用水施設 式  

 農道工（農道工）  実施設計 道路計画 式  

   実施設計 道路トンネル 式  

   実施設計 道路トンネル設備 式  

 農道工（橋梁工）  実施設計 橋梁橋台工 式  

   実施設計 橋梁橋脚工 式  

   実施設計 橋梁基礎工 式  

 農道工（付帯工）  実施設計 法面工 箇所  

 農道工（橋梁工）  実施設計 コンクリート橋上部工（Ⅰ） 橋  

   実施設計 コンクリート橋上部工（Ⅱ） 橋  

   実施設計 鋼橋上部工（Ⅰ） 橋  

   実施設計 鋼橋上部工（Ⅱ） 橋  

 農道工（付帯工）  実施設計 門型ラーメン・箱型函渠（Ⅰ） 箇所  
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分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

   実施設計 門型ラーメン・箱型函渠（Ⅱ） 箇所  

   実施設計 擁壁・補強土壁（Ⅰ） 箇所  

   実施設計 擁壁・補強土壁（Ⅱ） 箇所  

 ため池  実施設計 ため池改修 池  

 施設機械  実施設計 水門設備 式  

   実施設計 用排水ポンプ設備 式  

   実施設計 除塵設備 式  

宮城県独自 宮城県独自 SQ3180 雑構造物（実施設計） 箇所 県独自Ⅴ-156 

業務（設計） 重力式コンクリートダム  補足設計 コンクリートダム 式  

   補足設計 コンクリートダム施工計画・仮設備 式  

 フィルダム  補足設計 フィルダム 式  

   補足設計 フィルダム施工計画・仮設備 式  

 重力式コンクリートダム  基本設計 コンクリートダム 式  

   基本設計 コンクリートダム施工計画・仮設備 式  

 フィルダム  基本設計 フィルダム（Ⅰ） 式  

   基本設計 フィルダム（Ⅱ） 式  

   基本設計 フィルダム施工計画・仮設備 式  

 頭首工  基本設計 頭首工 式  

 渓流取水工  基本設計 渓流取水工 式  

 用排水機場工  基本設計 ポンプ場 式  

 水路工（用水路設計）  基本設計 用水路路線計画 式  

   基本設計 用水路（開水路） 式  

   基本設計 水路トンネル 式  

 水路工（排水路設計）  基本設計 排水路路線計画 式  

   基本設計 排水路 式  

 水路工（パイプライン設計）  基本設計 パイプライン路線計画 式  

   基本設計 パイプライン 式  

 水路工（付帯設備設計）  基本設計 暗渠 式  

   基本設計 落差工 式  

   基本設計 急流工 式  

   基本設計 射流分水工・チェックゲート 式  

   基本設計 直接分水工 式  

   基本設計 合流工 式  

   基本設計 サイホン 式  

   基本設計 附帯橋梁 式  

   基本設計 水路横断構造物 式  

 ほ場整備工（業務）  基本設計 ほ場整備（Ⅰ） 式  

   基本設計 ほ場整備（Ⅱ） 式  

 畑地かんがい整備工  基本設計 畑地かんがい施設（Ⅰ） 式  

Ⅴ－50 H27統合版（公表用）



分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

   基本設計 畑地かんがい施設（Ⅱ） 式  

 営農飲雑用水施設工  基本設計 営農飲雑用水施設 式  

 農道工（農道工）  基本設計 道路現況調査計画 式  

   基本設計 道路計画 式  

   基本設計 道路トンネル 式  

 農道工（橋梁工）  基本設計 橋梁 橋  

 農道工（付帯工）  基本設計 門型ラーメン・箱形函渠 箇所  

   基本設計 擁壁・補強土壁 箇所  

   基本設計 法面工 箇所  

 重力式コンクリートダム  構想設計 コンクリートダム 式  

 フィルダム  構想設計 フィルダム 式  

 頭首工  構想設計 頭首工 式  

 用排水機場工  構想設計 ポンプ場 式  

 水路工（用水路設計）  構想設計 用水路路線計画 式  

   構想設計 用水路（開水路） 式  

   構想設計 水路トンネル 式  

 水路工（排水路設計）  構想設計 排水路路線計画 式  

   構想設計 排水路 式  

 水路工（パイプライン設計）  構想設計 パイプライン路線計画 式  

   構想設計 パイプライン 式  

 畑地かんがい整備工  構想設計 畑地かんがい施設 式  

 農道工（農道工）  構想設計 道路計画 式  

      

業務（測量） 基準点測量  １級基準点測量 点  

   ２級基準点測量 点  

   ３級基準点測量 点  

   ４級基準点測量 点  

   ３級基準点埋設 点  

   ４級基準点埋設 点  

   地上埋設（上面舗装） 点  

 水準測量  １級水準測量 km  

   ２級水準測量 km  

   ３級水準測量 km  

   ４級水準測量 km  

   水準点埋設（永久標識） 点  

 平板測量  路線測量 全体計画 業務  

   路線測量 現地踏査 km  

   路線測量 線形決定 km  

   路線測量 ＩＰ設置測量 km  
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分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

   路線測量 中心線測量 km  

   路線測量 縦断測量 km  

   路線測量 横断測量 km  

   路線測量 用地幅杭設置測量 km  

   路線測量 伐採 km  

 水準測量  水準点埋設（永久標識以外） 点  

 平板測量  現地測量 式  

宮城県独自 区画整理測量 SQ3080 単点標高測定 ha 県独自Ⅴ-148 

  SQ3110 一筆田面標高測量 ha 県独自Ⅴ-150 

  － 暗渠排水用測量 ha 県独自Ⅴ-158 

  SQ3130 経始測量 km 県独自Ⅴ-151 

 確定測量 SQ3140 境界調査（確定測量） ha 県独自Ⅴ-152 

  SQ3150 一筆地測量（確定測量） ha 県独自Ⅴ-153 

  SQ3160 地積測定（確定測量） ha 県独自Ⅴ-154 

  SQ3170 確定図の作成（確定測量） ha 県独自Ⅴ-155 

      

業務（調査） 業務（調査）  【機械ボーリング（地質調査用）】 ｍ  

   【サンプリング】 本  

   【サウンディング及び原位置試験】 [各単位]  

   【現場内小運搬】 ton  

   【モノレール・索道架設・撤去】 箇所  

   【足場仮設】 箇所  

   【準備及び跡片付け】 業務  

   【搬入路伐採等】 業務  

   【その他間接調査費】 業務  

   【資料整理とりまとめ（一般調査業務費）】 業務  

   【断面図等の作成（一般調査業務）】 業務  

   【既存資料の収集・現地調査】 業務  

   【資料整理とりまとめ（解析等調査業務費）】 業務  

   【断面図等の作成（解析等調査業務費）】 業務  

   【総合解析とりまとめ】 業務  

   【打合せ（地質調査用）】 業務  

   電子成果品作成費（地質調査業務） 式  

宮城県独自 宮城県独自 SQ3050 機械器具運搬費（調査） 回 県独自Ⅴ-147 

      

業務（その他） 直接人件費  調査業務基準日額 式  

   測量業務基準日額 式  

   設計労務（直接人件費内業） 式  

 直接経費  設計労務（直接経費） 式  
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分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

 直接人件費  測量労務（直接人件費内業） 式  

   調査労務（直接人件費内業） 式  

   設計労務（直接人件費外業） 式  

   測量労務（直接人件費外業） 式  

   調査労務（直接人件費外業） 式  

 打合せ  打合せ（設計業務基準日額） 回  

   打合せ（設計旅費・交通費） 回  

   打合せ（測量旅費・交通費） 回  

   打合せ（調査旅費・交通費） 回  

 旅費交通費  旅費交通費（設計外業宿泊用） 式  

   旅費交通費（設計外業日帰用） 式  

 報告書作成  電子納品版業務報告書作成 式  

   業務報告書作成（その他） 式  

   業務報告図面作成（その他） 式  

   電子成果品作成費（設計業務） 式  

 業務（その他）  その他の設計 式  

      

業務（積算） 積算資料作成  積算参考資料作成 式  

      

業務（機能診

断） 
機能診断業務（調査）  現地踏査 [各単位]  

   近接目視 式  

   コンクリート強度推定調査 測点  

   鉄筋調査 箇所  

   コンクリートはつり作業 箇所  

   はつり部鉄筋調査 箇所  

   はつり部中性化試験 箇所  

   はつり部埋戻し 箇所  

   中性化深さ試験（ドリル法） 箇所  

   コンクリート供試体採取 箇所  

   コンクリート供試体採取部埋戻し 箇所  

 機能診断業務（設計）  機能診断 線的構造物 式  

   機能診断 点的構造物 式  

      

業務（現場技

術） 
現場技術業務  現場技術（現場技術員の直接人件費） 月  

   現場技術（管理技術者の直接人件費） 回  
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調査・測量・設計，用地測量・用地調査未成単価 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 図工集計 式  

 精度管理費集計 式  

 旅費交通費（測量外業宿泊用） 式  

 旅費交通費（測量外業日帰用） 式  

 旅費交通費（調査外業宿泊用） 式  

 旅費交通費（調査外業日帰用） 式  

 旅費交通費（機能診断外業宿泊用） 式  

 旅費交通費（用地測量外業宿泊用） 式  

 旅費交通費（用地測量外業日帰用） 式  

 旅費交通費（用地調査外業宿泊用） 式  

 旅費交通費（用地調査外業日帰用） 式  

 

技術補助業務等（県独自） 

 
分類１名称 分類２名称 コード 単 価 名 称 単位 ページ 

宮城県独自 計画変更資料作成 SQ6001 計画変更資料作成（重要変更） 式  

  SQ6002 計画変更資料作成（軽微変更） 式  

 再評価資料作成 SQ6003 再評価資料作成 式  

 予算要求資料作成 SQ6004 予算要求資料作成（ほ場整備事業） 式  

  SQ6005 予算要求資料作成（かんがい排水事業） 式  

  SQ6006 予算要求資料作成（農道整備事業） 式  

 残事業費改訂資料 SQ6007 残事業費改訂資料作成（ほ場整備事業） 式  

  SQ6008 残事業費改訂資料作成（かんがい排水事業） 式  

  SQ6009 残事業費改訂資料作成（農道整備事業） 式  

 簡易協議作成 SQ6010 簡易協議資料作成 式  

 財産管理資料作成 SQ6011 財産管理資料作成 式  

 設計資料作成 SQ6012 設計資料作成（ほ場整備） 式  

  SQ6013 設計資料作成（農道工事） 式  

  SQ6014 設計資料作成（水路工事） 式  

  SQ6015 設計資料作成（その他土木） 式  

  SQ6016 設計資料作成（施設機械） 式  

 現場技術業務 SQ6017 現場技術業務（現場技術員の直接人件費） 式  

 打合せ SQ6018 打合せ（委託業務基準日額(県独自)） 回  

  SQ6019 打合せ（委託旅費・交通費(県独自)） 回  
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施工単価コード一覧表 

（用地測量・用地調査） 
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１．用地測量施工単価 

単価分類１：用地測量 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

土地調査  復元測量 ha  

土地調査  境界確認 ha  

土地調査  土地境界立会確認書作成 ha  

土地調査  補助基準点の設置 ha  

土地調査  境界測量 ha  

土地調査  用地境界仮杭設置 ha  

土地調査  用地境界杭設置 本  

土地調査  境界点間測量 ha  

土地調査  面積計算 ha  

土地調査  用地実測図作成 ha  

土地調査  用地現況測量（建物等） ha  

土地調査  用地平面図等作成 ha  

土地調査  土地調書作成 ha  

土地調査  公共用地管理者との打合せ 業務  

土地調査  現況実測平面図作成 ha  

土地調査  横断面図作成 km  

土地調査  依頼書作成 km  

土地調査  協議書作成 km  

権利調査  地図の転写 ha  

権利調査  地積測量図等転写 ha  

権利調査  土地登記記録調査 ha  

権利調査  建物登記記録調査 戸  

権利調査  権利者確認調査（当初） ha  

権利調査  権利者確認調査（追跡） 人  

権利調査  転写連続図作成 ha  

登記資料収集整理  地積測量図等作成 ha  

登記資料収集整理  所有権移転登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  地上権設定登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  分筆登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  相続登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  代位保存登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  登記名義人表示変更更正登記資料収集整理 件  

登記資料収集整理  地積変更･更正登記、地図訂正申出書資料収集整理 件  

登記資料収集整理  登記承諾書作成 件  

登記資料収集整理  土地表示登記資料収集整理 件  
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１．用地測量施工単価 

単価分類１：用地測量 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

登記資料収集整理  合筆登記資料収集整理 件  

作業計画  作業計画 業務  

作業計画  現地踏査 業務  
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２．用地調査施工単価 

単価分類１：用地調査 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

営業調査  営業調査・算定 事業所  

営業調査  仮営業所設置工事費用の調査・算定 事業所  

営業調査  居住者調査 世帯  

営業調査  動産調査・算定 [各単位]  

営業調査  その他通損に関する補償額算定 世帯  

営業調査  その他 式  

営業調査  営業その他の調査（打合せ協議） 業務  

営業調査  営業その他の調査（現地踏査） 権利者  

予備調査  企業内容等調査（予備調査） 事業所  

予備調査  敷地使用実態の調査（予備調査） 事業所  

予備調査  建物調査・算定 棟  

予備調査  機械設備等調査・算定 事業所  

予備調査  移転計画案の作成（予備調査） 事業所  

予備調査  予備調査（打合せ協議） 業務  

予備調査  予備調査（現地踏査） 業務  

移転工法検討  企業内容等の調査（移転工法） 事業所  

移転工法検討  敷地使用実態の調査 権利者  

移転工法検討  移転工法案の作成 権利者  

移転工法検討  移転工法案の検討（打合せ協議） 権利者  

移転工法検討  移転工法案の検討（関係資料収集） 権利者  

移転工法検討  機械設備設計 事業所  

移転工法検討  見積徴収 台(装置)  

再積算業務  再算定業務（打合せ協議） 権利者  

再積算業務  再算定業務（現地踏査） 権利者  

再積算業務  営業（再調査・再算定） 事業所  

再積算業務  仮営業所設置プレハブリース（再調査・再算定） 事業所  

再積算業務  仮営業所設置賃貸物件（再調査・再算定） 事業所  

土地評価  地域区分及び標準地選定 業務  

土地評価  標準地の評価 標準地  

土地評価  取得等する土地の評価 画地  

土地評価  残地等補償算定 画地  

土地評価  評価格の調整 業務  

土地評価  土地評価（打合せ協議） 業務  

土地評価  土地評価（現地踏査） 業務  

補償説明等  補償説明Ａ 権利者  

補償説明等  補償説明Ｂ 権利者  

補償説明等  補償説明（打合せ協議） 業務  
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２．用地調査施工単価 

単価分類１：用地調査 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

補償説明等  補償説明（現地踏査） 業務  

事業認定  現地調査等 業務  

事業認定  資料の収集及び作成 業務  

事業認定  調書等の作成 業務  

事業認定  添付図面の作成 種類  

事業認定  裁決申請書資料の整理・検討 件  

事業認定  裁決申請書（案）の作成 件  

事業認定  起業地及び事業計画を表示する図面作成 件  

事業認定  土地調書添付図面の作成 筆  

事業認定  その他参考図書の作成（裁決） 件  

事業認定  明渡裁決申立書資料の整理・検討 件  

事業認定  明渡裁決申立書（案）の作成 件  

事業認定  図面の作成 件  

事業認定  その他参考図書の作成（明渡） 件  

事業認定  事業認定（打合せ協議） 業務  

事業認定  事業認定（現地踏査） 業務  

事業認定  打合せ協議Ａ（予定地に物件が存する場合） 件  

事業認定  打合せ協議Ｂ､Ｃ（予定地に物件が存する場合） 件  

事業認定  打合せ協議Ａ（予定地に物件が存しない場合） 件  

事業認定  打合せ協議Ｂ（予定地に物件が存しない場合） 件  

事業認定  打合せ協議Ｃ（予定地に物件が存しない場合） 件  

事業認定  現地踏査Ａ（予定地に物件が存する場合） 件  

事業認定  現地踏査Ｂ（予定地に物件が存する場合） 件  

事業認定  現地踏査Ｃ（予定地に物件が存する場合） 件  

事業認定  現地踏査Ａ､Ｂ（予定地に物件が存しない場合） 件  

権利調査  墓地管理者等調査 使用者  

建物等調査  法令適合性調査 木造建物 棟  

建物等調査  木造建物調査・算定 棟  

建物等調査  木造特殊建物調査・算定 棟  

建物等調査  非木造建物調査・算定 棟  

建物等調査  機械設備調査・算定 事業所  

建物等調査  見積徴収 台(装置)  

建物等調査  生産設備調査・算定 設備  

建物等調査  附帯工作物調査・算定 [各単位]  

建物等調査  庭園調査・算定 箇所  
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２．用地調査施工単価 

単価分類１：用地調査 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

建物等調査  墳墓調査・算定 ㎡  

建物等調査  立竹木調査・算定 ha  

建物等調査  立毛調査 ha  

建物等調査  建物等の残地移転要件の該当性の検討 権利者  

建物等調査  照応建物の設計案の作成等 棟  

建物等調査  建物等調査（打合せ協議） 業務  

建物等調査  建物等調査（現地踏査） 業務  

地盤変動影響調査  事前調査（木造建物） 棟  

地盤変動影響調査  事前調査（木造特殊建物） 棟  

地盤変動影響調査  事前調査（非木造建物） 棟  

地盤変動影響調査  事前調査（区分所有権） 棟(戸)  

地盤変動影響調査  事前調査（工作物） ａ  

地盤変動影響調査  事後調査（木造建物） 棟  

地盤変動影響調査  事後調査（木造特殊建物） 棟  

地盤変動影響調査  事後調査（非木造建物） 棟  

地盤変動影響調査  事後調査（区分所有権） 棟(戸)  

地盤変動影響調査  事後調査（工作物） ａ  

地盤変動影響調査  算定（木造建物及び木造特殊建物） 棟  

地盤変動影響調査  算定（非木造建物） 棟  

地盤変動影響調査  算定（区分所有権） 棟(戸)  

地盤変動影響調査  算定（工作物） ａ  

地盤変動影響調査  事業損失（打合せ協議） 業務  

地盤変動影響調査  事業損失（現地踏査） 業務  

環境調査  騒音・振動調査 測線  

環境調査  井戸調査 箇所  

環境調査  因果関係調査・検討 権利者  

環境調査  環境調査（打合せ協議） 業務  

環境調査  環境調査（現地踏査） 業務  

費用負担の説明  費用負担説明 権利者  

費用負担の説明  費用負担の説明（打合せ協議） 業務  

費用負担の説明  費用負担の説明（現地踏査） 業務  

保安林解除等  関係図書作成 [各単位]  

保安林解除等  計画書等作成 [各単位]  

保安林解除等  取りまとめ [各単位]  

保安林解除等  精査 業務  

 

 

Ⅴ－60 H27統合版（公表用）



２．用地調査施工単価 

単価分類１：用地調査 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

保安林解除等  保安林解除等（打合せ協議） 業務  

保安林解除等  保安林解除等（現地踏査） 各単位  

完了図書作成  現地踏査（ダム） 件(種類)  

完了図書作成  現地踏査（頭首工・機場等） 件(種類)  

完了図書作成  現地踏査（水路・道路等） km  

完了図書作成  事業年度別決算表作成 件(年度)  

完了図書作成  出来高内訳書作成 件(種類)  

完了図書作成  土地改良施設整理台帳（総括表）作成 件(種類)  

完了図書作成  土地改良施設整理台帳（工作物の部）作成 件(工事)  

完了図書作成  土地改良施設整理台帳（土地の部）作成 件(筆)  

完了図書作成  土地改良施設整理台帳（権利の部）作成 件(筆)  

完了図書作成  占・使用台帳等の作成 件(協議)  

完了図書作成  他目的使用調書等作成 件(協議)  

完了図書作成  土地改良補償施設整理台帳作成 件(施設)  

完了図書作成  引継施設整理台帳作成 件(施設)  

完了図書作成  全体位置図作成 枚  

完了図書作成  図郭割図作成 枚  

完了図書作成  土地改良施設管理図等作成 枚  

完了図書作成  土地改良施設整理台帳 

(工作物の部)関係図面の作成 

枚 
 

完了図書作成  土地改良施設整理台帳 

(土地・権利の部)関係図面作成 

枚 
 

完了図書作成  その他参考図面の作成 枚  

物件調書  物件調書作成 枚  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（計画準備） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（打合せ） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（現地踏査） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁業権等調査） 漁業権  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁業協同組合概要調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁獲量調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（ビク調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（遊漁料収入調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁法別出漁日数調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（増殖事業実績調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（魚価調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁業経営費調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（補償事例及び文献等調査） 業務  
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２．用地調査施工単価 

単価分類１：用地調査 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（収益率の算定） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁場環境概要調査） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁場利用状況調査） 漁協  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（河川実態調査） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（区間別漁獲量等調査） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査 
（立入禁止区域漁場依存割合算定） 

業務 

 

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁場の保全対策等） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（潤辺等変動調査） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査 
（工事期間中の水質汚濁等調査） 

業務 
 

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（漁業影響の検討） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（総合的検討） 業務  

内水面漁業権等調査  内水面漁業権等調査（報告書の作成） 業務  
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３．用地（その他） 

単価分類１：用地（その他） 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

直接人件費  用地測量労務（直接人件費内業） 式  

直接人件費  用地測量労務（直接人件費外業） 式  

直接人件費  用地調査労務（直接人件費内業） 式  

直接人件費  用地調査労務（直接人件費外業） 式  

直接人件費  用地測量基準日額 式  

直接人件費  用地調査基準日額 式  

旅費交通費  打合せ（用地測量旅費・交通費） 回  

旅費交通費  打合せ（用地調査旅費・交通費） 回  
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４．公共嘱託登記 

                        単価分類１：公共嘱託登記 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

土地家屋調査士 調査  資料調査（公簿類） 筆個  

土地家屋調査士 調査  資料調査（地図類） 筆  

土地家屋調査士 調査  資料調査（図面類） 筆個  

土地家屋調査士 調査  資料調査（疎明書類） 件  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 事前調査 件  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 筆界確認（多角測量） 点  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 筆界確認（復元測量） 件  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 筆界確認（画地調整） 件  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 立会（民有地境界） 点  

土地家屋調査士 調査  現地踏査 立会（公共用地境界） 点  

土地家屋調査士 測量  面積測量 土地（地積） 件  

土地家屋調査士 測量  面積測量 建物（床面積） 件  

土地家屋調査士 測量  境界標設置（境界点測設） 点  

土地家屋調査士 測量  境界標設置（境界標埋設） 点  

土地家屋調査士 測量  境界標設置（引照点測量） 点  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 表示 件  

土地家屋調査士 申請手続き  【参考】土地 表示（内訳） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 分筆 件  

土地家屋調査士 申請手続き  【参考】土地 分筆（内訳） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 地積の変更・更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  【参考】土地 地積の変更・更正（内訳） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 合筆 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 地目の変更 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 滅失 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 所有者の更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  土地 所有者の表示変更・更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 表示 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 床面積の変更・更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 合併 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 分割・区分 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 分割・区分（図面添付不用のもの） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 滅失 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 所有者の更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  建物 所有者の表示変更・更正 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 表示 件  
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４．公共嘱託登記 

                        単価分類１：公共嘱託登記 

単価分類２ コード 名     称 単 位 ページ 

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 合併 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 分割・区分 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 敷地権（表示（追加）・抹消） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 敷地権（規約敷地権分筆） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 敷地権（法定敷地分筆） 件  

土地家屋調査士 申請手続き  区分建物 敷地権 法定敷地分筆 共用部分タル旨の登記 件  

土地家屋調査士 申請手続き  現地調査費 件  

土地家屋調査士 申請手続き  敷地権加算 申請  

土地家屋調査士 書類の作成等  書類の作成 通  

土地家屋調査士 書類の作成等  謄抄本交付申請手続及び受領 通  

土地家屋調査士 書類の作成等  原本の複製 通  

司法書士 登記に関する申請手続  所有権保存 件  

司法書士 登記に関する申請手続  相続 件  

司法書士 登記に関する申請手続  所有権移転 件  

司法書士 登記に関する申請手続  用益権・担保権の設定 件  

司法書士 登記に関する申請手続  用益権・担保権の移転又は処分 件  

司法書士 登記に関する申請手続  登記名義人の表示変更・更正 件  

司法書士 登記に関する申請手続  抹消・変更・その他 件  

司法書士 書類作成・その他  文案を要するもの（民法第 903条の特別受益証明書等） 枚  

司法書士 書類作成・その他  文案を要しないもの（共同担保目録のみの作成） 枚  

司法書士 書類作成・その他  謄抄本・登記事項証明書・登記要約書等の請求及び受領 通  

司法書士 書類作成・その他  登記簿閲覧等 用紙  

司法書士 割増料・相談事業  割増料Ⅰ（不動産の個数１個を超える分：１個につき） 個  

司法書士 割増料・相談事業  割増料Ⅱ（区分建物所有権保存／その他のもの） 件  

司法書士 割増料・相談事業  割増料Ⅲ 件  

司法書士 割増料・相談事業  相談事業 時間  
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施工単価コード一覧表 

（施設機械） 
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１．製作及び機器価格（工場裸渡し） 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ［材料費］ kg  

 ［材料費（用排水ポンプ）］ kg  

 ［材料費（水門【積上】・ダム水門）］ kg  

 ［材料費（鋼橋）］ kg  

 ［機器単体費］ [各単位]  

 ［購入品費］ [各単位]  

 主要部材費（標準ポンプ） 台  

 主要部材費（フラップ弁） 基  

 木型費（ポンプ） 台  

 部材費（立軸ポンプ架台） 台  

 機器単体費（電気通信設備） [各単位]  

 ［積上（副部材費・部品費）］ [各単位]  

 用排水ポンプ製作工 台  

 フラップ弁製作工 基  

 立軸ポンプ架台製作工 基  

 水門設備製作工 門  

 除塵設備製作工 基  

 ダム放流・制水設備製作工 [各単位]  

 ダム放流管製作工 条  

 ダム取水設備製作工 [各単位]  

 小容量放流設備用ゲート・バルブ製作工 台  

 鋼橋製作工 式  

 鋼橋付属設備製作工 式  

 素地調整費(水門【積上】,鋼製付属)工場 ㎡  

 塗装費（水門設備）工場【積上】 ㎡  

 素地調整費及び酸洗い（除塵設備）工場 基  

 塗装費（除塵設備）工場 基  

 素地調整費（鋼橋）工場 ㎡  

 塗装費（鋼橋）工場 ㎡  

 直接経費（試運転費・特別経費等） 式  

 水門設備主要部材費（扉体） 門  

 水門設備主要部材費（戸当り） 門  

 水門設備主要部材費（開閉装置） 基  

 水管橋本体製作工 式  

 ［積上（副部材費）水門設備 鋼材］ Kg  

 ［積上（副部材費）水門設備］ [各単位]  

 ［積上（部品費）水門設備］ [各単位]  
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２．据付及び架設工事価格 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 ［施設機械労務単価］ [各単位]  

 輸送費 式  

 用排水ポンプ据付工 台  

 天井クレーン据付工 基  

 用排水ポンプ受配電盤据付工 式  

 用排水ポンプ自家発電設備据付工 台  

 用排水ポンプ屋外貯油槽据付工 台  

 水門設備据付工 門  

 ゴム引布製起伏ゲート据付工 連  

 除塵設備据付工 基  

 ダム水門設備据付工 [各単位]  

 塗装費（用排水ポンプ）現場 ㎡  

 塗装費（水門設備）現場接合部 ㎡  

 総合試運転調整労務 式  

 輸送費（鋼橋） 式  

 ワイヤーロープ取替工（水門設備修繕） 門  

 水密ゴム取替工（水門設備修繕） 門  

 電動機取替工（水門設備修繕） 台  

 ローラ取替工（水門設備修繕） 個  

 扉体取り外し工（水門設備修繕） 門  
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３．電気通信工事 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 輸送費（電気通信設備） 式  

 電線管布設工 ｍ  

 高圧電力ケーブル配線工（地中） ｍ  

 高圧電力ケーブル配線工（屋内） ｍ  

 高圧電力ケーブル配線工（屋外） ｍ  

 低圧電力ケーブル・電線配線工（地中） ｍ  

 低圧電力ケーブル・電線配線工（屋内） ｍ  

 低圧電力ケーブル・電線配線工（屋外） ｍ  

 制御ケーブル配線工（地中） ｍ  

 制御ケーブル配線工（屋内） ｍ  

 制御ケーブル配線工（屋外） ｍ  

 通信ケーブル配線工（地中） ｍ  

 通信ケーブル配線工（屋内） ｍ  

 通信ケーブル配線工（屋外） ｍ  

 架空配線工 径間  

 電力ケーブル端末処理工 箇所  

 通信・制御ケーブル端子接続工 箇所  

 ケーブルラック布設工（直線） ｍ  

 ハンドホ－ル設置工 基  

 ボックス類取付工 個  

 分電盤取付工 面  

 電灯照明・施設照明設備設置工 基  

 道路照明設備設置工 基  

 引込柱設置工（高低圧） 箇所  

 支線取付工 本  

 コンクリート柱等設置工 [各単位]  

 柱上気中開閉器取付工 [各単位]  

 変圧器及び高圧コンデンサ据付工 台  

 接地設置工 極  

 避雷針設備取付工 [各単位]  

 特高受変電設備機器据付工 [各単位]  

 特高受変電設備機器調整工 [各単位]  

 高圧受変電設備機器据付工 [各単位]  

 高圧受変電設備機器調整工 台  

 配電盤据付工 面  

 配電盤調整工 面  

 制御盤取付工 面  

 耐雷トランス設置工 台  

 非常用発電設備据付工 台  

 非常用発電設備調整工 台  
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３．電気通信工事 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 無停電電源装置据付工 台  

 無停電電源装置調整工 台  

 直流電源装置据付工 [各単位]  

 直流電源装置調整工 [各単位]  

 蓄電池設置工 セル  

 TM/TC・放流警報装置据付工 [各単位]  

 TM/TC・放流警報装置調整工 [各単位]  

 移動体通信・空中線装置据付工 [各単位]  

 移動体通信・空中線装置調整工 [各単位]  

 情報処理・監視制御設備据付工 [各単位]  

 情報処理・監視制御設備調整工 [各単位]  

 ＣＣＴＶ装置（ＩＰカメラ）据付工 [各単位]  

 ＣＣＴＶ装置（ＩＰカメラ）調整工 [各単位]  

 計装設備据付工 台  

 電気通信設備据付・調整工 式  

 [材料費（光ケーブル）] ｍ  

 光ケーブル地中配線 ｍ  

 光ケーブル屋内配線 ｍ  

 光ケーブル屋外配線 ｍ  

 光ケーブル架空配線 径間  

 光ケーブル接続工 [各単位]  
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４．鋼橋及び水管橋架設工事 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 支承据付工（鋼製） 式  

 支承据付工（ゴム） 式  

 鋼橋用地組工 式  

 鋼橋用架設工 式  

 鋼橋用本締工 本  

 落橋防止装置工 式  

 架設用設備設置・撤去（ベント） 式  

 架設用設備損料（ベント） 日  

 架設用設備据付解体（ケーブルクレーン） 式  

 架設用設備据付解体（ケーブルエレクション） 式  

 ケーブルクレーン損料 日系統  

 ケーブルエレクション（直吊）損料 日系統  

 ケーブルエレクション（斜吊）損料 日系統  

 ケーブルエレクション用ジャッキ損料 式  

 鉄塔損料（門型） 基  

 鉄塔損料（門型・エレクション） 基  

 鉄塔損料（単柱） 基  

 ドリフトピン及び仮締ボルト損料 日  

 架設工具損料 日  

 【伸縮継手設置工】 ｍ  

 【伸縮継手設置工（埋設型）】 ｍ  

 型枠工（鋼橋床版） ㎡  

 【橋面防水工（鋼橋）】 ㎡  

 橋梁用高欄工 ｍ  

 橋梁用排水管設置工 ｍ  

 コンクリートアンカーボルト設置工 本  

 単独足場工 ㎡  

 兼用足場工 ㎡  

 側面塗装足場工 ㎡  

 防護工（板張） ㎡  

 防護工（シート張） ㎡  

 防護工（ワイヤーブリッジ） ㎡  

 橋梁用登り桟橋工 式  

 溶接工（鋼床版） 式  

 Ｕリブ現場溶接工（鋼床版） 式  

 水管橋据付工 式  

 【素地調整（新橋・継手部現場塗装）】 ㎡  

 【下塗り（新橋継手部現場塗装）】 ㎡  

 【準備・補修（新橋現場塗装）】 ㎡  

 【中塗り上塗り（新橋・継手部現場塗装）】 ㎡  
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４．鋼橋及び水管橋架設工事 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 【素地調整（鋼橋塗替塗装）】 ㎡  

 塗装費（水管橋）現場接合部 ㎡  

 【塗装作業（鋼橋塗替塗装）】 ㎡  

 床版コンクリート養生（鋼橋） ㎡  
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施設機械未成単価 

 

施工単価コード 名     称 単 位 ページ数 

 補助材料費（製作） 式  

 鋼橋用副資材費 式  

 鋼製付属設備製作工 基  

 用排水ポンプ設備副部材費 式  

 水門設備副部材費 式  

 除塵設備副部材費 式  

 ダム水門設備副部材費 式  

 用排水ポンプ設備部品費 式  

 水門設備部品費 式  

 除塵設備部品費 式  

 ダム水門設備部品費 式  

 間接労務費 式  

 工場管理費 式  

 塗装費（水門設備） 式  

 水管橋部品費 式  

 塗装費（水管橋） 式  

 補助材料費（据付） 式  

 据付材料費 式  

 鋼製付属設備据付工 基  

 雑器具損料 式  

 据付間接費 式  

 二次コンクリート費（小形水門設備） 式  

 技術者間接費（電気通信技術者） 式  

 技術者間接費（電気通信技術員） 式  

 

Ⅴ－73 H27統合版（公表用）



 

 

 

 

 

 

 

 

３.施工単価条件表（宮城県独自） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ－74 H27統合版（公表用）



コンクリート人力打設 SQ1010 ○  施工単位 m3 
 

適 用 範 囲  生コン車等からホッパ、シュート類による直打ち、手車等による運搬手段を併用して、コンク 

リートを打設することに適しており、無筋・鉄筋構造物の場合は、日打設量が10ｍ3未満でかつ 

打設地上高さ２ｍ以下に適用し、小型構造物の場合は、打設地上高さ２ｍ以下に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. コンクリート投入用シュート・ホッパの架設、移設等の作業及び損料を含む。 

2. 諸雑費とは、シュート・ホッパ・バイブレーター等の機械損料及び電力に関する経費等の費 

  用である。 

3. 人力運搬車による小運搬作業を必要とする場合は、別途計上する。 

4. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

5. ジェットヒータは、賃料とする。 

6. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10.0 * 1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10.0 * 1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0 * 1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) 諸雑費 表 2  表 2/100  Σ(2)～(4)  

(6) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(7) 灯油   3.6*表 3 Ｌ  〃 

(8) 普通作業員   表 3 人   

(9) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(8)  

(10) 合計      Σ(1)～(9) 

(11) 単価   1.0 m3  (10)/10.0 

(12) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生コンクリート（普通） 生コンクリート（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   

24-8-25   

30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   

21-8-25-55   

21-8-25-45   

24-8-25-60   

24-8-25-55   
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コンクリート人力打設 SQ1010 ○  施工単位 m3 
 

構造物区分の選択(10m3 当たり) 表 2 

構造物区分 世話役（人） 特殊作業員（人） 普通作業員（人） 諸雑費率（％） 

無筋構造物 0.57 0.79 1.25 7 

鉄筋構造物 0.57 0.79 1.25 7 

小型構造物 0.91 1.00 2.65 4 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員（人） 諸雑費（％） ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ（時間） 

一般養生 

無筋構造物 0.30 17 - 

鉄筋構造物 0.16 33 - 

小型構造物 0.69 19 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋構造物 0.88 25 - 

鉄筋構造物 0.54 25 - 

小型構造物 1.56 32 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋構造物 0.74 13  30 

鉄筋構造物 0.43 28  28 

小型構造物 2.40 33 157 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

 

能力算定式（コンクリート打設） 

 

１．１日当たりの作業量（QD）は下記による。      

    無筋・鉄筋構造物  4m3／日 

    小型構造物     5m3／日 

 

参考（コンクリート打設） 

 

１．コンクリート構造物の内容

構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力式擁
壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁又は
扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリート量
が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。  
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コンクリート人力打設 SQ1010 ○  施工単位 m3 
 

能力算定式（コンクリート養生） 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

   10m3÷普通作業員（人）×ΣＨ÷8 

 

参考（コンクリート養生） 

 

１．ジェットヒータによる特殊養生に要する施工機械運転日当たり運転時間（Ｔ） 

構造物区分 運転時間（時間）

無筋構造物 18.5

鉄筋構造物 15.2

小型構造物 20.1
 

 

２．コンクリート構造物の内容 

構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力
式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁
又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンク
リート量が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。

 

 

３．諸雑費の内容 

　一般養生
散水等に使用する機械の損料、電力に関する経費、シート、
養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（練炭養生） 練炭、コンロ、シート、養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生）　 電力に関する経費、シート、養生マット、角材、パイプ等。
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【被災地】コンクリート人力打設 SQ5010 ○  施工単位 m3 
 

適 用 範 囲 生コン車等からホッパ、シュート類による直打ち、手車等による運搬手段を併用して、コンク

リートを打設することに適しており、無筋・鉄筋構造物の場合は、日打設量が10ｍ3未満でかつ打

設地上高さ２ｍ以下に適用し、小型構造物の場合は、打設地上高さ２ｍ以下に適用する。 

本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. コンクリート投入用シュート・ホッパの架設、移設等の作業及び損料を含む。 

2. 諸雑費とは、シュート・ホッパ・バイブレーター等の機械損料及び電力に関する経費等の費 

用である。 

3. 人力運搬車による小運搬作業を必要とする場合は、別途計上する。 

4. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

5. ジェットヒータは、賃料とする。 

6. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10.0 * 1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10.0 * 1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0 * 1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) 諸雑費 表 2  表 2/100  Σ(2)～(4)  

(6) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(7) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(8) 普通作業員   表 3 人   

(9) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(8)  

(10) 合計      Σ(1)～(9) 

(11) 単価   1.0 m3  (10)/10.0 

(12) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生コンクリート（普通） 生コンクリート（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   

24-8-25   

30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   

21-8-25-55   

21-8-25-45   

24-8-25-60   

24-8-25-55   
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【被災地】コンクリート人力打設 SQ5010 ○  施工単位 m3 
 

構造物区分の選択(10m3 当たり) 表 2 

構造物区分 世話役（人） 特殊作業員（人） 普通作業員（人） 諸雑費率（％） 

無筋構造物 0.63 0.88 1.39 7 

鉄筋構造物 0.63 0.88 1.39 7 

小型構造物 1.01 1.11 2.94 4 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員（人） 諸雑費（％） ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ（時間） 

一般養生 

無筋構造物 0.33 17 - 

鉄筋構造物 0.18 33 - 

小型構造物 0.77 19 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋構造物 0.98 25 - 

鉄筋構造物 0.60 25 - 

小型構造物 1.73 32 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋構造物 0.82 13  33.33 

鉄筋構造物 0.48 28  31.11 

小型構造物 2.67 33 174.44 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

能力算定式 

 

1．1日当たりの作業量(QD)は下記による。      

    無筋・鉄筋構造物  3.6m3／日 

    小型構造物     4.5m3／日 

 

 

参考 

 

1．コンクリート構造物の内容
構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力式擁
壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁又は扶
壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリート量が
１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。  
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コンクリートポンプ車投入打設 SQ1015 ▲  施工単位 m3 
 

適 用 範 囲  コンクリートポンプ車打設が適しており、無筋・鉄筋構造物で、日打設量が10m3以上または 

打設地上高さが２ｍより高い場合に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作に 

おける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 コンクリートポンプ車トラック架装・ブーム式 90～110ｍ3/時間 

     ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. この施工単価を適用する場合、コンクリートポンプの機械特性から、スランプ、骨材粒度、 

   セメント使用量及び日打設量など、コンクリートの設計条件、また投入高さの高低、打設足 

   場の難易、投入水平距離の長短及び投入打設作業の連続、非連続の度合など現場条件につい 

   て適用の可否をあらかじめ検討しなければならない。特に開水路工事のような線的な工事で 

   かつ連続打設が比較的少ない工事にこれを適用しようとする場合には、十分検討しなければ 

   ならない。 

2. コンクリートポンプ車打設工法の選定に当たっては土木学会編「コンクリートのポンプ施工 

   指針」並びに、打設構造物の形状、打設作業の連続性、スランプ、コンクリートポンプ車の 

  最大圧送距離等の諸条件を総合的に検討し適用する。 

3. 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷(Pmax)＝(水平管1m 

   当たりの管内圧力損失)×(水平換算距離)を求める。 

4. 諸雑費は、バイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用である。 

5. コンクリートポンプ車の回送時間は、共通仮設の運搬費に含まれる。 

6. コンクリートポンプ車から作業範囲３０ｍを超える場合は、超えた部分の圧送管損料を別途 

  計上する。 

7. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

8. ジェットヒータは、賃料とする。 

9. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10*1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  橋梁床版の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) コンクリートポンプ車   表 2 時間   

(6) 軽油   表 2*NH Ｌ   

(7) 運転手（特殊）   表 2*0.14 人   

(8) 諸雑費 1%  0.01  Σ(2)～(7)  

(9) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(10) 灯油   3.6*表 3 Ｌ  〃 

(11) 普通作業員   表 3 人   

(12) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(11)  

(13) 合計      Σ(1)～(12) 

(14) 単価   1.0 m3  (13)/10.0 

(15) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生コンクリート（普通） 生コンクリート（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   
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24-8-25   

30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   

21-8-25-55   

21-8-25-45   

24-8-25-60   

24-8-25-55   

 

構造物区分及び打設量区分の選択 表 2 

  10m3当たり数量 

構造物区分 1 日当たり打設量 世話役

(人) 

特殊作業員

(人) 

普通作業員

(人) 

標準日打設量

(m3) 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車運転(時

間) 

無筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満  0.14 0.40 0.54  81 1.03 

300ｍ3以上 600ｍ3未満  0.04 0.20 0.22 400 0.27 

鉄筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満  0.14 0.40 0.54  81 1.03 

300ｍ3以上 600ｍ3未満  0.04 0.20 0.22 400 0.27 

橋梁床版 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満  0.14 0.40 0.54  81 1.32 

300ｍ3以上 600ｍ3未満  0.04 0.20 0.22 400 0.68 

 

選定条件 

 1．ホースの筒先作業等を行う機械付属労務を含む。 

  2．諸雑費とはバイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用であり、労務費、機械損料及び運転経費の 

   合計額に対する割合として自動的に計上される。 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋 0.30 17 - 

鉄筋 0.16 33 - 

橋梁床版 0.16 33 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋 0.88 25 - 

鉄筋 0.54 25 - 

橋梁床版 0.54 25 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋 0.74 13 30 

鉄筋 0.43 28 28 

橋梁床版 0.43 28 28 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

・橋梁床版のときは、鉄筋を適用する。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 
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能力算定式（コンクリートポンプ車投入打設） 

 

１．１日当たりの作業量（QD）は下記による。 

設計日打設量  10m3以上 300m3未満  81m3／日 

〃    300m3以上 600m3未満 400m3／日 

 

参考（コンクリートポンプ車投入打設） 

 

１．構造物の内容 

構造物区分 構　　造　　物　　の　　内　　容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物で半
重力式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、
突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。
 

 

２．配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷（Ｐmax）＝（水平管１ｍ当たりの管内 

圧力損失）×（水平換算距離）を求める。 

（１）水平管１ｍ当たりの管内圧力損失は、コンクリートの品質、吐出量、管径によって定まる。なお、図に示さ 

れる値は、粗骨材の最大寸法が 20～30㎜の場合の値であり、粗骨材の最大寸法が４０㎜の場合には、この図 

に対し１０％の割増を行うものとする。 

 

図 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失標準値（Ｇmax 20～25mmの場合） 
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125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

 

 

（２） 水平管以外の管の水平換算距離は、下表の値をもとに求める。 

   表 異形管の水平換算長さ 

項　　　　目 単　位 呼び寸法 水平換算長(ｍ)
上向き垂直管 １ｍ当たり １００Ａ,１２５Ａ 　　３,４　

テーパ管 １本当たり（標準１ｍ）
１５０Ａ→１２５Ａ
１２５Ａ→１００Ａ

３

ベント管 １本当たり ９０°（Ｒ＝１ｍ） ６
フレキシブルホース                   ５～８ｍもの１本 ２０  

 

（３）圧送可能範囲は、Ｐmax がコンクリートポンプの最大理論吐出圧力 80％以下の場合とする。 

（注１）配管打設は圧送管延長が 30ｍ以下の歩掛であるから 30ｍ以上の配管打設を行うときは、30ｍを超える 

部分の圧送管の組立、撤去労務費を別途計上する。 

  （注２）圧送管の固定足場（受枠）費用は必要に応じ、別途計上する。 
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能力算定式（コンクリート養生） 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

10m3÷普通作業員（人）×ΣＨ÷8 

 

参考（コンクリート養生） 

 

１．ジェットヒータによる特殊養生に要する施工機械運転日当たり運転時間（Ｔ） 

構造物区分 運転時間（時間）

無筋構造物 18.5

鉄筋構造物 15.2

橋梁床版 15.2  

 

２．コンクリート構造物の内容 

構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力
式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁
又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。  

 

３．諸雑費の内容 

　一般養生
散水等に使用する機械の損料、電力に関する経費、シート、
養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（練炭養生） 練炭、コンロ、シート、養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生） 電力に関する経費、シート、養生マット、角材、パイプ等。
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適 用 範 囲  コンクリートポンプ車打設が適しており、無筋・鉄筋構造物で、日打設量が10m3以上または、 

打設地上高さが２ｍより高い場合に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作に 

おける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 コンクリートポンプ車 トラック架装・ブーム式 90～110ｍ3/時間 

     ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. この施工単価を適用する場合、コンクリートポンプの機械特性から、スランプ、骨材粒度、 

   セメント使用量及び日打設量など、コンクリートの設計条件、また投入高さの高低、打設足 

   場の難易、投入水平距離の長短及び投入打設作業の連続、非連続の度合など現場条件につい 

   て適用の可否をあらかじめ検討しなければならない。特に開水路工事のような線的な工事で 

   かつ連続打設が比較的少ない工事にこれを適用しようとする場合には、十分検討しなければ 

   ならない。 

2. コンクリートポンプ車打設工法の選定に当たっては土木学会編「コンクリートのポンプ施工 

   指針」並びに、打設構造物の形状、打設作業の連続性、スランプ、コンクリートポンプ車の 

  最大圧送距離等の諸条件を総合的に検討し適用する。 

3. 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷(Pmax)＝(水平管1m 

   当たりの管内圧力損失)×(水平換算距離)を求める。 

4. 諸雑費は、バイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用である。 

5. コンクリートポンプ車の回送時間は、共通仮設の運搬費に含まれる。 

6. コンクリートポンプ車から作業範囲３０ｍを超える場合は、超えた部分の圧送管損料を別途 

  計上する。 

7. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

8. ジェットヒータは、賃料とする。 

9. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10*1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  橋梁床版の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) コンクリートポンプ車   表 2 時間   

(6) 軽油   表 2*NH Ｌ   

(7) 運転手（特殊）   表 2*0.14 人   

(8) 諸雑費 1%  0.01  Σ(2)～(7)  

(9) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(10) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(11) 普通作業員   表 3 人   

(12) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(11)  

(13) 合計      Σ(1)～(12) 

(14) 単価   1.0 m3  (13)/10.0 

(15) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生コンクリート（普通） 生コンクリート（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   

24-8-25   
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30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   

21-8-25-55   

21-8-25-45   

24-8-25-60   

24-8-25-55   

 

構造物区分及び打設量区分の選択 表 2 

  10m3当たり数量 

構造物区分 1 日当たり打設量 世話役 

(人) 

特殊作業員 

(人) 

普通作業員 

(人) 

標準日打設量 

(m3) 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車運転 

(時間) 

無筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60 73 1.14 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.30 

鉄筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60 73 1.14 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.30 

橋梁床版 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60 73 1.47 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.76 

選定条件 

 1．ホースの筒先作業等を行う機械付属労務を含む。 

  2．諸雑費とはバイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用であり、労務費、機械損料及び運転経費の 

   合計額に対する割合として自動的に計上される。 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋 0.33 17 - 

鉄筋 0.18 33 - 

橋梁床版 0.18 33 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋 0.98 25 - 

鉄筋 0.60 25 - 

橋梁床版 0.60 25 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋 0.82 13 33.33 

鉄筋 0.48 28 31.11 

橋梁床版 0.48 28 31.11 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

・橋梁床版のときは、鉄筋を適用する。 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

能力算定式 

１． １日当たりの作業量(QD)は下記による。 

       設計日打設量  10m3 以上 300m3未満   73m3／日 

           〃   300m3 以上 600m3未満  360m3／日 
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参考 

1．構造物の内容 

構造物区分 構　造　物　の　内　容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物で半
重力式擁壁、均しコンクリート等

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、
突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。  
 

2． 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷（Ｐmax）＝（水平管１ｍ当たりの管内 

圧力損失）×（水平換算距離）を求める。 

（１） 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失は、コンクリートの品質、吐出量、管径によって定まる。なお、図に示される値

は、粗骨材の最大寸法が 20～30㎜の場合の値であり、粗骨材の最大寸法が４０㎜の場合には、この図に対し１０％の

割増を行うものとする。 

 

図 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失標準値（Ｇmax 20～25mmの場合） 
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125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

 

（２） 水平管以外の管の水平換算距離は、下表の値をもとに求める。 

   表 異形管の水平換算長さ 

項　　　　目 単　位 呼び寸法 水平換算長(ｍ)

上向き垂直管 １ｍ当たり １００Ａ,１２５Ａ 　　３,４　

テーパ管 １本当たり（標準１ｍ）
１５０Ａ→１２５Ａ
１２５Ａ→１００Ａ

３

ベント管 １本当たり ９０°（Ｒ＝１ｍ） ６

フレキシブルホース                   ５～８ｍもの１本 ２０  

 

（３） 圧送可能範囲は、Ｐmax がコンクリートポンプの最大理論吐出圧力 80％以下の場合とする。 

   （注１）配管打設は圧送管延長が 30ｍ以下の歩掛であるから 30ｍ以上の配管打設を行うときは、30ｍを超える部分の

圧送管の組立、撤去労務費を別途計上する。 

   （注２）圧送管の固定足場（受枠）費用は必要に応じ、別途計上する。 
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適 用 範 囲  クレーン車類による打設が適しており、小型構造物で打設地上高さが2mを超え28m以下、水平 

打設距離が30m以下に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ラフテレーンクレーン （油圧伸縮ジブ型16ton、20ton、25ton、35ton） 

     クローラクレーン 排対型（２次）（油圧駆動式ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型50ton） 

     ジェットヒータ  126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1.クレーン車による打設工法の標準機種はラフテレーンクレーンとし，現場状況によりクローラ 

 クレーンを選定することができる。 

2.クローラクレーンを使用する場合は，現場条件から打設高さを検討し，適当なブーム長さを設 

  定する。 

3.本歩掛には，運搬バケットへのコンクリート積込及び玉掛作業等を行う機械付補助労務を 

  含む。 

4.ラフテレーンクレーン及びクローラクレーンは賃料とする。 

5.諸雑費とはバイブレータ・コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等の費用である。 

6.特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

7.ジェットヒータは、賃料とする。 

8.諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,機種,ｸﾚｰﾝ規格,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0*1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) ラフテレーンクレーン 表 3 表 3 表 2 日   

(5) クローラクレーン 表 3 表 3 表 2 日   

(6) 軽油   74.0*表 2 Ｌ  クローラクレーンの時 

(7) 諸雑費   表 2/100  Σ(2)～(6)  

(8) ジェットヒータ 126MJ  表 4/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(9) 灯油   3.6*表 4 Ｌ  〃 

(10) 普通作業員   表 4 人   

(11) 諸雑費 表 4  表 4/100  Σ(10)  

(12) 合計      Σ(1)～(11) 

(13) 単価   1.0 m3  (12)/10.0 

(14) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ（普通） 生ｺﾝｸﾘｰﾄ（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   

24-8-25   

30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   
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21-8-25-55   

21-8-25-45   

24-8-25-60   

24-8-25-55   

 

構造物区分の選択 表 2 

 10m3当たり数量 

構造物区分 世話役 

(人) 

特殊作業員

(人) 

普通作業員 

(人) 

諸雑費 

(％) 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ及びｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ運転

(日) 

小型構造物 0.90 1.02 3.25 4 0.56 

選定条件 

・諸雑費とはバイブレータ・コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等の費用であり、労務費、 

 機械賃料及び運転経費に対する割合として自動的に計上される。 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

機械区分の選択 表 3 

機種 ｸﾚｰﾝ規格 コード 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 

16t(油)  

20t(油)  

25t(油)  

35t(油)  

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t(油)  

 

養生方法の選択 表 4 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 小型構造物 0.69 19 - 

特殊養生(練炭養生) 小型構造物 1.56 32 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 小型構造物 2.40 33 157 

 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 5 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分 コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 6 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分 コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 
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能力算定式（コンクリートクレーン車打設） 

１．１日当たりの作業量（QD）は下記による。 

    6m3／日 

 

参考（コンクリートクレーン車打設） 

 

１．小型構造物クレーン車打設範囲 

機種 規格1

16t(油) 約17以下 約17以下

20t(油) 約25以下 約18以下

25t(油) 約25以下 約20以下

35t(油) 約28以下 約20以下

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t(油) - 約30以下

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ

使用機械
打設高さ(m) 水平打設距離(m)

 

 

２．コンクリート構造物の内容

構造物区分 コンクリート構造物の内容

小型構造物
コンクリート断面積が1ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリー
ト量が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等

 

 

能力算定式（コンクリート養生） 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

    10m3÷普通作業員（人）×ΣＨ÷8 

 

参考（コンクリート養生） 

 

１．ジェットヒータによる特殊養生に要する施工機械運転日当たり運転時間（Ｔ） 

構造物区分 運転時間（時間）

小型構造物 20.1  

 

２．コンクリート構造物の内容 

構造物区分 コンクリート構造物の内容

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンク
リート量が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。

 

 

３．諸雑費の内容 

　一般養生
散水等に使用する機械の損料、電力に関する経費、シート、
養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（練炭養生） 練炭、コンロ、シート、養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生）　 電力に関する経費、シート、養生マット、角材、パイプ等。
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適 用 範 囲  クレーン車類による打設が適しており、小型構造物で打設地上高さが2mを超え28m以下、水平 

打設距離が30m以下に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ラフテレーンクレーン （油圧伸縮ジブ型16ton、20ton、25ton、35ton） 

     クローラクレーン 排対型（２次）（油圧駆動式ｳｲﾝﾁ･ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型50ton） 

     ジェットヒータ  126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1.クレーン車による打設工法の標準機種はラフテレーンクレーンとし，現場状況によりクローラ

クレーンを選定することができる。 

2.クローラクレーンを使用する場合は，現場条件から打設高さを検討し，適当なブーム長さを設 

  定する。 

3.本歩掛には，運搬バケットへのコンクリート積込及び玉掛作業等を行う機械付補助労務を含む。 

4.ラフテレーンクレーン及びクローラクレーンは賃料とする。 

5.諸雑費とはバイブレータ・コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等の費用である。 

6.特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

7.ジェットヒータは、賃料とする。 

8.諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,種類区分,構造物区分,機種,ｸﾚｰﾝ規格,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0*1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) ラフテレーンクレーン 表 3 表 3 表 2 日   

(5) クローラクレーン 表 3 表 3 表 2 日   

(6) 軽油   74.0*表 2 Ｌ  クローラクレーンの時 

(7) 諸雑費   表 2/100  Σ(2)～(6)  

(8) ジェットヒータ 126MJ  表 4/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(9) 灯油   3.6*表 4 Ｌ      〃 

(10) 普通作業員   表 4 人   

(11) 諸雑費 表 4  表 4/100  Σ(10)  

(12) 合計      Σ(1)～(11) 

(13) 単価   1.0 m3  (12)/10.0 

(14) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

規格区分及び種類区分の選択 表 1 

 種類区分 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ（普通） 生ｺﾝｸﾘｰﾄ（高炉Ｂ） 

18-8-40   

18-8-40-55   

21-8-25-60   

24-8-25   

30-8-25   

35-8-25   

40-8-25   

21-8-25   

18-8-40-60   

18-12-40-60   

21-8-25-55   

21-8-25-45   
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24-8-25-60   

24-8-25-55   

 

構造物区分の選択 表 2 

 10m3当たり数量 

構造物区分 世話役 

(人) 

特殊作業員 

(人) 

普通作業員 

(人) 

諸雑費 

(％) 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ及びｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ運転 

(日) 

小型構造物 1.00 1.13 3.61 4 0.62 

選定条件 

・諸雑費とはバイブレータ・コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等の費用であり、労務費、 

 機械賃料及び運転経費に対する割合として自動的に計上される。 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

機械区分の選択 表 3 

機種 ｸﾚｰﾝ規格 コード 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 

16t(油)  

20t(油)  

25t(油)  

35t(油)  

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t(油)  

 

養生方法の選択 表 4 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 小型構造物 0.77 19 - 

特殊養生(練炭養生) 小型構造物 1.73 32 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 小型構造物 2.67 33 174.44 

 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 5 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分 コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 6 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分 コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

能力算定式 

 

1．1日当たりの作業量(QD)は下記による。 

    5.4m3／日 
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参考 

 

1.小型構造物クレ－ン車打設範囲 

機種 規格1

16t(油) 約17以下 約17以下

20t(油) 約25以下 約18以下

25t(油) 約25以下 約20以下

35t(油) 約28以下 約20以下

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 50t(油) - 約30以下

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ

使用機械
打設高さ(m) 水平打設距離(m)

 

 

2.コンクリート構造物の内容

構造物区分 コンクリート構造物の内容

小型構造物
コンクリート断面積が1ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリート
量が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等  
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適 用 範 囲  生コン車等からホッパ、シュート類による直打ち、手車等による運搬手段を併用して、コンク 

リートを打設することに適しており、無筋・鉄筋構造物の場合は、日打設量が10ｍ3未満でかつ 

打設地上高さ２ｍ以下に適用し、小型構造物の場合は、打設地上高さ２ｍ以下に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. コンクリート投入用シュート・ホッパの架設、移設等の作業及び損料を含む。 

2. 諸雑費とは、シュート・ホッパ・バイブレーター等の機械損料及び電力に関する経費等の費 

   用である。 

3. 人力運搬車による小運搬作業を必要とする場合は、別途計上する。 

4. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

5. ジェットヒータは、賃料とする。 

6. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10.0 * 1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10.0 * 1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0 * 1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) 諸雑費 表 2  表 2/100  Σ(2)～(4)  

(6) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(7) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(8) 普通作業員   表 3 人   

(9) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(8)  

(10) 合計      Σ(1)～(9) 

(11) 単価   1.0 m3  (10)/10.0 

(12) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

規格区分の選択 表 1 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(災害査定用) 

18-8-40  

21-8-25  

 

構造物区分の選択(10m3 当たり) 表 2 

構造物区分 世話役(人) 特殊作業員(人) 普通作業員(人) 諸雑費率(％) 

無筋構造物 0.57 0.79 1.25 7 

鉄筋構造物 0.57 0.79 1.25 7 

小型構造物 0.91 1.00 2.65 4 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋構造物 0.30 17 - 

鉄筋構造物 0.16 33 - 

小型構造物 0.69 19 - 

特殊養生 

(練炭養生) 

無筋構造物 0.88 25 - 

鉄筋構造物 0.54 25 - 

小型構造物 1.56 32 - 
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特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋構造物 0.74 13  30 

鉄筋構造物 0.43 28  28 

小型構造物 2.40 33 157 

 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

 

能力算定式（コンクリート打設） 

 

１．１日当たりの作業量（QD）は下記による。 

    無筋・鉄筋構造物  4m3／日 

    小型構造物     5m3／日 

 

参考（コンクリート打設） 

 

１．コンクリート構造物の内容

 構造物区分 コンクリート構造物の内容

 無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力式擁
壁、均しコンクリート等。

 鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁又は
扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

 小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリート量
が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。  

 

 

能力算定式（コンクリート養生） 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

    10m3÷普通作業員（人）×ΣＨ÷8 

 

 

参考（コンクリート養生） 

 

１．ジェットヒータによる特殊養生に要する施工機械運転日当たり運転時間（Ｔ） 

構造物区分 運転時間（時間）

無筋構造物 18.5

鉄筋構造物 15.2

小型構造物 20.1
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２．コンクリート構造物の内容 

構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力
式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁
又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンク
リート量が１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。

 

 

３．諸雑費の内容 

　一般養生
散水等に使用する機械の損料、電力に関する経費、シート、
養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（練炭養生） 練炭、コンロ、シート、養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生）　 電力に関する経費、シート、養生マット、角材、パイプ等。
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適 用 範 囲  生コン車等からホッパ、シュート類による直打ち、手車等による運搬手段を併用して、コンク 

リートを打設することに適しており、無筋・鉄筋構造物の場合は、日打設量が10ｍ3未満でかつ 

打設地上高さ２ｍ以下に適用し、小型構造物の場合は、打設地上高さ２ｍ以下に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. コンクリート投入用シュート・ホッパの架設、移設等の作業及び損料を含む。 

2. 諸雑費とは、シュート・ホッパ・バイブレーター等の機械損料及び電力に関する経費等の費 

   用である。 

3. 人力運搬車による小運搬作業を必要とする場合は、別途計上する。 

4. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

5. ジェットヒータは、賃料とする。 

6. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10.0 * 1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10.0 * 1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 小型構造物 表 1 10.0 * 1.06 m3  小型構造物の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) 諸雑費 表 2  表 2/100  Σ(2)～(4)  

(6) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(7) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(8) 普通作業員   表 3 人   

(9) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(8)  

(10) 合計      Σ(1)～(9) 

(11) 単価   1.0 m3  (10)/10.0 

(12) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

規格区分の選択 表 1 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(災害査定用) 

18-8-40  

21-8-25  

 

構造物区分の選択(10m3 当たり) 表 2 

構造物区分 世話役(人) 特殊作業員(人) 普通作業員(人) 諸雑費率(％) 

無筋構造物 0.63 0.88 1.39 7 

鉄筋構造物 0.63 0.88 1.39 7 

小型構造物 1.01 1.11 2.94 4 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋構造物 0.33 17 - 

鉄筋構造物 0.18 33 - 

小型構造物 0.77 19 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋構造物 0.98 25 - 

鉄筋構造物 0.60 25 - 

小型構造物 1.73 32 - 
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特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋構造物 0.82 13 33.33 

鉄筋構造物 0.48 28 31.11 

小型構造物 2.67 33 174.44 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

能力算定式 

 

1．1日当たりの作業量(QD)は下記による。      

    無筋・鉄筋構造物  3.6m3／日 

    小型構造物     4.5m3／日 

 

参考 

1．コンクリート構造物の内容
構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力式擁
壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁又は扶
壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

小型構造物
コンクリート断面積が１ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等コンクリート量が
１ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等。  
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適 用 範 囲  コンクリートポンプ車打設が適しており、無筋・鉄筋構造物で、日打設量が10m3以上または打 

設地上高さが２ｍより高い場合に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 コンクリートポンプ車トラック架装・ブーム式  90～110ｍ3/時間 

     ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. この施工単価を適用する場合、コンクリートポンプの機械特性から、スランプ、骨材粒度、 

   セメント使用量及び日打設量など、コンクリートの設計条件、また投入高さの高低、打設足 

   場の難易、投入水平距離の長短及び投入打設作業の連続、非連続の度合など現場条件につい 

   て適用の可否をあらかじめ検討しなければならない。特に開水路工事のような線的な工事で 

   かつ連続打設が比較的少ない工事にこれを適用しようとする場合には、十分検討しなければ 

   ならない。 

2. コンクリートポンプ車打設工法の選定に当たっては土木学会編「コンクリートのポンプ施工 

   指針」並びに、打設構造物の形状、打設作業の連続性、スランプ、コンクリートポンプ車の 

  最大圧送距離等の諸条件を総合的に検討し適用する。 

3. 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷(Pmax)＝(水平管1m 

   当たりの管内圧力損失)×(水平換算距離)を求める。 

4. 諸雑費は、バイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用である。 

5. コンクリートポンプ車の回送時間は、共通仮設の運搬費に含まれる。 

6. コンクリートポンプ車から作業範囲30mを超える場合は、超えた部分の圧送管損料を別途計 

   上する。 

7. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

8. ジェットヒータは、賃料とする。 

9. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10*1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  橋梁床版の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) コンクリートポンプ

車 

  表 2 時間   

(6) 軽油   表 2*NH Ｌ   

(7) 運転手（特殊）   表 2*0.14 人   

(8) 諸雑費 1%  0.01  Σ(2)～(7)  

(9) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(10) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(11) 普通作業員   表 3 人   

(12) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(11)  

(13) 合計      Σ(1)～(12) 

(14) 単価   1.0 m3  (13)/10.0 

(15) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

 

規格区分の選択 表 1 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(災害査定用) 

18-8-40  

21-8-25  
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構造物区分及び打設量区分の選択 表 2 

  10m3当たり数量 

構造物区分 1 日当たり打設量 世話役

(人) 

特殊作業員

(人) 

普通作業員

(人) 

標準日打設量

(m3) 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車運転

(時間) 

無筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.14 0.40 0.54  81 1.03 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.20 0.22 400 0.27 

鉄筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.14 0.40 0.54  81 1.03 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.20 0.22 400 0.27 

橋梁床版 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.14 0.40 0.54  81 1.32 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.20 0.22 400 0.68 

選定条件 

 1．ホースの筒先作業等を行う機械付属労務を含む。 

  2．諸雑費とはバイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用であり，労務費、機械損料及び運転経費の 

   合計額に対する割合として自動的に計上される。 

 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋 0.30 17 - 

鉄筋 0.16 33 - 

橋梁床版 0.16 33 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋 0.88 25 - 

鉄筋 0.54 25 - 

橋梁床版 0.54 25 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋 0.74 13 30 

鉄筋 0.43 28 28 

橋梁床版 0.43 28 28 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

・橋梁床版のときは、鉄筋を適用する。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

 

能力算定式（コンクリートポンプ車投入打設） 

 

１．１日当たりの作業量（QD）は下記による。 

設計日打設量  10m3以上 300m3未満  81m3／日 

〃    300m3以上 600m3未満 400m3／日 
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参考（コンクリートポンプ車投入打設） 

 

１．構造物の内容 

構造物区分 構　　造　　物　　の　　内　　容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物
で半重力式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリー
ト、突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。
 

 

２．配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷（Ｐmax）＝（水平管１ｍ当たりの管内 

圧力損失）×（水平換算距離）を求める。 

（１）水平管１ｍ当たりの管内圧力損失は、コンクリートの品質、吐出量、管径によって定まる。なお、図に示 

される値は、粗骨材の最大寸法が 20～30㎜の場合の値であり、粗骨材の最大寸法が４０㎜の場合には、こ 

の図に対し１０％の割増を行うものとする。 

 

図 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失標準値（Ｇmax 20～25mm の場合） 
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125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

 

 

（２）水平管以外の管の水平換算距離は、下表の値をもとに求める。 

   表 異形管の水平換算長さ 

項　　　　目 単　位 呼び寸法 水平換算長(ｍ)

上向き垂直管 １ｍ当たり １００Ａ,１２５Ａ 　　３,４　

テーパ管 １本当たり（標準１ｍ）
１５０Ａ→１２５Ａ
１２５Ａ→１００Ａ

３

ベント管 １本当たり ９０°（Ｒ＝１ｍ） ６

フレキシブルホース                   ５～８ｍもの１本 ２０
 

 

（３） 圧送可能範囲は、Ｐmax がコンクリートポンプの最大理論吐出圧力 80％以下の場合とする。 

（注１）配管打設は圧送管延長が 30ｍ以下の歩掛であるから 30ｍ以上の配管打設を行うときは、30ｍを超 

える部分の圧送管の組立、撤去労務費を別途計上する。 

   （注２）圧送管の固定足場（受枠）費用は必要に応じ、別途計上する。 

 

能力算定式（コンクリート養生） 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

10m3÷普通作業員（人）×ΣＨ÷8 
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参考（コンクリート養生） 

 

１．ジェットヒータによる特殊養生に要する施工機械運転日当たり運転時間（Ｔ） 

構造物区分 運転時間（時間）

無筋構造物 18.5

鉄筋構造物 15.2

橋梁床版 15.2  

 

２．コンクリート構造物の内容 

構造物区分 コンクリート構造物の内容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有する構造物で半重力
式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、突桁
又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。  

 

３．諸雑費の内容 

　一般養生
散水等に使用する機械の損料、電力に関する経費、シート、
養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（練炭養生） 練炭、コンロ、シート、養生マット、角材、パイプ等。

　特殊養生（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生） 電力に関する経費、シート、養生マット、角材、パイプ等。
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適 用 範 囲  コンクリートポンプ車打設が適しており、無筋・鉄筋構造物で、日打設量が10m3以上または打 

設地上高さが２ｍより高い場合に適用する。 

 本歩掛は、養生を含む。一般養生、特殊養生(給熱養生)を標準とする。異形ブロック製作にお 

ける養生は適用しない。 

規 格 使用機械 コンクリートポンプ車 トラック架装・ブーム式  90～110ｍ3/時間 

     ジェットヒータ 126MJ(30,100kcal) 

摘 要 1. この施工単価を適用する場合、コンクリートポンプの機械特性から、スランプ、骨材粒度、 

   セメント使用量及び日打設量など、コンクリートの設計条件、また投入高さの高低、打設足 

   場の難易、投入水平距離の長短及び投入打設作業の連続、非連続の度合など現場条件につい 

   て適用の可否をあらかじめ検討しなければならない。特に開水路工事のような線的な工事で 

   かつ連続打設が比較的少ない工事にこれを適用しようとする場合には、十分検討しなければ 

   ならない。 

2. コンクリートポンプ車打設工法の選定に当たっては土木学会編「コンクリートのポンプ施工 

   指針」並びに、打設構造物の形状、打設作業の連続性、スランプ、コンクリートポンプ車の 

  最大圧送距離等の諸条件を総合的に検討し適用する。 

3. 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷(Pmax)＝(水平管1m 

   当たりの管内圧力損失)×(水平換算距離)を求める。 

4. 諸雑費は、バイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用である。 

5. コンクリートポンプ車の回送時間は、共通仮設の運搬費に含まれる。 

6. コンクリートポンプ車から作業範囲30mを超える場合は、超えた部分の圧送管損料を別途計 

   上する。 

7. 特殊養生の場合、養生のための足場は別途計上する。 

8. ジェットヒータは、賃料とする。 

9. 諸雑費の内容は参考３による。 

補助文内容 規格区分,構造物区分,養生方法 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 生コンクリート 無筋構造物 表 1 10*1.04 m3  無筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  鉄筋の場合 

(1) 生コンクリート 鉄筋構造物 表 1 10*1.02 m3  橋梁床版の場合 

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) コンクリートポンプ車   表 2 時間   

(6) 軽油   表 2*NH Ｌ   

(7) 運転手（特殊）   表 2*0.14 人   

(8) 諸雑費 1%  0.01  Σ(2)～(7)  

(9) ジェットヒータ 126MJ  表 3/T 日  
特殊養生 

(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生)の時 

(10) 灯油   3.6*表 3 Ｌ      〃 

(11) 普通作業員   表 3 人   

(12) 諸雑費 表 3  表 3/100  Σ(11)  

(13) 合計      Σ(1)～(12) 

(14) 単価   1.0 m3  (13)/10.0 

(15) 日当たり作業量   QD m3  コンクリート打設 

 

選定項目表 

 

規格区分の選択 表 1 

規格区分 生ｺﾝｸﾘｰﾄ(災害査定用) 

18-8-40  

21-8-25  
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構造物区分及び打設量区分の選択 表 2 

  10m3当たり数量 

構造物区分 1 日当たり打設量 世話役 

(人) 

特殊作業員 

(人) 

普通作業員 

(人) 

標準日打設量 

(m3) 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車運転 

(時間) 

無筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60  73 1.14 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.30 

鉄筋 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60  73 1.14 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.30 

橋梁床版 
10ｍ3 以上 300ｍ3未満 0.16 0.44 0.60  73 1.47 

300ｍ3以上 600ｍ3未満 0.04 0.22 0.24 360 0.76 

選定条件 

 1．ホースの筒先作業等を行う機械付属労務を含む。 

  2．諸雑費とはバイブレータ損料及び電力に関する経費等の費用であり，労務費、機械損料及び運転経費の 

   合計額に対する割合として自動的に計上される。 

養生方法及び構造物区分の選択 表 3 

  10m3当たり数量 

養生方法 構造物区分 普通作業員(人) 諸雑費(％) ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ(時間) 

一般養生 

無筋 0.33 17 - 

鉄筋 0.18 33 - 

橋梁床版 0.18 33 - 

特殊養生(練炭養生) 

無筋 0.98 25 - 

鉄筋 0.60 25 - 

橋梁床版 0.60 25 - 

特殊養生(ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ) 

無筋 0.82 13 33.33 

鉄筋 0.48 28 31.11 

橋梁床版 0.48 28 31.11 

選定条件 

・構造物の区分の判定は参考２により行う。 

・橋梁床版のときは、鉄筋を適用する。 

 

ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 4 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

能力算定式 

１． １日当たりの作業量(QD)は下記による。 

       設計日打設量  10m3 以上 300m3未満   73m3／日 

           〃   300m3 以上 600m3未満  360m3／日 

 

参考 

1．構造物の内容 

構造物区分 構　　造　　物　　の　　内　　容

無筋構造物
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物
で半重力式擁壁、均しコンクリート等。

鉄筋構造物
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリー
ト、突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚の鉄筋量の多い構造物等。

橋梁床版 橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等。
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2． 配管打設の最大圧送距離は、コンクリートポンプにかかる最大圧送負荷（Ｐmax）＝（水平管１ｍ当たりの管内 

圧力損失）×（水平換算距離）を求める。 

（１） 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失は、コンクリートの品質、吐出量、管径によって定まる。なお、図に示される値

は、粗骨材の最大寸法が 20～30㎜の場合の値であり、粗骨材の最大寸法が４０㎜の場合には、この図に対し１０％の

割増を行うものとする。 

 

図 水平管１ｍ当たりの管内圧力損失標準値（Ｇmax 20～25mmの場合） 
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125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

125A(5B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 12cm 

100A(4B)管ｽﾗﾝﾌﾟ 8cm 

 

（２） 水平管以外の管の水平換算距離は、下表の値をもとに求める。 

   表 異形管の水平換算長さ 

項　　　　目 単　位 呼び寸法 水平換算長(ｍ)

上向き垂直管 １ｍ当たり １００Ａ,１２５Ａ 　　３,４　

テーパ管 １本当たり（標準１ｍ）
１５０Ａ→１２５Ａ
１２５Ａ→１００Ａ

３

ベント管 １本当たり ９０°（Ｒ＝１ｍ） ６

フレキシブルホース                   ５～８ｍもの１本 ２０  

 

（３） 圧送可能範囲は、Ｐmax がコンクリートポンプの最大理論吐出圧力 80％以下の場合とする。 

   （注１）配管打設は圧送管延長が 30ｍ以下の歩掛であるから 30ｍ以上の配管打設を行うときは、30ｍを超える部分の

圧送管の組立、撤去労務費を別途計上する。 

   （注２）圧送管の固定足場（受枠）費用は必要に応じ、別途計上する。 
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適 用 範 囲 市場単価方式による鉄筋工（鉄筋加工組立）に材料（鉄筋）を加えた単価であり、河川、海岸、

道路、水路、ｺﾝｸﾘｰﾄ橋梁、鋼橋用及びコンクリート橋（PCコンポ橋、PC合成桁橋）用床版（ＰＣ床

版は除く）等の鉄筋構造物の加工・組立及び差筋（削孔等を行うあと施工アンカーは除く）、場所

打杭の鉄筋かごの加工・組立に適用する。 

規 格  

摘 要 １．構造物区分 

 （１）一般構造物 

    構造物における鉄筋加工・組立作業。 

 （２）場所打杭用かご筋 

    場所打杭用鉄筋かごの加工・組立作業。 

２．単価構成は、機・労・材から構成されている。 

３．適用範囲は、荷卸し・小運搬・加工・小運搬・組立である。 

４．単価は、結束線、ｽﾍﾟｰｻなどの副資材を含む。 また、25t吊以下のﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ及びﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝを 

  必要とする場合の賃料を含む。 

５．鉄筋加工のみ、もしくは、鉄筋組立のみは適用できない。 

６．鉄筋工の継手は、重ね継手を標準とし、機械継手の場合は別途機械継手の材料費・設置手間を 

  計上する。 また、ガス圧接の場合は市場単価鉄筋工（ガス圧接）による。 

７．フック鉄筋以外の定着工法用の鉄筋加工費、鉄筋のねじ切り加工費は別途計上する。 

８．場所打杭用かご筋にフレアー溶接を行なう場合も適用できる。 

９．架台を必要とする場合は、架台の製作・組立費用を別途計上する。 

10．組立鋼材(形鋼)を必要とする場合は、組立鋼材(形鋼)の材料費・設置手間(ｸﾚｰﾝ等による組立 

  鋼材(形鋼)設置、組立鋼材(形鋼)とﾗｲﾅｰﾌﾟﾚｰﾄ等との接合費用等)を別途計上する。 

11．ｸﾚｰﾝ使用を標準とする。 

12. 作業区分における｢場所打杭用かご筋｣は、かご筋をあらかじめ掘削孔内以外において組立てる 

  場合に適用し、掘削孔内でかご状に組立てる場合については｢一般作業｣を適用する。 

13．適用できない工種 

 （１）ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積（張）の連結ﾌﾞﾛｯｸ等の連結用鉄筋工 

 （２）擁壁工（井桁ﾌﾞﾛｯｸ工）の連結用鉄筋 

 （３）ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工 

 （４）道路維持修繕の橋梁地覆補修工 

 （５）ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ桁製作 

 （６）ＰＣ橋架設工 

 （７）ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋 

 （８）ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所打箱桁橋 

 （９）伸縮装置工 

 （10）ダム本体工事における鉄筋工 

 （11）ｺﾝｸﾘｰﾄ山止め壁工の場所打連続壁工 

 （12）無溶接工法にて加工・組立を行う場所打杭の鉄筋かご 

 （13）25t吊以下のトラッククレーン及びラフテレーンクレーン以外のクレーンを使用する場合。 

 （14）その他（特に加工・組立が困難な構造物） 

補助文内容 規格区分,径区分,作業区分,施工規模 

 

施工単価構成内訳 1ton当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 鉄筋  表 1 1000*1.03 kg   

(2) 鉄筋工  表 2 表 2*表 3*表 4*表 5 ton   

(3) 合計      Σ(1)～(2) 

(4) 単価   1.0 ton  (3)/1.0 

(5) １日当たり作業量    ton  QD 

 

選定項目表 

規格区分・径区分の選択 表 1 

規格区分 径区分 コード 

SD295A 
D10  

D13  
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SD295A 

D16  

D19  

D22  

D25  

SD345 

D10  

D13  

D16  

D19  

D22  

D25  

D29  

D32  

D35  

D38  

D41  

D51  

 

作業区分の選択 表 2 

作業区分 ｺｰﾄﾞ 作業補正 

一般作業  1.00 

場所打杭用かご筋  1.00 

ﾄﾝﾈﾙ内作業  1.10 

法面作業  1.15 

 

施工規模及び時間制約補正の選択 表 3 

作業区分 施工規模 時間的制約 施工規模補正 時間制約補正 

一般作業 
10t以上 

受ける 1.00 1.10 

受けない 1.00 1.00 

10t未満 － 1.15 1.00 

場所打杭用かご筋 
10t以上 

受ける 1.00 1.10 

受けない 1.00 1.00 

10t未満 － 1.15 1.00 

ﾄﾝﾈﾙ内作業 
10t以上 － 1.00 1.00 

10t未満 － 1.15 1.00 

法面作業 
10t以上 

受ける 1.00 1.10 

受けない 1.00 1.00 

10t未満 － 1.15 1.00 

施工規模補正と時間的制約補正が重複する場合は施工規模補正のみを適用する。 

 

夜間作業補正の選択 表 4 

作業区分 夜間作業 夜間作業補正 

一般作業 
有り 1.25 

無し 1.00 

場所打杭用かご筋 
有り 1.25 

無し 1.00 

ﾄﾝﾈﾙ内作業 － 1.00 

法面作業 
有り 1.25 

無し 1.00 

トンネル内作業においては夜間作業補正は適用しない。 
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構造区分・作業別補正の選択 表 5 

作業区分 構造物区分 太径鉄筋量 構造物補正 鉄筋量補正 施工数量(t) 

一般作業 

一般構造物 

（切梁無し） 

10%未満 1.00 1.00 3.5 

10%～20%未満 1.00 0.90 5.0 

20%～40%未満 1.00 0.80 5.0 

40%以上 1.00 0.70 5.0 

一般構造物 

（切梁有り） 

10%未満 1.00 1.00 3.0 

10%～20%未満 1.00 0.90 4.0 

20%～40%未満 1.00 0.80 4.0 

40%以上 1.00 0.70 4.0 

地下構造物 

10%未満 1.10 1.00 3.0 

10%～20%未満 1.10 0.90 4.0 

20%～40%未満 1.10 0.80 4.0 

40%以上 1.10 0.70 4.0 

橋梁用床版 

10%未満 0.85 1.00 4.0 

10%～20%未満 1.00 0.90 4.0 

20%～40%未満 1.00 0.80 4.0 

40%以上 1.00 0.70 4.0 

ＲＣ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋 

10%未満 1.15 1.00 2.5 

10%～20%未満 1.00 0.90 2.5 

20%～40%未満 1.00 0.80 2.5 

40%以上 1.00 0.70 2.5 

差筋及び杭頭処理 

10%未満 0.95 1.00 3.5 

10%～20%未満 0.95 0.90 3.5 

20%～40%未満 0.95 0.80 3.5 

40%以上 0.95 0.70 3.5 

場所打杭用かご筋 - 

10%未満 1.00 1.00 6.5 

10%～20%未満 1.00 0.90 9.0 

20%～40%未満 1.00 0.80 9.0 

40%以上 1.00 0.70 9.0 

ﾄﾝﾈﾙ内作業 - 

10%未満 1.00 1.00 3.5 

10%～20%未満 1.00 0.90 3.5 

20%～40%未満 1.00 0.80 3.5 

40%以上 1.00 0.70 3.5 

法面作業 - 

10%未満 1.00 1.00 3.5 

10%～20%未満 1.00 0.90 3.5 

20%～40%未満 1.00 0.80 3.5 

40%以上 1.00 0.70 3.5 

 

参  考 

１．施工範囲 

  この施工単価で対応しているのは、以下のフロー図の部分である。 

      

荷卸し

↓

小運搬

↓

加　工

↓

小運搬

↓

組　立  
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２．加算率・補正係数の適用基準

　１）補正係数１（必要条件を選択）

適用基準 記号 備考

標準 Ｓ０

１工事施工規模が標準より小さい場合は、対象となる規格･
仕様の単価を率で加算する。
複数の規格・仕様区分を含む工事の施工規模の判定は、1工
事における全規格・仕様の全体数量で判定する。

Ｓ１

時間的制約を受ける場合
通常勤務すべき１日の作業時間(所定労働時間)を７時間以
下４時間以上に制限する場合は、対象となる規格・仕様の
単価を係数で補正する。

Ｋ１

夜間作業
通常勤務すべき時間(所定労働時間)帯を変更して作業が夜
間(２０時～６時)にかかる場合は、対象となる規格・仕様
の単価を係数で補正する。

Ｋ２

トンネル内作業 トンネル内の鉄筋組立作業を伴う場合 Ｋ３

法面作業 勾配が１：１．５より急勾配の場合 Ｋ４

１単位当たり構造物のうち、太径鉄筋の割合が１０％以上
２０％未満の場合は、対象となる規格・仕様の単価を係数
で補正する。

Ｋ５

１単位当たり構造物のうち、太径鉄筋の割合が２０％以上
４０％未満の場合は、対象となる規格・仕様の単価を係数
で補正する。

Ｋ６

１単位当たり構造物のうち、太径鉄筋の割合が４０％以上
の場合は、対象となる規格・仕様の単価を係数で補正す
る。

Ｋ７

注１．全体数量は一工事の合計数量とする。

　２．太径鉄筋(D38以上D51以下)の割合が10％以上の場合は係数で補正する。ただし、太径鉄筋の

　　　割合が10％未満の場合は係数の補正を行わない。

　３．太径鉄筋の補正係数は、１単位構造物の単価を係数で補正する。

　４．太径鉄筋の割合は以下の方法で計算する。

規格・仕様

対象構
造物別
数量

補正係数１

加算率 施工規模

太径鉄筋

対象数量

全体数量

 

              
設計全体質量１単位当たり構造物の

　の設計太径鉄筋質量　　１単位当たり構造物
太径鉄筋＝  

２）補正係数２（１項目を選択）

適用基準 記号 備考

切梁のある構造物
切梁のある構造物、立坑及び深礎工の場合、単価を係数で
補正する。

Ｔ１ 対象数量

地下構造物
地表面下、覆工板等に覆われて施工する構造物の場合、単
価を係数で補正する。

Ｔ２ 対象数量

橋梁用床版
鋼橋用及びコンクリート橋（PCコンポ橋、PC合成桁橋）用
床版（PC床版は除く）の場合、単価を係数で補正する。

Ｔ３ 対象数量

ＲＣ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋ＲＣ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋の場合、単価を係数で補正する。 Ｔ４ 対象数量

差筋及び杭頭処理 差筋もしくは杭頭処理の場合、単価を係数で補正する。 Ｔ５ 対象数量

補正係数2

規格・仕様
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３．加算率・補正係数の数値

記号

Ｓ０ １０ｔ以上　　０％

Ｓ１ １０ｔ未満　　15％

時間的制約を受ける場合 Ｋ１

夜間作業 Ｋ２

トンネル内作業 Ｋ３

法面作業 Ｋ４

Ｋ５

太径鉄筋 Ｋ６

Ｋ７

1.25

1.10

一般構造物
場所打杭用かご筋

1.10

補正係数１

加算率 施工規模

区　　分

1.15

0.90

0.80

0.70  

（注）１．施工規模加算率（Ｓ０）または、（Ｓ１）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ１） 

が重複する場合は、施工規模の加算率（Ｓ０～Ｓ１）のみを対象とする。 

２．トンネル内作業は、時間的制約を受ける場合の補正（Ｋ１）、夜間作業の補正（Ｋ２）を行わない。 

３．場所打杭用かご筋の場合、Ｋ３、Ｋ４は適用しない。 

記号

切梁のある構造物 Ｔ１

地下構造物 Ｔ２

橋梁用床版 Ｔ３

ＲＣ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋 Ｔ４

差筋及び杭頭処理 Ｔ５ 0.95

一般構造物区　　分

1.15

1.00

1.10

0.85補正係数２

 

（注）１．項目の選択は、４．補正係数２の適用フローによる。 

２．Ｋ３及びＫ４を適用する場合、補正係数２は適用しない。 

３．Ｋ５～Ｋ７を適用する場合は、Ｔ３、Ｔ４を適用しない。 

 

４．補正係数２の適用フロー 

 

補正なし 

切梁がある。 

差筋もしくは杭頭処理である。 

・H1＜2H2である 

・H1 が存在しない 

RC 場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞである 

橋梁用床版である。 

覆工版を外さず施工する。 

START 

NO 

NO 

NO 

NO 

YES 

一般構造物である。 場所打杭用かご筋である。 

T4(RC 場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋) 

T3(橋梁用床版) 

T1(切梁ある構造物) 

NO 

YES 

YES 

YES 

T5(差筋及び杭頭処理) 

T2(地下構造物) 

YES 

YES 

規格・仕様 

補正係数 2 
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５．参考図 
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適 用 範 囲 簡易ゲート（鋳鉄製、鋼製）の規格200～1000型の据付に適用する。 

規 格 鋳鉄製丸型ゲート（FC） 200～1000型 

鋳鉄製角型ゲート（FC） 300～1000型 

鋼製ゲート（SS41）   200～1000型 

摘 要 簡易ゲート設置の際の労務費、材料費を含む。 

補助文内容 種別,ゲート規格 

 

施工単価構成内訳 1 基当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 鋳鉄製丸型ゲート  表 1･1 1.0 基   

(1) 鋳鉄製角型ゲート  表 1･2 1.0 基   

(1) 鋼製ゲート  表 1･3 1.0 基   

(2) 溶接工   表 1･1～表 1･3 人   

(3) 普通作業員   表 1･1～表 1･3 人   

(4) 合計      Σ(1)～(3) 

(5) 単価   1.0 基  (4)/1.0 

 

選定項目表 

 

種別の選択 表 1 

種別 

鋳鉄製丸型 

鋳鉄製角型 

鋼製 

 

規格の選択（鋳鉄製丸型ゲート） 表 1･1 

ゲート規格 コード 溶接工（人） 普通作業員（人） 

２００型  0.16 0.04 

２５０型  0.17 0.04 

３００型  0.22 0.05 

３５０型  0.26 0.07 

４００型  0.29 0.07 

４５０型  0.40 0.10 

５００型  0.45 0.11 

６００型  0.63 0.16 

７００型  0.79 0.20 

８００型  0.97 0.24 

９００型  1.52 0.38 

１０００型  1.66 0.42 

 

規格の選択（鋳鉄製角型ゲート） 表 1･2 

ゲート規格 コード 溶接工（人） 普通作業員（人） 

３００型  0.25 0.06 

３５０型  0.30 0.07 

４００型  0.42 0.10 

４５０型  0.50 0.13 

５００型  0.52 0.13 

６００型  0.78 0.20 

７００型  0.96 0.24 

８００型  1.34 0.33 

９００型  1.54 0.39 

１０００型  1.71 0.43 
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規格の選択（鋼製ゲート） 表 1･3 

ゲート規格 コード 溶接工（人） 普通作業員（人） 

２００型  0.14 0.03 

２５０型  0.15 0.04 

３００型  0.17 0.04 

３５０型  0.20 0.05 

４００型  0.21 0.05 

４５０型  0.37 0.09 

５００型  0.40 0.10 

６００型  0.46 0.11 

７００型  0.60 0.15 

８００型  0.70 0.18 

９００型  0.78 0.20 

１０００型  0.85 0.21 
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適 用 範 囲 鉄筋コンクリート製品類を人力、又は機械で据付ける場合に適用する。 

規 格 使用機械  バックホウ（ｸﾚｰﾝ機能付）排対型（1次）ｸﾛｰﾗ型山積0.45m3（平積0.35m3）2.9t吊 

      バックホウ（ｸﾚｰﾝ機能付）排対型（2次）ｸﾛｰﾗ型山積0.80m3（平積0.60m3）2.9t吊 

      ラフテレーンクレーン  排対型（2次）油圧伸縮ジブ型25t吊 

摘 要 １．歩掛りは、据付に伴う材料の移動手間を含む。 

２．ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)山積0.45m3(平積0.35m3)は損料とする。 

３．ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)山積0.80m3(平積0.60m3)及びﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝは賃料とする。 

４．ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)は、「ｸﾚｰﾝ等安全規則」,「移動式ｸﾚｰﾝ構造規格」に準拠した機械である。 

補助文内容 製品重量（kg/個） 

 

施工単価構成内訳 10 個当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 世話役   表 1 人   

(2) 特殊作業員   表 1 人   

(3) 普通作業員   表 1 人   

(4) ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 表 2 表 2 表 1 時間  製品重量が 800kg以下/個の時 

(4) ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 表 2 表 2 表 1 供用日  製品重量が 800kg超え/個の時 

(4) ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 表 2 表 2 表 1 日  製品重量が 2,200kg 超え/個の時 

(5) 運転手（特殊）   表 1 人  据付機械がﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)の時 

(6) 軽油 ﾊﾟﾄﾛｰﾙ給油  表 2 Ｌ         〃 

(7) 合計      Σ(1)～(6) 

(8) 単価   1.0 個  (7)/@SAN 

 

選定項目表 

製品重量、据付方法の選択（１０個当たり） 表 1 

製品重量（kg/個） 据付方法 世話役 

(人) 

特殊作業員 

(人) 

普通作業員 

(人) 

機械運転 

時間 

運転手(特殊) 

(人) 

50kgを超え 80kg 以下 人力 0.10 0.10 0.20 - - 

80kgを超え 400kg以下 機械 0.20 0.10 0.10 2.60 0.42 

400kg を超え 800kg以下 機械 0.40 0.10 0.60 3.60 0.58 

800kg を超え 1100kg 以下 機械 0.38 0.38 0.96 0.52 0.38 

1100kgを超え 1500kg以下 機械 0.42 0.42 1.04 0.56 0.42 

1500kgを超え 1900kg以下 機械 0.45 0.45 1.14 0.61 0.45 

1900kgを超え 2200kg以下 機械 0.48 0.48 1.43 0.64 0.48 

2200kgを超え 2500kg以下 機械 0.71 0.71 2.14 0.71 - 

2500kgを超え 3500kg以下 機械 0.77 0.77 2.69 0.77 - 

3500kgを超え 5500kg以下 機械 0.77 0.77 3.08 0.77 - 

5500kgを超え 7000kg以下 機械 0.83 0.83 3.75 0.83 - 

7000kgを超え 11000kg以下 機械 2.20 1.40 4.80 1.20 - 

 

据付機械の選択 表 2 

製品重量（kg/個） 据付機械 規格 ｺｰﾄﾞ 燃料消費量（L/10個） 

80kgを超え 400kg以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.45(平 0.35)2.9t  29 

400kg を超え 800kg以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.45(平 0.35)2.9t  40 

800kg を超え 1100kg 以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.80(平 0.60)2.9t  47 

1100kgを超え 1500kg以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.80(平 0.60)2.9t  50 

1500kgを超え 1900kg以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.80(平 0.60)2.9t  55 

1900kgを超え 2200kg以下 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.80(平 0.60)2.9t  58 

2200kgを超え 2500kg以下 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t  - 

2500kgを超え 3500kg以下 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t  - 

3500kgを超え 5500kg以下 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t  - 

5500kgを超え 7000kg以下 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t  - 

7000kgを超え 11000kg以下 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t  - 
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長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 3 

据付方法 長期割引単価区分(賃料機械) コード 

機械 
あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 ・長期割引単価区分は賃料機械であるﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積0.80m3(平積0.60m3)2.9t吊、ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ25t吊 

にのみ掛かる。 

 

 

参   考 

 

運転手（特殊）の算出 

① バックホウ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.45m3(平積 0.35m3)2.9ｔ吊 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.45m3(平積 0.35m3)2.9t吊の運転手（特殊）の労務歩掛は、次により算定する。 

 運転１時間当たり運転手歩掛（人／時間）＝１／T 

 （注）Tは４～７時間について適用するものとし、T が４時間未満の場合は４を、７時間を越える場合は７を 

使用する。 

 

時間単位の機械 

 [例] 

T  =（年間標準運転時間(3欄)）／（年間標準運転日数(4欄)） 

T = 690÷110  

=  6.272            改め 6.30 

YX4 =  1 ／ T 

=  1÷6.30  

=  0.158            改め 0.16 

運転手（特殊）= 表 1×YX4 

=  2.6 × 0.16  

=  0.416   改め 0.42 

 

② バックホウ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.80m3(平積 0.60m3)2.9ｔ吊 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.80m3(平積 0.60m3)2.9t吊の運転手（特殊）の労務歩掛は、次により算定する。 

 

日単位の機械 

[例] 

運転手（特殊）= 1÷1日当たり施工量×10 

       = 1÷26(個)×10 

       = 0.384  改め 0.38 

                                        参考 １ 

製品質量(kg/個) 標準施工量 N(個/日) 運転手（特殊）(人/10個) 

800を超え 1,100 以下 26 0.38 

1,100 を超え 1,500以下 24 0.42 

1,500 を超え 1,900以下 22 0.45 

1,900 を超え 2,200以下 21 0.48 

   

 

燃料消費量の算出 

・ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)山 0.45(平 0.35)2.9t  11L×［表 1：機械運転時間(hr)］ 

・ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)山 0.80(平 0.60)2.9t 121L×［参考 1：標準施工量 N(個/日)］×10 
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適 用 範 囲 荒盛土されている土羽を法切バケットにより畦畔整形（機械）する場合に適用する。 

規 格 使用機械  ﾊﾞｯｸﾎｳ 排対型（２次） ｸﾛｰﾗ型 山積0.80m3（平積0.60m3）（法面ﾊﾞｹｯﾄ付き） 

摘 要 法長は２ｍまでを適用範囲とし、天端整形も含むものとする。 

補助文内容  

 

施工単価構成内訳 100ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 世話役   0.2/100*表 1 人   

(2) 普通作業員   0.6/100*表 1 人   

(3) バックホウ 
山積 0.80m3 

(平積 0.60m3) 
 2.6/100*表 1 時間  

 

(4) 軽油   2.6*18.0/100*表 1 Ｌ   

(5) 運転手（特殊）   2.6*0.17/100*表 1 人   

(6) 合計      Σ(1)～(5) 

(7) 単価   1.0 ｍ  (6)/100.0 

(8) １日当たり作業量   QD ｍ   

 

選定項目表 

 

100m当たり整形面積の入力 表 1 

整形面積Ａ（m2） 100 

法面区分は盛土法面、施工区分は削り取り整形、土質区分は砂・砂質土・粘性土・礫質土 

 

 
（参 考） 

１．バックホウ１日当たりの運転時間 （Ｔ）＝（３）欄／（４）欄 

   ２．関連施工単価 

      S01073 整形工（機械法面整形） 

   ３．１００ｍ当たり整形面積 

      Ａ＝（Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３）×１００ 

   ４．Ｌ１，Ｌ２は２．０ｍまでとする。 

   ５．天端整形を含む。 
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適 用 範 囲  パイプラインの基礎（管頂部まで）で、バックホウにより材料を投入し、人力によりまき出し、 

締固めを行う一連の作業に適用する。 

規 格 使用機械  ﾊﾞｯｸﾎｳ 排対型(2次) ｸﾛｰﾗ型 山積0.80m3(平積0.60m3) 山積0.45m3(平積0.35m3) 

                    山積0.28m3(平積0.20m3) 

      振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ前進型 90kg級、ﾀﾝﾊﾟ 60～80kg級、振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 0.8～1.1t級 

摘 要 １．基礎材の締固め機械は、振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ・ﾀﾝﾊﾟ・振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式のうち、作業幅等により 

  適したものを選定する。 

   なお、歩掛には突き棒等による管側部等の突固め作業を含む。 

２．諸雑費とは、振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ又はﾀﾝﾊﾟの機械損料、燃料･油脂費である。 

３．現場流用土を使用する場合、基礎材数量は土工流用で別途考慮する。 

４．バックホウは、賃料とする。 

補助文内容 基礎区分,材料区分,締固め区分,締固め機械 

 

施工単価構成内訳 10m3当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 基礎材  表 1 表 3 m3   

(2) 世話役   表 3 人   

(3) 普通作業員   表 3 人   

(4) 特殊作業員   表 3 人  振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ又はﾀﾝﾊﾟの時 

(5) 諸雑費 12%  0.12  Σ(4) 〃 

(6) 振動ﾛ-ﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 0.8～1.1t  表 3 時間  振動ﾛ-ﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式の時 

(7) 軽油   表 3*NH Ｌ  〃 

(8) 特殊作業員   表 3*YX2 人  〃 

(9) ﾊﾞｯｸﾎｳ 表 2 表 2 表 2*1.58 日   

(10) 軽油   表 2*39 Ｌ  
ﾊﾞｯｸﾎｳ 山積 0.28m3 

(平積 0.20m3)の時 

(10) 軽油   表 2*58 Ｌ  
ﾊﾞｯｸﾎｳ 山積 0.45m3 

(平積 0.35m3)の時 

(10) 軽油   表 2*100 Ｌ  
ﾊﾞｯｸﾎｳ 山積 0.8m3 

(平積 0.6m3)の時 

(11) 運転手（特殊）   表 2*1.0 人   

(12) 合計      Σ(1)～(11) 

(13) 単価   1.0 m3  (12)/10.0 

(14) １日当たり作業量    m3  
QD 

(振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ又はﾀﾝﾊﾟの時) 

(15) １日当たり作業量    m3  
QD 

(振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式の時) 

 

選定項目表 

 

基礎区分及び材料区分の選択 表 1 

基礎区分 材料区分 コード 

砂・砂質土 

砂  

山砂  

現場流用土(砂系)  

砕石･礫質土･粘性土 

砂利 25mm  

砂利 40mm  

ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ C-30  

ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ C-40  

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-40  

粒度調整砕石 M-30  

粒度調整砕石 M-40  

再生粒度調整砕石 RM-40  

現場流用土(砕石・粘性土)  
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基礎材投入機械の選択（10m3 当たり） 表 2 

バックホウ規格 コード 運転時間(日) 

山積 0.28m3(平積 0.20m3)  0.19 

山積 0.45m3(平積 0.35m3)  0.09 

山積 0.80m3(平積 0.60m3)  0.05 

 

締固め機械及び締固め区分の選択（10m3 当たり） 表 3 

基礎区分 締固め機械 締固め区分 材料使用量

(m3) 

世話役 

(人) 

特殊作業員

(人) 

普通作業員

(人) 

運転時間

(hr) 

砂・砂質土 

振動コンパクタ 
区分Ⅰ 13.2 0.25 0.20 0.92 - 

区分Ⅱ 13.9 0.32 0.34 1.09 - 

タンパ 
区分Ⅰ 13.2 0.32 0.34 1.09 - 

区分Ⅱ 13.9 0.43 0.56 1.35 - 

振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 
区分Ⅰ 13.2 0.19 - 0.78 0.6 

区分Ⅱ 13.9 0.22 - 0.84 1.0 

砕石･礫質土･

粘性土 

振動コンパクタ 
区分Ⅰ 12.0 0.29 0.20 1.09 - 

区分Ⅱ 12.6 0.36 0.34 1.26 - 

タンパ 
区分Ⅰ 12.0 0.36 0.34 1.26 - 

区分Ⅱ 12.6 0.47 0.56 1.52 - 

振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 
区分Ⅰ 12.0 0.23 - 0.95 0.6 

区分Ⅱ 12.6 0.26 - 1.01 1.0 

選定条件 

 ・作業区分（作業幅）による締固め機械の適用は,次のとおりである。 

    作業幅 45㎝以上 ･････････････････ 振動コンパクタ又はタンパ 

     作業幅 45㎝未満 ･････････････････ タンパ 

    作業幅100㎝以上の管底部 ･････････ 振動ローラハンドガイド式 

  ・締固め区分は次のとおりとする。 

    区分Ⅰ ･･････････ 締固め度85%以上 

      （一層の仕上がり厚さ30㎝程度，締固め回数3回程度，ただし振動ローラは締固め回数2回程度） 

    区分Ⅱ ･･････････ 締固め度90%以上 

      （一層の仕上がり厚さ30㎝程度，締固め回数5回程度，ただし振動ローラは締固め回数3回程度） 

 

単価０円区分(基礎材)の選択 表 4 

単価０円区分(基礎材) コード 

あり 1 

なし 0 

 

長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 5 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

 

能力算定式 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ及びﾀﾝﾊﾟの場合  QD = 10m3 ／ 表 3（特殊作業員(人)）              ･･･（m3/日） 

振動ﾛｰﾗﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式の場合  QD = 10m3 ／ 表 3（運転時間(hr)）× 運転１日当たり運転時間(Ｔ)･･･（m3/日） 
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（参 考） 

１．材料使用量 

   10m3当たりの材料使用量は、次により算出する。 

   材料使用量 = 10m3 × （ 1 ＋ 材料割増率／100 ） 

   （注）小数点以下第２位四捨五入第１位止めとする。 

 

             

基礎区分 締固め区分 材料割増率(%) 材料使用量(m3)

Ⅰ 32 13.2

Ⅱ 39 13.9

Ⅰ 20 12.0

Ⅱ 26 12.6

砂・砂質土

砕石・礫質土・粘性土
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適 用 範 囲 連結ブロックの設置で、法勾配１割以上、ブロック質量770kg/個以下に適用する。 

規 格 使用機械  ラフテレーンクレーン 排対型（２次） 油圧伸縮ジブ型25t吊 

摘 要 １．材料の小運搬を含む。 

２．連結鉄筋の加工・組立・溶接歩掛及び材料費を含む。 

３．法面整形及び基礎・天端コンクリート打設の必要があれば、別途計上する。 

４．諸雑費は溶接機の費用である。 

５．ラフテレーンクレーンは賃料とする。なお、現場条件等により25t吊で施工が不可能な場合 

  は、別途考慮すること。 

補助文内容  

 

施工単価構成内訳 10 ㎡当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 連結ブロック   表 4/1000 ton   

(2) 普通丸鋼 SR235 径 9  表 5/1000 ton   

(3) 吸出防止マット 表 2･1 表 2･1 10×1.12 ㎡  吸出防止材全面設置の時 

(4) 世話役   表 3 人   

(5) ブロック工   表 3 人   

(6) 特殊作業員   表 3 人   

(7) 普通作業員   表 3 人   

(8) 諸雑費   表 3  Σ(4)～(7)  

(9) 普通作業員   表 3 人  吸出防止材全面設置の時 

(10) ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 
油圧伸縮ジブ型

25t吊 
 表 3 日  

 

(11) 合計      Σ(1)～(10) 

(12) 単価   1.0 ㎡  (11)/10.0 

(13) １日当たり作業量   表 3 ㎡  QD 

 

選定項目表 

 

ブロック重量の選択 表 1 

ブロック重量 

150kg/個未満 

150kg/個以上 

 

吸出防止材施工区分の選択 表 2 

吸出防止材施工区分 

全面設置する 

全面設置しない 

 

ブロック重量、吸出防止材施工区分の選択（10m2当たり） 表 3 

ブロック重量 吸出防止材 

施工区分 

世話役

(人) 

ﾌﾞﾛｯｸ工 

(人) 

特 殊 

作業員 

(人) 

普 通 

作業員 

(人) 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝ 

ｸﾚｰﾝ 

(日) 

普 通 

作業員 

(人) 

（防止材

設置） 

諸雑費 日当り 

作業量 

(m2/日) 

150kg/個未満 全面設置する 0.1 0.2 0.1 0.6 0.2 0.06 0.01 49.0 

 全面設置しない 0.1 0.2 0.1 0.6 0.2 - 0.01 49.0 

150kg/個以上 全面設置する 0.1 0.2 0.2 0.4 0.2 0.06 0.02 81.0 

 全面設置しない 0.1 0.2 0.2 0.4 0.2 - 0.02 81.0 

 

10m2当たりﾌﾞﾛｯｸ重量(kg) 表 4 

ブロック重量/10m2(kg) 2100 

条件範囲は175kg～5000kgとする。 
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10m2当たり鉄筋重量(kg) 表 5 

鉄筋量/10m2(kg) 10 

条件範囲は0kg～100kgとする。 

 

吸出防止マット規格区分 表 2･1 

吸出防止マット規格区分 コード 

サンドフ CF100t3  

サンドフ CF130t4  

コーケンシート t1  

ステラシート t10  

 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 6 

長期割引単価区分（賃料機械） コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

 

能力算定式 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

 QD＝表 3（日当り作業量）  (m2/日) 
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適 用 範 囲 施工幅が、1.4ｍ以上の機械によるアスファルト舗装工に適用する。 

規 格 使用機械  アスファルトフィニッシャ 排対型（２次）（ホイール型）1.4～3.0m 

      アスファルトフィニッシャ 排対型（２次）（ホイール型）2.4～6.0m 

      アスファルトフィニッシャ（クローラ型）1.4～3.0m 

      アスファルトフィニッシャ（クローラ型）2.4～4.5m 

      ロードローラ 排対型（１次）（マカダム）10～12t 

      タイヤローラ 排対型（１次）8～20t 

      振動ローラ 排対型（１次）（コンバインド型）3～4t 

摘 要 １．雑品は、瀝青材の散布（材料費を除く）、飛散防護、舗設用器具、補助機械及び型枠材料、 

  加熱燃料等の費用である。 

２．すりつけに使用する混合物は、補正係数に含まないので実状に応じて別途計上する。 

３．基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は、タックコート（ゴム入り） 

  を使用する。 

４．瀝青材料数量には、材料ロス分を含む。 

補助文内容 舗設材の種別,規格,施工場所,施工幅(b),締固め機械の選択 

 

施工単価構成内訳 1 日(1 層)(A ㎡)当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) アスファルト混合物  表 1 
表 4*表 3/100*表

2*(1+表 4) 
ton  

 

(2) 世話役   表 4 人   

(3) 特殊作業員   表 4 人   

(4) 普通作業員   表 4 人   

(5) ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 表 5 表 5 1.0*表 5 供用日   

(6) 軽油   表 5 Ｌ   

(7) 運転手（特殊）   1.0 人   

(8) ロードローラ 
マカダム 

10～12t 
表 6 1.0*1.63 供用日  3.0＜bの場合 

(9) 軽油   35 Ｌ     〃 

(10) 運転手（特殊）   1.0 人     〃 

(11) タイヤローラ 8～20t 表 6 1.0*1.78 供用日     〃 

(12) 軽油   41 Ｌ     〃 

(13) 運転手（特殊）   1.0 人     〃 

(14) 振動ローラ 
(搭乗式ｺﾝﾊﾞｲﾝ

ﾄﾞ型)3～4t 
表 6 1.0*1.50 供用日  

車道及び路肩で  

3.0＜b 以外の場合 

(15) 軽油   15 Ｌ     〃 

(16) 運転手（特殊）   1.0 人     〃 

(17) 瀝青材 表 8 表 8 表 8*表 4/100 ton  瀝青材の散布有りの時 

(18) 雑品   表 8/100  Σ(2)～(16)  

(19) 砂散布 表 9  表 9/100  Σ(2)～(16) 砂散布有りの時 

(20) 合計      Σ(1)～(19) 

(21) 単価   1.0 ㎡  (20)/QD 

(22) １日当たり作業量    ㎡  QD 

 

選定項目表 

舗設材の種別、規格、施工場所の選択 表 1 

  施工場所 

  歩道 車道及び路肩 

舗設材の種別 規格 コード 設計密度(参考) 

ton/m3 

コード 設計密度(参考) 

ton/m3 

粗粒度アスファルト混合物 20  2.200  2.350 

密粒度アスファルト混合物 

20  2.200  2.350 

13  2.200  2.350 

20F  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 
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密粒度ギャップアスファルト混合物 
13  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 

細粒度アスファルト混合物 
13  2.150  2.300 

13F  2.150  2.300 

細粒度ギャップアスファルト混合物 13F  2.150  2.300 

瀝青安定処理 -  -  2.350 

再生粗粒度アスファルト混合物 20  2.200  2.350 

再生密粒度アスファルト混合物 

20  2.200  2.350 

13  2.200  2.350 

20F  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 

再生細粒度アスファルト混合物 13  2.150  2.300 

再生瀝青安定処理 -  -  2.350 

 

設計密度の入力 表 2 

設計密度(ton/m3) 2.35 

 

舗設材の仕上り（締固め後）厚さの入力 表 3 

舗設材の仕上り(締固め後)厚さ(cm) 0 

 

施工幅(b)の選択 表 4 

施工場所 施工幅(b) 
施工量 

(Am2／日) 

世話役 

(人／日) 

特殊作業員 

(人／日) 

普通作業員 

(人／日) 

補正係数 

(ｱｽﾌｧﾙﾄ) 

歩道 
1.4≦b≦3.0 940 1.0 3.0 5.0 0.10 

3.0＜b 1000 1.0 3.0 5.0 0.10 

車道及び路肩 
1.4≦b≦3.0 1300 1.0 3.0 5.0 0.07 

3.0＜b 2300 1.0 3.0 6.0 0.07 

 

アスファルトフィニッシャの諸条件 表 5 

施工場所 施工幅(b) 機種 規格 コード 燃料消費量(L/日) 機械損料数量 

歩道 
1.4≦b≦3.0 ｸﾛｰﾗ型 1.4～3.0m  21 1.75 

3.0＜b ｸﾛｰﾗ型 2.4～4.5m  35 1.75 

車道及び路肩 
1.4≦b≦3.0 ﾎｲｰﾙ型 1.4～3.0m  22 1.75 

3.0＜b ﾎｲｰﾙ型 2.4～6.0m  62 1.75 

 

ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ規格の選択 表 6 

施工場所 施工幅(b) 締固め機械の選択 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗｺｰﾄﾞ ﾀｲﾔﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 振動ﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 

歩道 
1.4≦b≦3.0 振動ﾛｰﾗ    

3.0＜b 振動ﾛｰﾗ    

車道及び路肩 
1.4≦b≦3.0 振動ﾛｰﾗ    

3.0＜b ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ＋ﾀｲﾔﾛｰﾗ    

 

振動ローラ長期割引単価区分（賃料機械）の選択 表 7 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 
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瀝青材散布の種別の選択 表 8 

施工場所 施工幅(b) 瀝青材散布の種別 材料 コード 瀝青材料数量(t/100m2) 雑品(%) 

歩道 

1.4≦b≦3.0 

プライムコート PK-3  0.126 12 

タックコート PK-4  0.043 12 

瀝青材の散布無し -  -  5 

3.0＜b 

プライムコート PK-3  0.126 11 

タックコート PK-4  0.043 11 

瀝青材の散布無し -  -  5 

車道及び路肩 

1.4≦b≦3.0 

プライムコート PK-3  0.126 18 

タックコート PK-4  0.043 18 

瀝青材の散布無し -  - 13 

3.0＜b 

プライムコート PK-3  0.126 19 

タックコート PK-4  0.043 19 

瀝青材の散布無し -  - 12 

 

砂散布の必要性の選択 表 9 

瀝青材散布の種別 砂散布の必要性 砂散布比率(%) 

プライムコート 
無し 0 

有り 10 

タックコート 
無し 0 

有り 9 

選定条件 

 １．瀝青材料の散布後やむを得ず交通を開放する場合等で、砂の散布を必要とする場合は、 

   「有り」を選択する。 

 

 

能力算定式 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

     QD＝１日当たり施工量（表４） （ｍ2/日） 
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適 用 範 囲 施工幅が、1.4ｍ未満の人力によるアスファルト舗装工に適用する。 

規 格 使用機械  振動ローラ（ハンドガイド式）0.5～0.6t 

      振動コンパクタ（前進型）40～60kg 

摘 要 １．雑品は、瀝青材の散布（材料費を除く）、飛散防護、舗設用器具、補助機械及び型枠材料、 

  加熱燃料等の費用である｡ 

２．すりつけに使用する混合物は、補正係数に含まないので実状に応じて別途計上する。 

３．基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は、タックコート（ゴム入り） 

  を使用する。 

４．瀝青材料数量には、材料ロス分を含む。 

補助文内容 舗設材の種別,規格,施工場所,１層仕上がり厚(t) 

 

施工単価構成内訳 1 日(1 層)(A ㎡)当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) アスファルト混合物  表 1 
表 4*表 3/100*

表 2*(1+表 4) 
ton  

 

(2) 世話役   表 4 人   

(3) 特殊作業員   表 4 人   

(4) 普通作業員   表 4 人   

(5) 振動ローラ 
(ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式) 

0.5～0.6t 
表 5 1.0*1.23 供用日  

 

(6) 軽油   2 Ｌ   

(7) 特殊作業員   1.0 人   

(8) 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ 
(前進型) 

40～60kg 
表 5 1.0*1.40 供用日  

 

(9) ガソリン   3 Ｌ   

(10) 特殊作業員   1.0 人   

(11) 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ 
(前進型) 

0～60kg 
表 5 1.0*1.40 供用日  車道及び路肩の場合 

(12) ガソリン   3 Ｌ      〃 

(13) 特殊作業員   1.0 人      〃 

(14) 瀝青材 表 6 表 6 表 6*表 4/100 ton  瀝青材の散布有りの時 

(15) 雑品   表 6/100  Σ(2)～(13)  

(16) 砂散布   0.03  Σ(2)～(13) 砂散布有りの時 

(17) 合計      Σ(1)～(16) 

(18) 単価   1.0 ㎡  (17)/QD 

(19) 1 日当たり作業量    ㎡  QD 

 

選定項目表 

舗設材の種別、規格、施工場所の選択 表 1 

  施工場所 

  歩道 車道及び路肩 

舗設材の種別 規格 コード 設計密度(参考) 

ton/m3 

コード 設計密度(参考) 

ton/m3 

粗粒度アスファルト混合物 20  2.200  2.350 

密粒度アスファルト混合物 

20  2.200  2.350 

13  2.200  2.350 

20F  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 

密粒度ギャップアスファルト混合物 
13  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 

細粒度アスファルト混合物 
13  2.150  2.300 

13F  2.150  2.300 

細粒度ギャップアスファルト混合物 13F  2.150  2.300 

瀝青安定処理 -  -  2.350 
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再生粗粒度アスファルト混合物 20  2.200  2.350 

再生密粒度アスファルト混合物 

20  2.200  2.350 

13  2.200  2.350 

20F  2.200  2.350 

13F  2.200  2.350 

再生細粒度アスファルト混合物 13  2.150  2.300 

再生瀝青安定処理 -  -  2.350 

 

設計密度の入力 表 2 

設計密度(ton/m3) 2.35 

 

舗設材の仕上り(締固め後)厚さの入力 表 3 

舗設材の仕上り(締固め後)厚さ(cm) 0 

 

1 層仕上がり厚(t)の選択 表 4 

施工場所 １層仕上がり厚

(t) 

施工量 

(Am2/日) 

世話役 

(人/日) 

特殊作業員 

(人/日) 

普通作業員 

(人/日) 

補正係数 

(ｱｽﾌｧﾙﾄ) 

歩道 
t≦5 250 1.0 2.0 4.0 0.10 

5＜t≦7（10） 230 1.0 3.0 4.0 0.10 

車道及び路肩 
t≦5 250 1.0 2.0 4.0 0.07 

5＜t≦7（10） 230 1.0 3.0 4.0 0.07 

１層当たり仕上り厚tの（ ）書きは、瀝青安定処理路盤に適用する。 

 

振動ローラ、振動コンパクタ規格の選択 表 5 

施工場所 １層仕上がり厚(t) 締固め機械組合せ区分 振動ﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀｺｰﾄﾞ 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀｺｰﾄﾞ 

歩道 
t≦5 振動ﾛｰﾗ＋振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ    

5＜t≦7（10） 振動ﾛｰﾗ＋振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ    

車道及び路肩 
t≦5 振動ﾛｰﾗ＋振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ２台    

5＜t≦7（10） 振動ﾛｰﾗ＋振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ２台    

１層当り仕上がり厚tの（ ）書きは、瀝青安定処理路盤に適用する。 

 

瀝青材散布の種別の選択 表 6 

施工場所 １層仕上がり厚(t) 瀝青材散布の種別 材料 コード 瀝青材料数量

(t/100m2) 

雑品 

(%) 

歩道 

t≦5 

プライムコート PK-3  0.126 19 

タックコート PK-4  0.043 19 

瀝青材の散布無し -  -  7 

5＜t≦7（10） 

プライムコート PK-3  0.126 16 

タックコート PK-4  0.043 16 

瀝青材の散布無し -  -  6 

車道及び路肩 

t≦5 

プライムコート PK-3  0.126 17 

タックコート PK-4  0.043 17 

瀝青材の散布無し -  -  6 

5＜t≦7（10） 

プライムコート PK-3  0.126 15 

タックコート PK-4  0.043 15 

瀝青材の散布無し -  -  6 

１層当り仕上り厚tの（ ）書きは、瀝青安定処理路盤に適用する。 
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砂散布の必要性の選択 表 7 

瀝青材散布の種別 砂散布の必要性 コード 

プライムコート 
無し 1 

有り 0 

タックコート 
無し 1 

有り 0 

選定条件 

 １．瀝青材料の散布後やむを得ず交通を開放する場合等で、砂の散布を必要とする場合は、「有り」を選択 

   する。 

 

能力算定式 

 

１．１日当たり作業量は次の算定式による。 

QD＝１日当たり施工量（表 4） （ｍ2／日） 

 

参考 

 

１．振動ローラの１日当たり運転時間(T)＝2.8時間 

振動コンパクタの１日当たり運転時間(T)＝3.1時間 
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適 用 範 囲 コンクリート境界杭設置に適用する。 

規 格  

摘 要 １．杭の設置に伴う簡易な測量、床掘、埋戻し及び材料の移動手間を含む。 

２．設置場所の土質が岩の場合には適用できない。 

３．ネームプレートが必要な場合は別途計上すること。 

４．根固め用コンクリートブロックは根固めするを選択した場合に計上される。 

補助文内容 杭規格,作業条件,施工区分 

 

施工単価構成内訳 10 本当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 用地境界杭 
12×12×100 

コンクリート製 
 10.0 本  

 

(2) 根固め用ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ   10.0 基  根固めするの時 

(3) 世話役   表 1 人   

(4) 普通作業員   表 1 人   

(5) 合計      Σ(1)～(4) 

(6) 単価   1.0 本  (5)/10.0 

(7) １日当たり作業量    本  QD 

 

選定項目表 

 

杭規格、杭長区分、作業条件及び施工区分の選択（人／10本当たり） 表 1 

   施工区分 

   根固めしない 根固めする 

杭規格 杭長区分 作業条件 世話役(人) 普通作業員(人) 世話役(人) 普通作業員(人) 

12×12 100cm 以上 

良好 0.10 0.57 0.10 0.67 

普通 0.13 0.71 0.13 0.81 

不良 0.22 1.21 0.22 1.31 

選定条件 

 ・作業条件は下記による。 

   良好：杭の設置間隔が10ｍ未満の場合。 

   不良：杭の設置場所が傾斜部でかつ地山が固い場合、又は設置間隔が50ｍ以上の場合。 

   普通：上記の条件以外の場合。 

 ・根固めは、コンクリート２次製品による設置とする。 

 

用地境界杭資材の選択 表 2 

用地境界杭資材 

計上する 

計上しない 

 

 

能力算定式 

 

１．１日当たり作業量（QD）は次の算定式による。 

    P ：基本給対象時間以内の作業時間 

    GR1：超勤割増対象作業時間 

    ΣＨ=P+GR1 

 QD＝
1

表1（普通作業員(人））
10

ΣＨ

8
× ×  （本/日） 
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適 用 範 囲 コルゲートフリュームＡ形の人力布設に適用する。 

規 格 規格  Ａ形350mm～500mm 

板厚  1.6mm 

摘 要 １．布設に伴う材料の移動手間を含む｡ 

２．接合を行わない場合には接合費は計上しない。 

３．接合費は，パッキングの材料費及び接合費である。 

４．表３でコルゲートフリューム資材を計上しないを選択した場合、接合費も計上されないので 

  接合費が必要な場合は別途計上すること。 

補助文内容 材料区分,接合区分 

 

施工単価構成内訳 10ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) コルゲートフリューム  表 1 10.0 ｍ   

(2) 接合費   表 2/100  Σ(1)  

(3) 世話役   表 1 人   

(4) 特殊作業員   表 1 人   

(5) 普通作業員   表 1 人   

(6) 合計      Σ(1)～(5) 

(7) 単価   1.0 ｍ  (6)/10.0 

(8) １日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

 

材料区分の選択 表 1 

 10ｍ当たり歩掛 

材料区分 コード 世話役（人） 特殊作業員（人） 普通作業員（人） 

Ａ形 350*350  0.29 0.42 1.24 

Ａ形 400*400  0.35 0.42 1.34 

Ａ形 450*450  0.41 0.41 1.44 

Ａ形 500*500  0.47 0.41 1.53 

 

接合区分の選択 接合費(%) 表 2 

 接合区分 

材料区分 パッキング無し パッキング使用 

Ａ形 350*350 0 8 

Ａ形 400*400 0 7 

Ａ形 450*450 0 7 

Ａ形 500*500 0 8 

 

コルゲートフリューム資材の選択 表 3 

コルゲートフリューム資材 

計上する 

計上しない 

 

 

能力算定式 

 

１．１日当たりの作業量（QD）は次の算定式による。 

   P ：基本給対象時間以内の作業時間 

   GR1：超勤割増対象作業時間 

   ΣＨ = P+GR1 

     
8

ΣH
×普通作業員歩掛(人)QD＝10m ÷  
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適 用 範 囲 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）の人力布設に適用する。 

規 格 管形・直管長・管種・管径 

   Ｂ形 2.00ｍ １種、２種 φ150mm 

摘 要 １．持上高が２ｍ以上の時は、別途考慮する。 

２．材料の移動手間を含む布設作業であり、床掘、基礎等（敷コンクリート、基礎砕石、巻き 

   コンクリート）、埋戻しは含まない。 

３．仮設に使用する場合も適用できる。 

４．諸雑費に含まれる内容は、目地ﾓﾙﾀﾙ、遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管損失分の費用、ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀﾌﾞﾚｰﾄﾞ 

  の損耗費、ﾚﾊﾞｰﾌﾞﾛｯｸ損料、ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀ運転経費等である。 

補助文内容 管径区分（mm）,管種区分 

 

施工単価構成内訳 10ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管（Ｂ形）  表 1 10/表 1 本   

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) 諸雑費 31%  0.31  Σ(2)～(4)  

(6) 合計      Σ(1)～(5) 

(7) 単価   1.0 本  (6)/10.0 

(8) １日当たり作業量    本  QD 

 

選定項目表 

 

管径区分及び管種区分の選択 表 1 

 管種区分 

 １種 ２種 

管径区分（mm） コード 管長(Ｌ)ｍ コード 管長(Ｌ)ｍ 

150  2  2 

 

布設歩掛（人/10ｍ）の選択 表 2 

管径区分（mm） 世話役（人） 特殊作業員（人） 普通作業員（人） 

150 0.3 0.3 0.7 

 

遠心力鉄筋コンクリート管資材の選択 表 3 

遠心力鉄筋コンクリート管資材 

計上する 

計上しない 

 

 

能力算定式 

 

１．１日当たり布設延長（Ｌ１）は次表を標準とする。 

管径（ｍｍ） １５０

１日当たり布設延長（Ｌ１）ｍ ３０  

 

２．１日当たり作業量は次の算定式による。 

P ：基本給対象時間以内の作業時間 

GR1：超勤割増対象作業時間 

ΣＨ = P + GR1 

QD = L1 × 
8

ΣＨ
 (ｍ/日)  
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適 用 範 囲 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形）の機械布設に適用する。 

規 格 使用機械  ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 排対型(1次) ｸﾛｰﾗ型 山積0.45m3(平積0.35m3) 2.9t吊 

      ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 排対型(2次) 油圧伸縮ジブ型 25t吊 

管形・直管長・管種・管径 

   Ｂ形 2.00ｍ、2.43ｍ 1種、2種 φ200～1350mm 

摘 要 １．ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)は｢ｸﾚｰﾝ等安全規則｣、｢移動式ｸﾚｰﾝ構造規格｣に準拠した機械である。 

２．材料の移動手間を含む布設作業であり、床掘、基礎等(敷ｺﾝｸﾘｰﾄ、基礎砕石、巻きｺﾝｸﾘｰﾄ)、 

  埋戻しは含まない。 

３．ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝは賃料とする。 

４．仮設に使用する場合も適用できる。 

５．諸雑費に含まれる内容は、目地ﾓﾙﾀﾙ、遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管損失分の費用、ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀﾌﾞﾚｰﾄﾞ 

    の損耗費、ﾚﾊﾞｰﾌﾞﾛｯｸ損料、ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀ運転経費等である。 

補助文内容 管径区分(mm),管種区分 

 

施工単価構成内訳 10ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管（Ｂ形）  表 1 10/L 本   

(2) 世話役   表 2 人   

(3) 特殊作業員   表 2 人   

(4) 普通作業員   表 2 人   

(5) ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 参考 1. 表 2 表 2 日  管径 1100mm以上の時 

(5) ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 参考 1. 表 2 表 2 時間      〃 

(6) 軽油   表 2*NH Ｌ      〃 

(7) 運転手（特殊）   表 2*YX4 人      〃 

(8) 諸雑費 31%  0.31  Σ(2)～(7)  

(9) 合計      Σ(1)～(8) 

(10) 単価   1.0 ｍ  (9)/10.0 

(11) 1 日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

 

管径区分及び管種区分の選択 表 1 

 管種区分 

 １種 ２種 

管径区分(mm) コード 管長(L)ｍ コード 管長(L)ｍ 

200  2.00  2.00 

250  2.00  2.00 

300  2.00  2.00 

350  2.00  2.00 

400  2.43  2.43 

450  2.43  2.43 

500  2.43  2.43 

600  2.43  2.43 

700  2.43  2.43 

800  2.43  2.43 

900  2.43  2.43 

1000  2.43  2.43 

1100  2.43  2.43 

1200  2.43  2.43 

1350  2.43  2.43 
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布設歩掛(人/10ｍ)と使用機械の選択 表 2 

管径区分(mm) 世話役(人) 特殊作業員(人) 普通作業員(人) 機械コード 機械運転数量 

200 0.2 0.1 0.4  2.4 

250 0.2 0.1 0.4  2.4 

300 0.2 0.1 0.4  2.4 

350 0.2 0.1 0.4  2.4 

400 0.4 0.2 0.7  3.1 

450 0.4 0.2 0.7  3.1 

500 0.4 0.2 0.7  3.1 

600 0.4 0.2 0.7  3.1 

700 0.6 0.2 1.0  3.8 

800 0.6 0.2 1.0  3.8 

900 0.6 0.2 1.0  3.8 

1000 0.6 0.2 1.0  3.8 

1100 0.7 0.3 1.4  0.5 

1200 0.7 0.3 1.4  0.5 

1350 0.7 0.3 1.4  0.5 

選択条件 

 機械運転数量の単位は以下の通りである。 

 ・管径 200～1000mmの場合：「時間」 

 ・管径1100～1350mmの場合：「 日 」 

 

遠心力鉄筋コンクリート管資材の選択 表 3 

遠心力鉄筋コンクリート管資材 

計上する 

計上しない 

 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 4 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

能力算定式 

１．１日当り布設延長（L1）は次表を標準とする。 

管径（mm） 200～350 400～600 700～1000 1100～1350

１日当り布設延長（L1）ｍ 50 25 17 14  

 

２．１日当り作業量は次の算定式による。 
QD＝L1 （ｍ/日） 

 
参考 

１．クレーンの各諸元 

コード 規　　　格

M02093
ﾊﾞｯｸﾎｳ

（ｸﾚｰﾝ機能付）
ｸﾛｰﾗ型

排出ｶﾞｽ対策型（第1次基準値）
山積0.45m3

（平積0.35m3）2.9t吊

F01086 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ
油圧伸縮ジブ型

排出ｶﾞｽ対策型（第2次基準値）
25t吊

名　　　　称
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適 用 範 囲  山砂を基盤材とし、クラッシャランC-40または、再生クラッシャランRC-40を舗設材とした、 

全幅4.0m以上の仮設道路に適用する。ただし、法面整形は含まない。 

規 格 使用機械  普通ブルドーザ 排対型(1次) 3t級 3～4t、15t級 13～16t、21t級 24～26t 

      タイヤローラ 排対型(1次) 8～20t級 

摘 要  

補助文内容 舗設材の種別,舗設幅(m),基盤造成機械 

 

施工単価構成内訳 100ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 基盤材料 山砂  表 3*1.26 m3   

(2) 舗設材料 表 2 表 2 表 4*1.20 m3   

(3) 世話役 舗設労務  0.11*表 5 人   

(4) 普通作業員 
基盤造成 

補助労務 
 0.20*表 3/100 人  

 

(5) 普通作業員 舗設労務  0.45*表 5 人   

(6) ブルドーザ 表 6 表 6 
表 3/表 6 施工量*表

6 機械損料数量 
供用日  

 

(7) 軽油   
表 3*表 6燃料消費量

/表 6 施工量 
Ｌ  

 

(8) 運転手（特殊）   1.0*表 3/表6施工量 人   

(9) タイヤローラ 8～20t級 表 6 表 3/1330*1.36 供用日  ﾀｲﾔﾛｰﾗによる締固めの時 

(10) 軽油   38*表 3/1330 Ｌ      〃 

(11) 運転手（特殊）   1.0*表 3/1330 人      〃 

(12) ブルドーザ 普通 3t級  表 5*1.1 時間   

(13) 軽油   NH*表 5*1.1 Ｌ   

(14) 運転手（特殊）   YX4*表 5*1.1 人   

(15) 合計      Σ(1)～(14) 

(16) 単価   1.0 ｍ  (15)/100.0 

(17) １日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

 

基盤材の選択 表 1 

基盤材 コード 基盤材割増率 

山砂  1.26 

選定条件 

  基盤材は、「土地改良工事標準積算基準（土木工事）「１．土工 ①共通事項 １．土質区分」」 

 によるものとし、「山砂は、砂」として設定している。 

  （例）山砂の基盤材割増率＝掘りゆるめた状態(L)/締固めた状態(C)＝1.20/0.95 

 

舗設材の種別の選択 表 2 

舗設材の種別 コ－ド 

ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40  

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ RC-40  

 

基盤材 100m当たり設計数量(m3/100m)の入力 表 3 

基盤材 100m当り設計数量(m3/100m) 0 

選定条件 

 基盤材100m当たり設計数量をm3単位で記入する。 

 

舗設材 100m当たり設計数量(m3/100m)の入力 表 4 

舗設材 100m当り設計数量(m3/100m) 0 

選定条件 

 舗設材100m当たり設計数量をm3単位で記入する。 
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舗設幅の入力 表 5 

舗設幅(m) 0 

選定条件 

 小数点以下第２位四捨五入第１位止まりで入力する。 

 

基盤造成機械、規格の選択 表 6 

基盤造成機械 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の規格 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｺｰﾄﾞ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の施工量 

(m3/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の運転時間 

(時間/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の燃料消費量 

(L/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の機械損料 

数量 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 

普通ﾌﾞﾙ 15t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
15t級  690 6.3 113 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
21t級  980 6.1 165 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 15t級  

敷均し＋締固め 
15t級  410 6.2 112 1.55 - 

普通ﾌﾞﾙ 21t級  

敷均し＋締固め 
21t級  600 6.7 181 1.55 - 

選定条件 

 １．敷均しブルドーザ規格：施工幅4.0m以上の工事全体の設計盛土量を対象に、10,000m3以上は21t級、 

              10,000m3未満は15t級とする。（道路工事であれば、路体・路床工で選定 

              する規格と同一規格となる。） 

 ２．締固め機種     ：タイヤローラ8～20tを標準とする。 

              なお、基盤材料がタイヤローラ締固めに適さない材料（砂等）を選択した 

              場合は、ブルドーザを適用する。 

 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 7 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

基盤材料の選択 表 8 

基盤材料 

計上する 

計上しない 

 

能力算定式 

  １日当たり作業量は、次の算定式による。 

・ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋締固めの時 

QD＝ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの１日当たり施工量（表 6）／基盤材 100m当り設計数量(表 3)×100m（ｍ／日） 

・ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋ﾀｲﾔﾛｰﾗ締固めの時 

QD＝ﾀｲﾔﾛｰﾗの１日当たり施工量（1330）／基盤材 100m当り設計数量(表 3)×100m （ｍ／日） 

 

参 考 

普通ブルドーザ 15t 級、21t級の 1日当たり運転時間(T)＝運転時間(表 6) 

タイヤローラの 1日当たり運転時間(T)＝5.3時間 

タイヤローラの１日当たり施工量＝1330m3/日 
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適 用 範 囲  山砂を基盤材とし、クラッシャランC-40または、再生クラッシャランRC-40を舗設材とした、 

全幅4.0m以上の仮設道路に適用する。ただし、法面整形は含まない。 

規 格 使用機械  普通ブルドーザ 排対型(1次) 3t級 3～4t、15t級 13～16t、21t級 24～26t 

      タイヤローラ 排対型(1次) 8～20t級 

摘 要  

補助文内容 舗設材の種別,舗設幅(m),基盤造成機械 

 

施工単価構成内訳 100ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 基盤材料 山砂  表 3*1.26 m3   

(2) 舗設材料 表 2 表 2 表 4*1.20 m3   

(3) 世話役 舗設労務  0.11*表 5 人   

(4) 普通作業員 
基盤造成 

補助労務 
 0.25*表 3/100 人  

 

(5) 普通作業員 舗設労務  0.45*表 5 人   

(6) ブルドーザ 表 6 表 6 
表 3/表 6 施工量*表

6 機械損料数量 
供用日   

(7) 軽油   
表 3*表6燃料消費量

/表 6 施工量 
Ｌ   

(8) 運転手（特殊）   1.0*表 3/表6施工量 人   

(9) タイヤローラ 8～20t級 表 6 表 3/752*1.36 供用日  ﾀｲﾔﾛｰﾗによる締固めの時 

(10) 軽油   38*表 3/752 Ｌ      〃 

(11) 運転手（特殊）   1.0*表 3/752 人      〃 

(12) ブルドーザ 普通 3t級  表 5*1.1 時間   

(13) 軽油   NH*表 5*1.1 Ｌ   

(14) 運転手（特殊）   YX4*表 5*1.1 人   

(15) 合計      Σ(1)～(14) 

(16) 単価   1.0 ｍ  (15)/100.0 

(17) １日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

 

基盤材の選択 表 1 

基盤材 コード 基盤材割増率 

山砂  1.26 

選定条件 

  基盤材は、「土地改良工事標準積算基準（土木工事）「１．土工 ①共通事項 １．土質区分」」 

 によるものとし、「山砂は、砂」として設定している。 

  （例）山砂の基盤材割増率＝掘りゆるめた状態(L)/締固めた状態(C)＝1.20/0.95 

 

舗設材の種別の選択 表 2 

舗設材の種別 コ－ド 

ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40  

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ RC-40  

 

基盤材 100m当たり設計数量(m3/100m)の入力 表 3 

基盤材 100m当り設計数量(m3/100m) 0 

選定条件 

 基盤材100m当たり設計数量をm3単位で記入する。 

 

舗設材 100m当たり設計数量(m3/100m)の入力 表 4 

舗設材 100m当り設計数量(m3/100m) 0 

選定条件 

 舗設材100m当たり設計数量をm3単位で記入する。 
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舗設幅の入力 表 5 

舗設幅(m) 0 

選定条件 

 小数点以下第２位四捨五入第１位止まりで入力する。 

 

基盤造成機械、規格の選択 表 6 

基盤造成機械 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

規格 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｺｰﾄﾞ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

施工量 

(m3/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

運転時間 

(時間/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの燃

料消費量 

(L/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの機

械損料数量 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 

普通ﾌﾞﾙ 15t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
15t級  552 6.3 113 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
21t級  784 6.1 165 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 15t級 

敷均し＋締固め 
15t級  280 6.2 112 1.55 - 

普通ﾌﾞﾙ 21t級 

敷均し＋締固め 
21t級  392 6.7 181 1.55 - 

 

選定条件 

 １．敷均しブルドーザ規格：施工幅4.0m以上の工事全体の設計盛土量を対象に、10,000m3以上は21t級、10,000m3

未満は15t級とする。 

（道路工事であれば、路体・路床工で選定する規格と同一規格となる。） 

 ２．締固め機種     ：タイヤローラ8～20tを標準とする。 

              なお、基盤材料がタイヤローラ締固めに適さない材料（砂等）を選択した場合は、 

ブルドーザを適用する。 

 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 7 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

 

基盤材料の選択 表 8 

基盤材料 

計上する 

計上しない 

 

能力算定式 

  １日当たり作業量は、次の算定式による。 

    ・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋締固めの時 

      QD＝ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの１日当たり施工量（表 6）／基盤材 100m当り設計数量(表 3)×100m（ｍ／日） 

    ・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋ﾀｲﾔﾛｰﾗ締固めの時 

      QD＝ﾀｲﾔﾛｰﾗの１日当たり施工量（752）／基盤材 100m当り設計数量(表 3)×100m （ｍ／日） 

 

参   考 

  普通ブルドーザ 15t級、21t級の 1日当たり運転時間(T)＝運転時間(表 6) 

  タイヤローラ  の 1日当たり運転時間(T)＝5.3時間 

  タイヤローラ の１日当たり施工量＝752m3/日 
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仮設道路工（標準断面） SQ1260 ▲  施工単位 ｍ 
 

適 用 範 囲  山砂を基盤材とし、クラッシャランC-40または、再生クラッシャランRC-40を舗設材とし全幅 

4.5m、舗設材幅3.5mの新設の仮設道路に適用する。ただし、法面整形は含まない。 

規 格 使用機械  普通ブルドーザ 排対型(1次) 3t級 3～4t、15t級 13～16t、21t級 24～26t 

      タイヤローラ 排対型(1次) 8～20t級 

摘 要  

補助文内容 舗設材の種別,基盤厚さ(㎝),舗設厚さ(㎝),基盤造成機械 

 

施工単価構成内訳 100ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 基盤材料 山砂  表 3基盤材*1.26 m3   

(2) 舗設材料 表 2 表 2 表 3舗設材*1.20 m3   

(3) 世話役 舗設労務  0.11*3.5 人   

(4) 普通作業員 
基盤造成 

補助労務 
 0.20*表 3 基盤材/100 人  

 

(5) 普通作業員 舗設労務  0.45*3.5 人   

(6) ブルドーザ 表 4 表 4 
表 3基盤材/表 4施工量

*表 4 機械損料数量 
供用日  

 

(7) 軽油   
表 3基盤材*表 4燃料消

費量/表 4 施工量 
Ｌ  

 

(8) 運転手（特殊）   
1.0*表 3基盤材/表 4施

工量 
人  

 

(9) タイヤローラ 8～20t級 表 4 表 3基盤材/1330*1.36 供用日  ﾀｲﾔﾛｰﾗによる締固めの時 

(10) 軽油   38*表 3基盤材/1330 Ｌ       〃 

(11) 運転手（特殊）   1.0*表 3基盤材/1330 人       〃 

(12) ブルドーザ 普通 3t級  1.1*3.5 時間   

(13) 軽油   NH*1.1*3.5 Ｌ   

(14) 運転手（特殊）   YX4*1.1*3.5 人   

(15) 合計      Σ(1)～(14) 

(16) 単価   1.0 ｍ  (15)/100.0 

(17) １日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

基盤材の選択 表 1 

基盤材 コード 基盤材割増率 

山砂  1.26 

選定条件 

  基盤材は、「土地改良工事標準積算基準（土木工事）「1．土工 ①共通事項 １.土質区分」」 

 によるものとし、「山砂は、砂」として設定している。 

  （例）山砂の基盤材割増率＝掘りゆるめた状態(L)/締固めた状態(C)＝1.20/0.95 

舗設材の種別の選択 表 2 

舗設材の種別 コ－ド 

ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40  

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ RC-40  

 

基盤厚さ、舗設厚さの選択 表 3 

基盤厚さ(㎝) 舗設厚さ(㎝) 基盤材設計使用量(m3/100m) 舗設材設計使用量(m3/100m) 

60 ㎝ 
10 ㎝ 306 36 

20 ㎝ 306 74 

50 ㎝ 
10 ㎝ 250 36 

20 ㎝ 250 74 

40 ㎝ 
10 ㎝ 196 36 

20 ㎝ 196 74 

30 ㎝ 
10 ㎝ 144 36 

20 ㎝ 144 74 
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仮設道路工（標準断面） SQ1260 ▲  施工単位 ｍ 
 

基盤造成機械、規格の選択 表 4 

基盤造成機械 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の規格 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｺｰﾄﾞ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の施工量 

(m3/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の運転時間 

(時間/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

燃料消費量

(L/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 

の機械損料 

数量 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 

普通ﾌﾞﾙ 15t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 

15t級  690 6.3 113 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 

21t級  980 6.1 165 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 15t級 

敷均し＋締固め 

15t級  410 6.2 112 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級 

敷均し＋締固め 

21t級  600 6.7 181 1.55  

選定条件 

 １．敷均しブルドーザ規格：施工幅4.0m以上の工事全体の設計盛土量を対象に、10,000m3以上は21t級、 

              10,000m3未満は15t級とする。（道路工事であれば、路体・路床工で選定 

              する規格と同一規格となる。） 

 ２．締固め機種     ：タイヤローラ8～20tを標準とする。 

              なお、基盤材料がタイヤローラ締固めに適さない材料（砂等）を選択した 

              場合は、ブルドーザを適用する。 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 5 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

基盤材料の選択 表 6 

基盤材料 

計上する 

計上しない 

能力算定式 

１日当たり作業量は、次の算定式による。 

・ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋締固めの時 

QD＝ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの１日当たり施工量（表 4）／基盤材設計使用量(表 3)×100m（ｍ／日） 

・ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋ﾀｲﾔﾛｰﾗ締固めの時 

QD＝ﾀｲﾔﾛｰﾗの１日当たり作業量（1,330）／基盤材設計使用量(表 3)×100m（ｍ／日） 

参  考 

普通ブルドーザ 15t 級、21t級の 1日当たり運転時間(T)＝運転時間(表 4) 

タイヤローラの１日当たり運転時間(T)＝5.3時間 

タイヤローラの１日当たり施工量＝1330m3/日 

参 考 図 
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【被災地】仮設道路工（標準断面） SQ5260 ▲  施工単位 ｍ 
 

適 用 範 囲  山砂を基盤材とし、クラッシャランC-40または、再生クラッシャランRC-40を舗設材とし全幅 

4.5m、舗設材幅3.5mの新設の仮設道路に適用する。ただし、法面整形は含まない。 

規 格 使用機械  普通ブルドーザ 排対型(1次) 3t級 3～4t、15t級 13～16t、21t級 24～26t 

      タイヤローラ 排対型(1次) 8～20t級 

摘 要  

補助文内容 舗設材の種別,基盤厚さ(㎝),舗設厚さ(㎝),基盤造成機械 

 

施工単価構成内訳 100ｍ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 基盤材料 山砂  表 3基盤材*1.26 m3   

(2) 舗設材料 表 2 表 2 表 3舗設材*1.20 m3   

(3) 世話役 舗設労務  0.11*3.5 人   

(4) 普通作業員 
基盤造成 

補助労務 
 0.25*表 3/100 人  

 

(5) 普通作業員 舗設労務  0.45*3.5 人   

(6) ブルドーザ 表 4 表 4 
表 3基盤材/表 4施工

量*表4機械損料数量 
供用日  

 

(7) 軽油   
表 3基盤材*表 4燃料

消費量/表 4施工量 
Ｌ  

 

(8) 運転手（特殊）   
1.0*表 3基盤材/ 

表 4施工量 
人  

 

(9) タイヤローラ 8～20t級 表 4 表 3/752*1.36 供用日  ﾀｲﾔﾛｰﾗによる締固めの時 

(10) 軽油   38*表 3/752 Ｌ  〃 

(11) 運転手（特殊）   1.0*表 3/752 人  〃 

(12) ブルドーザ 普通 3t級  1.1*3.5 時間   

(13) 軽油   NH*1.1*3.5 Ｌ   

(14) 運転手（特殊）   YX4*1.1*3.5 人   

(15) 合計      Σ(1)～(14) 

(16) 単価   1.0 ｍ  (15)/100.0 

(17) １日当たり作業量    ｍ  QD 

 

選定項目表 

基盤材の選択 表 1 

基盤材 コード 基盤材割増率 

山砂  1.26 

選定条件 

  基盤材は、「土地改良工事標準積算基準（土木工事）「1．土工 ①共通事項 １.土質区分」」 

 によるものとし、「山砂は、砂」として設定している。 

  （例）山砂の基盤材割増率＝掘りゆるめた状態(L)/締固めた状態(C)＝1.20/0.95 

舗設材の種別の選択 表 2 

舗設材の種別 コ－ド 

ｸﾗｯｼｬﾗﾝ C-40  

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ RC-40  

 

基盤厚さ、舗設厚さの選択 表 3 

基盤厚さ(㎝) 舗設厚さ(㎝) 基盤材設計使用量(m3/100m) 舗設材設計使用量(m3/100m) 

60 ㎝ 
10 ㎝ 306 36 

20 ㎝ 306 74 

50 ㎝ 
10 ㎝ 250 36 

20 ㎝ 250 74 

40 ㎝ 
10 ㎝ 196 36 

20 ㎝ 196 74 

30 ㎝ 
10 ㎝ 144 36 

20 ㎝ 144 74 
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【被災地】仮設道路工（標準断面） SQ5260 ▲  施工単位 ｍ 
 

基盤造成機械、規格の選択 表 4 

基盤造成機械 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

規格 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｺｰﾄﾞ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

施工量 

(m3/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

運転時間 

(時間/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

燃料消費量 

(L/日) 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの 

機械損料数量 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｺｰﾄﾞ 

普通ﾌﾞﾙ 15t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
15t級  552 6.3 113 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級＋ 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8～20t級 
21t級  784 6.1 165 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 15t級 

敷均し＋締固め 
15t級  280 6.2 112 1.55  

普通ﾌﾞﾙ 21t級 

敷均し＋締固め 
21t級  392 6.7 181 1.55  

選定条件 

 １．敷均しブルドーザ規格：施工幅4.0m以上の工事全体の設計盛土量を対象に、10,000m3以上は21t級、 

              10,000m3未満は15t級とする。（道路工事であれば、路体・路床工で選定 

              する規格と同一規格となる。） 

 ２．締固め機種     ：タイヤローラ8～20tを標準とする。 

              なお、基盤材料がタイヤローラ締固めに適さない材料（砂等）を選択した 

              場合は、ブルドーザを適用する。 

 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ長期割引単価区分(賃料機械)の選択 表 5 

長期割引単価区分(賃料機械) コード 

あり 1 

なし 0 

選択条件 

 ・賃料機械単価の長期割引を行う場合は、「あり」を選択する。 

 ・長期割引を行わない場合は、「なし」を選択する。 

基盤材料の選択 表 6 

基盤材料 

計上する 

計上しない 

能力算定式 

  １日当たり作業量は、次の算定式による。 

    ・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋締固めの時 

      QD＝ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの１日当たり施工量（表 4）／基盤材設計使用量(表 3)×100m（ｍ／日） 

    ・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ敷均し＋ﾀｲﾔﾛｰﾗ締固めの時 

      QD＝ﾀｲﾔﾛｰﾗの１日当たり作業量（752）／基盤材設計使用量(表 3)×100m（ｍ／日） 

参   考 

  普通ブルドーザ 15t級、21t級の 1日当たり運転時間(T)＝運転時間(表 4) 

  タイヤローラ の 1日当たり運転時間(T)＝5.3時間 

  タイヤローラ の１日当たり施工量＝752m3/日 

   

参 考 図 
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[賃料(鋼矢板)] SQ2001 －  施工単位 ton 
 

適 用 範 囲 鋼矢板の賃料算出に適用する。 

規 格 鋼矢板 2～5L型、軽量鋼矢板 

摘 要 1．この施工単価を使用する場合は｢Ⅴ-2.条件表に使用されている記号の説明及び計算方法｣ 

  を参照し適用する。 

2．鋼矢板の打込み・引抜きに要する経費は別途計上する。 

補 助 文 内 容 規格区分,作業区分,修理費及び損耗費区分 

施工単価構成内訳 1ton当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 鋼矢板 賃料 表 1 1.0*1/表 4 ton   

(2) 鋼矢板 修理費及び損耗費 表 1 1.0*1/表 4 ton  表 5「あり」の時 

(3) 合計      Σ(1)～(2) 

(4) 単価   1.0 ton  (3)/1.0 

 

選定項目表 

仮設材区分及び規格区分の選択 表 1 

仮設材区分 規格区分 賃料コード 修理費及び損耗費コード 

鋼矢板 

2 型   

3 型   

4 型   

5L 型   

軽量鋼矢板 軽量型   

 

作業区分の選択 表 2 

仮設材区分 作業区分 作業コード 

鋼矢板 

軽作業 1 

標準作業 2 

重作業 3 

軽量鋼矢板 
軽作業 1 

標準作業 2 

選択条件 

 ・作業区分は下記により選択する。 

   １．打ち込みを伴う場合（打撃、振動、圧入工法） 

      最大Ｎ値が２０未満・・・・・・・・・軽作業 

        〃  ２０以上３９以下・・・・・標準作業 

        〃  ４０以上・・・・・・・・・重作業 

   ２．補助工法を併用し打ち込みを伴う場合（ジェット併用バイブロハンマ・オーガ併用圧入・ 

     ジェット併用圧入工法）及び打ち込みを伴わない場合（プレボーリング工法） 

      最大Ｎ値が３９以下・・・・・・・・・軽作業 

        〃  ４０以上・・・・・・・・・標準作業 

    （注）「先端部分のみに補助工法を併用しないで打ち込む場合」及び「プレボーリング工法で 

        先端部分のみを打撃する場合」についても、２．を適用する。 

供用日数の入力(搬入・搬出に必要な日数を含む工事現場に供用される期間) 表 3 

供用日数 0 

（注）賃料計上限度額を超えない供用日数とする。 

 

使用回数の入力(打込みから引抜きまでを 1回として算定した回数) 表 4 

使用回数 0 

 

修理費及び損耗費区分の選択 表 5 

修理費及び損耗費区分 

あり 

なし 
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[賃料(鋼矢板)] SQ2001 －  施工単位 ton 
 

参 考  

「記入例１」 鋼矢板の全施工量が、1,200ton の場合で、施工単価が１つで処理で 

           きる場合 

 ○ 1,200ton の施工に当たり、400ton を 3 回使用し施工する場合 

  ・ 明細書計上数量：1,200ton 

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝９０日 

               使用回数＝ ３回 

 

                   使用(1)  (2)  (3)    搬入搬出数量 

       

                  400t  400t    400t           400t 

                                   30 日   30 日  30 日 

 

 

「記入例２」 鋼矢板の全施工量が 1,300ton の場合のように端数が出て施工単価が 

           １つで処理できない場合 

 

鋼矢板の全施工量が（1,300ton）の概念図 

                                                             搬入 400t 

                                    搬出 (300+100)t   

 

              (a)  300t   300t    300t              300t 3 回使用 

 

                      (b)    100t    100t    100t    100t         100t 4 回使用 

                 30 日   30 日    30 日  30 日 

   

 

 ○ 施工単価（ａ） 1,300ton のうち 900ton(300×3)は、3 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：900ton  

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝９０日 

               使用回数＝ ３回 

 

 ○ 施工単価（ｂ） 1,300ton のうち 400ton(100×4)は、4 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：400ton  

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝１２０日 

               使用回数＝  ４回  
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[賃料(H形鋼･山留副部材)] SQ2002 －  施工単位 ton 
 

適 用 範 囲 H形鋼及び山留副部材の賃料算出に適用する。 

規 格 H形鋼(杭使用) 200～594型、H形鋼(山留材) 250～400型、山留副部材(A)(B) 

摘 要 1．この施工単価を使用する場合は、「Ⅴ-2.条件表に使用されている記号の説明及び計算方法｣ 

  を参照し適用する。 

2．H形鋼(杭使用)の打込み・引抜き及び、H形鋼(山留材)･山留副部材の設置・撤去に要する経費 

  は別途計上する。 

補助文内容 規格区分,作業区分,修理費及び損耗費区分 

施工単価構成内訳 1ton当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) H 形鋼･山留副部材 賃料 表 1 1.0*1/表 4 ton  山留副部材(B)以外の場合 

(2) H 形鋼･山留副部材 修理費及び損耗費 表 1 1.0*1/表 4 ton  
山留副部材(B)以外の場合

AND表 5「あり」の時 

(3) 山留副部材(B) 修理費及び損耗費 表 1 1.0*表 4 ton  表 5「あり」の時 

(4) 合計      Σ(1)～(3) 

(5) 単価   1.0 ton  (4)/1.0 

選定項目表 

仮設材区分及び規格区分の選択 表 1 

仮設材区分 規格区分 賃料コード 修理費及び損耗費コード 

H 形鋼(杭使用) 

200型   

250型   

300型   

350型   

400型   

594型   

H 形鋼(山留材) 

250型   

300型   

350型   

400型   

山留副部材(A) -   

山留副部材(B) -   

作業区分の選択 表 2 

仮設材区分 作業区分 作業コード 

H 形鋼(杭使用) 

軽作業 1 

標準作業 2 

重作業 3 

H 形鋼(山留材) 標準作業 2 

山留副部材(A) 標準作業 2 

山留副部材(B) 標準作業 2 

選択条件 

 ・作業区分は下記により選択する。 

  ［H形鋼(杭使用)］ 

   １．打ち込みを伴う場合（打撃、振動、圧入工法） 

      最大Ｎ値が２０未満・・・・・・・・・軽作業 

        〃  ２０以上３９以下・・・・・標準作業 

        〃  ４０以上・・・・・・・・・重作業 

   ２．補助工法を併用し打ち込みを伴う場合（ジェット併用バイブロハンマ・オーガ併用圧入・ 

     ジェット併用圧入工法）及び打ち込みを伴わない場合（プレボーリング工法） 

      最大Ｎ値が３９以下・・・・・・・・・軽作業 

        〃  ４０以上・・・・・・・・・標準作業 

    （注）「先端部分のみに補助工法を併用しないで打ち込む場合」及び「プレボーリング工法で 

        先端部分のみを打撃する場合」についても、２．を適用する。 

  ［H形鋼(山留材)･山留副部材］ 

      H形鋼(山留材)･山留副部材・・・・・・標準作業 
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[賃料(H形鋼･山留副部材)] SQ2002 －  施工単位 ton 
 

供用日数の入力(搬入・搬出に必要な日数を含む工事現場に供用される期間) 表 3 

供用日数 0 

（注）賃料計上限度額を超えない供用日数とする。 

 

使用回数の入力(打込みから引抜きまで又は設置から撤去までを１回として算定) 表 4 

使用回数 0 

 

修理費及び損耗費区分の選択 表 5 

修理費及び損耗費区分 

あり 

なし 

 

参 考 

 

「記入例１」 Ｈ形鋼または山留副部材の全施工量が、141ton の場合で、施工単価が１つで 

           処理できる場合 

 ○ 141ton の施工に当たり、47ton を 3 回使用し施工する場合 

  ・ 明細書計上数量：141ton 

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝１５０日 

               使用回数＝  ３回 

 

                 使用(1)  (2)  (3)  搬入搬出数量 

       

                     47t    47t     47t           47t 

                                   30 日   90 日  30 日 

 

 

「記入例２」 Ｈ形鋼または山留副部材の全施工量が 161ton の場合のように端数が出て  

      施工単価が１つで処理できない場合 

Ｈ形鋼または山留副部材の全施工量が（161ton）の概念図 

 

                                                              搬入 46t 

                                     搬出 (23+23)t   

 

              (a)  23t   23t     23t               23t  3 回使用 

 

                      (b)    23t     23t     23t     23t          23t  4 回使用 

                 30 日   30 日    30 日   30 日 

   

 ○ 施工単価（ａ） 161ton のうち 69ton(23×3)は、3 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：69ton  

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝９０日 

               使用回数＝ ３回 

 ○ 施工単価（ｂ） 161ton のうち 92ton(23×4)は、4 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：92ton  

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝１２０日 

               使用回数＝  ４回 

「構成内訳（３）の基式（ＹＹ３）について」 

本式は使用回数における補正式であり副部材(B)は１回毎全損であるため使用回数を１とする。 
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[賃料(覆工板･敷鉄板)] SQ2003 －  施工単位 ㎡ 
 

適 用 範 囲 覆工板及び敷鉄板の賃料算出に適用する。 

規 格 覆工板 鋼製(従来型、補強型)、鋼製滑り止め加工付（従来型、補強型） 

    コンクリ－ト製(従来型、補強型２㎡、補強型３㎡) 

敷鉄板 22×1524×6096 

摘 要 1.  この施工単価を使用する場合は、｢Ⅴ-2.条件表に使用されている記号の説明及び計算方法」 

    を参照し適用する。 

2.  覆工板及び敷鉄板の設置・撤去に要する経費は別途計上する。 

補助文内容 規格区分,修理費及び損耗費・整備費区分 

 

施工単価構成内訳 1 ㎡当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 覆工板 賃料 表 1 1.0*1/表 3 ㎡  覆工板の場合 

(1) 敷鉄板 賃料 表 1 1.0*1/表 3 ㎡  敷鉄板の場合 

(2) 覆工板 修理費及び損耗費 表 1 1.0*1/表 3 ㎡  覆工板の場合 

(2) 敷鉄板 整備費 表 1 1.0*1/表 3 ㎡  敷鉄板の場合 

(3) 合計      Σ(1)～(2) 

(4) 単価   1.0 ㎡  (3)/1.0 

 

選定項目表 

仮設材区分及び規格区分の選択 表 1 

仮設材区分 規格区分 賃料コード 修理費及び損耗費・整備費コード 

覆工板 

鋼製(従来型)   

鋼製(補強型)   

鋼製滑り止め加工付(従来型)   

鋼製滑り止め加工付(補強型)   

コンクリ－ト製(従来型)   

コンクリ－ト製(補強型 2㎡)   

コンクリ－ト製(補強型 3㎡)   

敷鉄板 22×1524×6096   

 

供用日数の入力(搬入・搬出に必要な日数を含む工事現場に供用される期間) 表 2 

供用日数 0 

（注）賃料計上限度額を超えない供用日数とする。 

 

使用回数の入力(設置から撤去までを 1 回として算定した回数) 表 3 

使用回数 0 

 

修理費及び損耗費・整備費区分の選択 表 4 

修理費及び損耗費・整備費区分 

あり 

なし 
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[賃料(覆工板･敷鉄板)] SQ2003 －  施工単位 ㎡ 
 

参 考 

「記入例１」 覆工板または敷鉄板の全施工量が、120m2 の場合で、施工単価が１つで処理で 

きる場合 

 ○ 120m2 の施工に当たり、40m2 を 3 回使用し施工する場合 

  ・ 明細書計上数量：120m2 

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝９０日 

               使用回数＝ ３回 

 

                    使用(1)  (2)  (3)   搬入搬出数量 

       

                    40m2    40m2    40m2           40m2 

                                   30 日   30 日  30 日 

 

 

「記入例２」 覆工板または敷鉄板の全施工量が 130m2 の場合のように端数が出て施工単価が 

１つで処理できない場合 

 

覆工板または敷鉄板の全施工量が（130m2）の概念図 

                                                             搬入 40m2 

                                    搬出 (30+10)m2   

 

              (a)  30m2   30m2    30m2              30m2 3 回使用 

 

                      (b)    10m2    10m2    10m2    10m2         10m2  4 回使用 

                 30 日   30 日    30 日   30 日 

   

 

 ○ 施工単価（ａ） 130m2 のうち 90m2(30×3)は、3 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：90m2 

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝９０日 

               使用回数＝ ３回 

 

 ○ 施工単価（ｂ） 130m2 のうち 40m2(10×4)は、4 回使用する。 

  ・ 明細書計上数量：40m2 

  ・ 施工単価入力条件数値：供用日数＝１２０日 

               使用回数＝  ４回  
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［地域資材単価(有価物処分費)］ SQ2125 －  施工単位 [各単位] 
 

適 用 範 囲  売払可能な有価物の処分費を設定する場合に適用する。 

 

規 格  

摘 要 １．本施工単価は、直接工事費に計上する。 

２．施工単価名称は、表1で選択した資材の名称となる。 

３．本施工単価は、率計算の対象外である。 

補助文内容 資材規格の入力 

 

施工単価構成内訳 1 各単位当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 地域資材名称 表 2 表 1 1.0 各単位 表 3  

(2) 合計      (1) 

(3) 単価   1.0   (2)/1.0 

 

選定項目表 

 

地域資材単価コードの選択 表 1 

地域資材単価のコード  

 

資材規格の入力 表 2 

資材規格の入力  

入力条件 

・資材規格を全角24文字(半角48文字)以内で入力する。 

 

単価(各単位当たり)の入力 表 3 

単価の入力 0 

入力条件 

 ・必ず単価の最初に「-」（半角ﾊｲﾌﾝ）を入力し、マイナスの単価を入力する。 

 ・各単位当たりの単価を入力する。 

 ・小数点以下1位四捨五入整数止まりで入力する。 
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機械器具運搬費（調査） SQ3050 －  施工単位 回 
 

適 用 範 囲 地質調査試験用機材等の最寄の積算基地から現地までの搬入，搬出に適用する。 

規 格  

摘 要 ボーリング用資機材等の搬入，搬出は、２ｔ,３ｔ,４ｔの２.９ｔ吊りクレーン付きトラックによる

運搬を標準（ボーリング用資材１編成分）とするが、これによりがたい場合は別途考慮する。 

補助文内容 トラック規格 

 

施工単価構成内訳 1 回当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 運転手（特殊）   0.17*T 人   

(2) 軽油   表 2*T Ｌ   

(3) トラック(クレーン装置付) 表 2 表 2 T 時間   

(4) 合計      Σ(1)～(3) 

(5) 単価   1.0 回  (4)/1.0 

 

選定項目表 

 

運搬距離の入力（ｋｍ） 表 1 

運搬距離（ｋｍ） 10 

 

トラック(クレーン装置付)規格の選択 表 2 

トラック規格 コード 軽油(Ｌ/時間) 

2t積 2.9t吊  4.9 

3t積 2.9t吊  6.6 

4t積 2.9t吊  6.6 

 

 

（参 考） 

１．機械器具運搬費（調査） ﾄﾗｯｸ(ｸﾚｰﾝ装置付)3t 積 2.9t吊の場合（１回当り）     参考表１ 

項 目 名   称 規  格 単位 数量 摘    要 

労 務 費 運転手(特殊)  人  0.17（人／ｈ）×Ｔ 

材 料 費 軽    油  Ｌ  6.6 （Ｌ／ｈ）×Ｔ 

機械経費 トラック損料 3t 車(ｸﾚｰﾝ付き) 時間 Ｔ 
土地改良工事積算基準 

（機械経費）による。 

    （注）１．Ｔ＝［運搬距離（ｋｍ）］÷３０（ｋｍ／ｈ）：小数点以下第２位 

                             （第３位四捨五入） 

       ２．運搬距離は往路，復路の合計とする。 
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単点標高測定 SQ3080 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 単点標高測定に適用する。 

規 格  

摘 要 この歩掛は、施設の詳細平面図を得るための単点標高測定に適用する。水準点については、近

傍に３級以上の水準点が有ることを前提とするので、無い場合は最寄の３級以上の水準点から取

り付けるための４級水準測量又は簡易水準測量を計上する。 

また、水準点等の設置が必要な場合は、別途計上する。 

補助文内容 地形区分,地物区分,縮尺区分 

 

施工単価構成内訳 1ha当たり算出 

名   称 規  格 コード 数 量 単位 単 価 備   考 

(1) 測量技師 内業  表 1 人   

(2) 測量技師補 外業  表 1 人   

(3) 測量技師補 内業  表 1 人   

(4) 測量助手 外業  表 1 人   

(5) 測量助手 内業  表 1 人   

(6) 測量補助員   表 1 人   

(7) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ ＃300 0.9×20m  表 2 本   

(8) 木杭 4.5×4.5×45 ㎝  表 2 本   

(9) 雑品 0.5%  0.005  Σ(7)～(8)  

(10) レベル ３級  表 2 日   

(11) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(10)  

(12) ライトバン 1500cc  表 2 日  運転２時間 

(13) ガソリン   表 1*5.2 Ｌ  技師補外業日数*5.2 

(14) 合計      Σ(1)～(13) 

(15) 単価   1.0 ha  (14)*(1+表 4)/1.0 

(16) 精度管理費   0.09  Σ(1)～(6)+Σ

(10)～(12) 

明細には補正後の値

で集計される 

 

選定項目表 

測量区分の選択（直接人件費・労務費） 表 1 

測量区分 測量技師 

（内業） 

測量技師補 

（外業） 

測量技師補 

（内業） 

測量助手 

（外業） 

測量助手 

（内業） 

測量補助員 

単点標高測定 0.50 1.50 0.50 1.50 0.50 1.50 

 

測量区分の選択（材料費・機械経費・その他） 表 2 

測量区分 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ 木杭 ﾚﾍﾞﾙ ﾗｲﾄﾊﾞﾝ 

単点標高測定 0.10 10.00 1.50 1.50 

 

縮尺区分，地形区分及び地物区分の選択 表 3 

  地物区分 

縮尺区分 地形区分 大市街地 市街地(甲) 市街地(乙) 都市近郊 耕地 原野 森林 

1/200 

平地 3.4 3.0 2.6 1.3 0.5 - - 

丘陵地 - - 3.9 2.2 0.9 1.4 1.8 

低山地 - - - - - 3.6 5.3 

高山地 - - - - - 4.3 6.0 

1/250 

平地 3.2 2.8 2.3 1.1 0.4 - - 

丘陵地 - - 3.5 2.0 0.8 1.2 1.6 

低山地 - - - - - 3.2 5.0 

高山地 - - - - - 4.0 5.7 

1/500 

平地 2.3 1.9 1.4 0.5 0.0 - - 

丘陵地 - - 2.3 1.4 0.5 0.8 1.1 

低山地 - - - - - 1.9 3.8 

高山地 - - - - - 2.8 4.6 
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単点標高測定 SQ3080 －  施工単位 ha 
 

1/1,000 

平地 1.9 1.4 1.0 0.0 -0.2 - - 

丘陵地 - - 1.9 0.9 0.0 0.3 0.7 

低山地 - - - - 0.5 1.0 1.9 

高山地 - - - - - 1.9 2.8 

選定条件 標準作業は、縮尺：1/500，地形：平地，地物：耕地 

 

特殊地形の補正値の入力 表 4 

特殊地形の補正値 0 

選定条件 特殊地形の補正率は、地形，地物の異なる地域が混在する場合で、各地域の面積を用いた 

     加重平均値を小数第２位まで算出する。 

 

 
（参 考） 

１． 平地は単点標高を記入する。単点密度は下表を標準とする。 

２． 丘陵地、低山地、高山地等は端点標高とコンターを記入する。配点密度は 1ha 

当たり 100点を標準とする。 

３． 本歩掛は、「平地・耕地」を対象としており、縮尺及び作業条件が異なる場合は 

表３に示す変化率を適用し、また、作業量の増減に対しては比例計算により補正 

    する。 

４． ライトバンの１日当たり運転時間は、２時間を標準とする。 

５． 平地における 1ha当たり配点密度の標準  

            参考表１ 

地域 

縮尺 

市 街 地 市街地近郊 耕  地 

１／２５０ ７０点 ６０点 ５０点 

１／５００ ６０点 ５０点 ４０点 

１／１，０００ ５０点 ４０点 ３０点 
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一筆田面標高測量 SQ3110 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 踏査準備、補点設置、一筆田面標高測量及び製図に適用する。 

規 格  

摘 要 水準点設置は実情に応じ別途計上する。なお、水準点間隔は１ｋｍを標準とする。 

補助文内容 地形区分 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 測量主任技師 内業  0.1 人   

(2) 測量技師 外業  1.0 人   

(3) 測量技師 内業  0.2 人   

(4) 測量技師補 外業  7.5 人   

(5) 測量技師補 内業  0.9 人   

(6) 測量助手 外業  7.0 人   

(7) 測量助手 内業  2.0 人   

(8) 測量補助員   10.2 人   

(9) 図工(測量助手)   4.0 人   

(10) 木杭 4.5×4.5×45 ㎝  50.0 本   

(11) 雑品 0.5%  0.005  Σ(10)  

(12) レベル ３級  7.0 日   

(13) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(12)  

(14) ライトバン 1500cc  7.5 日  運転２時間 

(15) ガソリン   7.5*5.2 Ｌ  技師補外業日数*5.2 

(16) 合計      Σ(1)～(15) 

(17) 単価   1.0 ha  (16)*(1+表 3+表 4)/100 

 

選定項目表 

一筆田面標高測量（直接人件費・労務費） 表 1 

測量区分 測量主任 

技師(内業) 

測量技師 

(外業) 

測量技師 

(内業) 

測量技師

補(外業) 

測量技師

補(内業) 

測量助手 

(外業) 

測量助手 

(内業) 

測量補

助員 

図工 

(測量助手) 

一筆田面標高測量 0.1 1.0 0.2 7.5 0.9 7.0 2.0 10.2 4.0 

 

一筆田面標高測量（材料費・機械経費・その他） 表 2 

測量区分 木杭 レベル ライトバン 

一筆田面標高測量 50.0 7.0 7.5 

 

地形区分の選択 表 3 

地形区分 変化率 

平地 0.0 

丘陵地 0.1 

選定条件 標準作業は、地形区分：平地 

 

一区画の面積形状の選択 表 4 

区画・面積形状 変化率 

整理済み 10～20a  0.0 

整理済み 20a 以上 -0.2 

未整理  0.2 

選定条件 標準作業は、区画・面積形状：整理済み 10～20a 

 

（参 考） 

１． 本歩掛は、「平地」での標準歩掛りとし、地形が「丘陵地」の場合は＋０．１の補正を行うものとする。 

  ２．補点設置は２ｈａ当り１点を標準とし、その精度は４級水準測量に準ずる。 

  ３．一区画当りの一筆田面標高の測定点数は２点を標準とする。 

  ４．「製図」はトレースを含む。 
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経始測量 SQ3130 －  施工単位 km 
 

適 用 範 囲 経始測量の観測、整理に適用する。 

規 格  

摘 要  

補助文内容  

 

施工単価構成内訳 1km当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 測量技師 外業  0.40 人   

(2) 測量技師 内業  0.45 人   

(3) 測量技師補 外業  0.40 人   

(4) 測量技師補 内業  0.20 人   

(5) 測量補助員   1.50 人   

(6) 図工（測量助手）   0.25 人   

(7) 木杭 6.0×6.0×60 ㎝  4.00 本   

(8) 木杭 4.5×4.5×60 ㎝  8.00 本   

(9) 雑品 0.5%  0.005  Σ(7)～(8)  

(10) トータルステーション ２級  0.40 日   

(11) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(10)  

(12) ライトバン 1500cc  0.40 日  運転２時間 

(13) ガソリン   0.40*5.2 Ｌ  技師補外業日数*5.2 

(14) 合計      Σ(1)～(13) 

(15) 単価   1.0 km  (14)*(1+表 2)/1.0 

 

選定項目表 

 

経始測量（観測・整理） 表 1 

経始測量（観測・整理） 

計上する 

 

地形区分の選択 表 2 

地形区分 変化率 

平地 0.0 

丘陵地 0.1 

選定条件 標準作業は地形区分：平地 
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境界調査（確定測量） SQ3140 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 確定測量の境界調査に適用する。境界杭の設置に際し、土地の所有者等の立会いが必要な場合 

は、別途計上する。 

規 格  

摘 要 標準作業量  ：１００ｈａ 

標準作業条件：筆界点数 2,000点～4,000点未満 

補助文内容 筆界点数 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 測量主任技師 内業  1.5 人   

(2) 測量技師 外業  5.8 人   

(3) 測量技師 内業  1.5 人   

(4) 測量技師補 外業  30.0 人   

(5) 測量技師補 内業  5.1 人   

(6) 測量助手 外業  30.0 人   

(7) 測量助手 内業  5.1 人   

(8) 測量補助員   60.0 人   

(9) プラスチック杭 4.5×4.5×45cm  3500.0 本   

(10) 雑品 0.5%  0.005  Σ(9)  

(11) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(10)  

(12) ライトバン 1500cc  30.0 日  運転２時間 

(13) ガソリン   30.0*5.2 Ｌ  技師補外業日数*5.2 

(14) 合計      Σ(1)～(13) 

(15) 単価   1.0 ha  ((14)*(1+表 1))/100 

 

選定項目表 

筆界点数による変化率（１００ｈａ当たり） 表 1 

筆界点数 変化率 

2,000 点未満 -0.3 

2,000 点～4,000 点未満 0.0 

4,000 点～6,500 点未満 0.2 

6,500 点～11,500点未満 0.5 

11,500点以上 0.7 

 

（参 考） 

  １．境界調査（確定測量）（直接人件費・労務費）               参考表１ 

 

工   程 

 

内 

外 

別 

 

測量主任技師 

 

測量技師 

 

測量技師補 

 

測量助手 

 

測量補助員 

準備・打合せ 内 1.5 1.5 1.5 1.5 － 

境界標の測設 外 － 5.8 30.0 30.0 60.0 

調査図の作成 内 － － 3.6 3.6 － 

内 業 計 1.5 1.5 5.1 5.1 － 

外 業 計 － 5.8 30.0 30.0 60.0 

 

  ２．境界調査（確定測量）（材料費・機械経費・その他）      参考表２ 

品  名 規   格 単位 数 量 備    考 

(材料費) 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ杭 

雑   品 

 

4.5×4.5×45cm 

 

 

本 

式 

 

3500.0 

1.0 

 

 

所要材料費の 0.5% 

(機械経費) 

雑 器 材 

 

 

 

式 

 

1.0 

 

直接測量費の 0.5% 

(その他) 

ライトバン 

 

1500cc 

 

日 

 

30.0 

 

技師補外業日数 
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一筆地測量（確定測量） SQ3150 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 確定測量の数値法による一筆地測量に適用する。 

規 格  

摘 要 標準作業量 ：１００ｈａ 

標準作業条件：筆界点数 2,000点～4,000点未満 

補助文内容 筆界点数 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コード 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 測量技師 外業  4.8 人   

(2) 測量技師 内業  3.1 人   

(3) 測量技師補 外業  23.8 人   

(4) 測量技師補 内業  16.5 人   

(5) 測量助手 外業  23.8 人   

(6) 測量助手 内業  16.5 人   

(7) 測量補助員   47.6 人   

(8) トータルステーション ２級  23.8 日   

(9) パソコン   8.5 日   

(10) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(9)  

(11) ライトバン 1500cc  23.8 日  運転２時間 

(12) ガソリン   23.8*5.2 Ｌ  技師補外業日数*5.2 

(13) 合計      Σ(1)～(12) 

(14) 単価   1.0 ha  ((13)*(1+表 1))/100 

(15) 精度管理費   0.09  Σ(1)～(10) 明細には補正後の値で

集計される 

 

選定項目表 

筆界点数による変化率（１００ｈａ当たり） 表 1 

筆界点数 変化率 

2,000 点未満 -0.3 

2,000 点～4,000 点未満 0.0 

4,000 点～6,500 点未満 0.2 

6,500 点～11,500点未満 0.5 

11,500点以上 0.7 

 

（参 考） 

  １．一筆地測量（確定測量）（直接人件費・労務費）               参考表１ 

 

工  程 

内 

外 

別 

 

測量主任技師 

 

測量技師 

 

測量技師補 

 

測量助手 

 

測量作業員 

準  備 内 － 1.0 1.0 1.0 － 

筆界点観測 外 － 4.8 23.8 23.8 47.6 

計  算 内 － － 8.5 8.5 － 

点検整理 内 － 2.1 7.0 7.0 － 

内 業 計 － 3.1 16.5 16.5 － 

外 業 計 － 4.8 23.8 23.8 47.6 

 

  ２．一筆地測量（確定測量）（機械経費・その他）        参考表２ 

品   名 規  格 単 位 数 量 備    考 

(機械経費) 

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ 

パソコン 

雑 器 材 

 

２ 級 

 

日 

〃 

式 

 

23.8 

8.5 

1.0 

 

技師補外業日数 

 

直接測量費の 0.5% 

(その他) 

ライトバン 

 

1500cc 

 

日 

 

23.8 

 

技師補外業日数 
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地積測定（確定測量） SQ3160 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 確定測量の座標法による地積測定に適用する。 

規 格  

摘 要 標準作業量 ：１００ｈａ 

標準作業条件：筆界点数 2,000点～4,000点未満 

補助文内容 筆界点数 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 測量主任技師 内業  0.8 人   

(2) 測量技師 内業  2.4 人   

(3) 測量技師補 内業  11.5 人   

(4) 測量助手 内業  9.9 人   

(5) パソコン   5.1 日   

(6) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(5)  

(7) 合計      Σ(1)～(6) 

(8) 単価   1.0 ha  ((7)*(1+表 1))/100 

 

選定項目表 

 

筆界点数による変化率（１００ｈａ当たり） 表 1 

筆界点数 変化率 

2,000 点未満 -0.3 

2,000 点～4,000 点未満 0.0 

4,000 点～6,500 点未満 0.2 

6,500 点～11,500点未満 0.5 

11,500点以上 0.7 

 

 
（参 考） 

  １．地積測定（確定測量）（直接人件費・労務費）            参考表１ 

 

工  程 

内 

外 

別 

 

測量主任技師 

 

測量技師 

 

測量技師補 

 

測量助手 

準  備 内 － 0.8 0.8 0.8 

計  算 内 － － 5.1 5.1 

成果簿の作成 内 － － 4.0 4.0 

点検整理 内 0.8 1.6 1.6 － 

内 業 計 0.8 2.4 11.5 9.9 

 

２．地積測定（確定測量）（機械経費）                      参考表２ 

品   名 規  格 単 位 数 量 備    考 

(機械経費) 

パソコン 

雑 器 材 

 

 

 

日 

式 

 

5.1 

1.0 

 

 

直接測量費の 0.5% 
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確定図の作成（確定測量） SQ3170 －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 確定測量の数値法による確定図の作成に適用する。 

規 格  

摘 要 標準作業量 ：１００ｈａ 

標準作業条件：筆界点数 2,000点～4,000点未満 

補助文内容 筆界点数 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 測量技師 内業  2.8 人   

(2) 測量技師補 内業  18.4 人   

(3) 測量助手 内業  8.5 人   

(4) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ #300 0.9×20m  0.7 本   

(5) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ #400 0.9×20m  0.7 本   

(6) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ ＃500 40×50cm  70.0 枚   

(7) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ ＃500 40×50cm  70.0 枚   

(8) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ ＃500 40×50cm  70.0 枚   

(9) 雑品 0.5%  0.005  Σ(4)～(8)  

(10) 自動製図機 四六判相当  14.0 日   

(11) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(10)  

(12) 合計      Σ(1)～(11) 

(13) 単価   1.0 ha  ((12)*(1+表 1))/100 

 

選定項目表 

筆界点数による変化率（１００ｈａ当たり） 表 1 

筆界点数 変化率 

2,000 点未満 -0.3 

2,000 点～4,000 点未満 0.0 

4,000 点～6,500 点未満 0.2 

6,500 点～11,500点未満 0.5 

11,500点以上 0.7 

 
（参 考） 

  １．確定図の作成（確定測量）（直接人件費・労務費）            参考表１ 

 

工     程 

内 

外 

別 

 

測量主任技師 

 

測量技師 

 

測量技師補 

 

測量助手 

準     備 内 － 0.8 0.8 0.8 

筆構成ﾃﾞｰﾀ及び仮作図 内 － 1.1 5.5 5.5 

確定測量図の作成 内 － － 3.4 － 

平板確定図の作成 内 － － 6.5 － 

点 検 整 理 内 － 0.9 2.2 2.2 

内  業  計 － 2.8 18.4 8.5 

２．確定図の作成（確定測量）（材料費・機械経費）                参考表２ 

品  名 規    格 単 位 数 量 備    考 

(材料費) 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ 

〃 

〃 

〃 

〃 

雑      品 

 

#300  0.9×20m 

#400  0.9×20m 

#500  40×50cm 

〃 

〃 

 

 

本 

〃 

枚 

〃 

〃 

式 

 

 0.7 

 0.7 

70.0 

70.0 

70.0 

 1.0 

 

仮作図用 

確定測量図原図用 

平板確定図用 

平板確定図複製図用 

番号図用 

所要材料費の 0.5% 

(機械経費) 

自動製図機 

雑 器 材 

 

 

 

 

日 

式 

 

14.0 

 1.0 

 

 

直接測量費の 0.5% 
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雑構造物（実施設計） SQ3180 －  施工単位 箇所 
 

適 用 範 囲 雑構造物の実施設計に適用する。 

規 格  

摘 要 １．雑構造物とは、「洗い場、直接小分水工、流水流出口、渡り板、水位流量観測施設」等をい 

  う。 

２．コンクリート二次製品使用の時は、水理構造計算、構造図作成、数量計算の歩掛を３０％程 

  度減ずるものとする。 

３．標準設計使用可能の場合（但し、設計条件同一の場合）は、水理構造計算、構造図作成、数 

  量計算の歩掛を減ずるものとする。その場合、減ずる率は３０％を標準とする。 

補助文内容  

 

施工単価構成内訳 １箇所当たり算出 

名    称 規  格 コード 数   量 単位 単  価 備   考 

(1) 主任技術者 内業  SGS 人   

(2) 技師長 内業  Git 人   

(3) 主任技師 内業  SNG 人   

(4) 技師Ａ 内業  GiA 人   

(5) 技師Ｂ 内業  GiB 人   

(6) 技師Ｃ 内業  GiC 人   

(7) 技術員 内業  GJ 人   

(8) 合計      Σ(1)～(7) 

(9) 単価   1.0 箇所  (8)/1.0 

 

選定項目表 

コンクリート二次製品使用区分の選択 表 1 

コンクリート二次製品使用区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

使用する 1.0 0.7 0.7 0.7 1.0 1.0 1.0 

使用しない 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

選定条件  コンクリート二次製品を使用する場合は補正を行う。 

標準設計図使用区分の選択 表 2 

標準設計図使用区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

使用する 1.0 0.7 0.7 0.7 1.0 1.0 1.0 

使用しない 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

選定条件  標準設計図を使用する場合は補正を行う。 

１．設計計画 表 3 

１．設計計画 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - 0.4 - - - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  水理条件を決定し、構造・規模・型式を決定する。 

２．水理構造計算 表 4 

２．水理構造計算 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - 0.6 0.6 - - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  構造・規模・型式決定の水理構造計算及び各種損失水頭の計算を行う。 

３．構造図作成 表 5 

３．構造図作成 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - 1.3 0.6 0.6 - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  構造一般図、構造詳細図、配筋図、鉄筋加工図等を作成する。 

４．数量計算 表 6 

４．数量計算 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - - 0.6 0.6 - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  土工、コンクリート、付帯施設等の詳細数量計算をする。 
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雑構造物（実施設計） SQ3180 －  施工単位 箇所 
 

５．工事仕様書 表 7 

５．工事仕様書 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - 0.4 - - - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  工事実施に必要な特別仕様書を作成する。 

６．工事費積算 表 8 

６．工事費積算 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - - 0.3 - - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  各工種の単価を作成し、概算工事費を算定する。 

７．点検照査とりまとめ 表 9 

７．点検照査とりまとめ 主技者 技師長 主技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

計上する - - - 0.3 - - - 

計上しない 0.0 - - - - - - 

標準作業内容  水理構造計算、数量計算の点検、図面の点検照査のとりまとめを行う。 

１．個別補正の入力 表 10 

１．個別補正設計計画 1 

２．個別補正の入力 表 11 

２．個別補正水理構造計算 1 

３．個別補正の入力 表 12 

３．個別補正構造図作成 1 

４．個別補正の入力 表 13 

４．個別補正数量計算 1 

５．個別補正の入力 表 14 

５．個別補正工事仕様書 1 

６．個別補正の入力 表 15 

６．個別補正工事費積算 1 

７．個別補正の入力 表 16 

７．個別補正点検照査とりまとめ 1 

 

（参 考） 

雑構造物（実施設計）質疑応答 

質       疑 応       答 

１．算出単位が「１箇所当り」となって 

  いるが、１箇所とはどういうことか。 

 

 

 

 

 

 

 

２．「標準設計図使用可能な場合は、水理 

  構造計算、構造図作成、数量計算の 

  歩掛を 20～30%減ずる」とあるが標 

  準値はあるか。 

 

３．上記等で歩掛を減じた場合の計算方 

  法を示せ。 

 

雑構造物には、各種の施設が含まれている 

が、同種類の施設（例えば洗い場）を一括 

して「１箇所」としている。 

ただし、同種類の施設であっても、水理構 

造計算、土工計算、数量計算が大きく変化す

る場合は、「１箇所」とみなさない。 

（例 洗い場１タイプ、直接小分水工２タ 

イプの場合、３箇所となる。） 

 

標準設計図の使用による作業の軽減の程 

度は各種条件で異なると考えられるが、 

当分の間 30%を標準とする。 

 

 

計算方法は以下の通りである。 

｛標準歩掛×（１－減じた率の合計）｝ 

  ×個別補正 
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暗渠排水用測量  －  施工単位 ha 
 

適 用 範 囲 踏査準備、補点設置、一筆田面標高測量、杭打、測距、水路底高測定及び製図に適用する。 

規 格  

摘 要 水準点設置は実情に応じ別途計上する。なお、水準点間隔は１ｋｍを標準とする。 

補助文内容 暗渠種別区分 

 

施工単価構成内訳 100ha 当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単位 単 価 備 考 

(1) 測量主任技師 内業  表 1 人  集水渠方式の時 

(2) 測量技師 外業  表 1 人   

(3) 測量技師 内業  表 1 人   

(4) 測量技師補 外業  表 1 人   

(5) 測量技師補 内業  表 1 人   

(6) 測量助手 外業  表 1 人   

(7) 測量助手 内業  表 1 人   

(8) 測量補助員   表 1 人   

(9) 図工(測量助手)   表 1 人   

(10) 木杭 4.5×4.5×60 ㎝  表 2 本  集水渠方式の時 

(11) ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ #300 0.9×20m  表 2 本  集水渠方式の時 

(12) 雑品 0.5%  0.005  Σ(10)～(11) 集水渠方式の時 

(13) レベル ３級  表 2 日   

(14) トータルステーション ２級  表 2 日  集水渠方式の時 

(15) 雑器材 0.5%  0.005  Σ(1)～(14)  

(16) ライトバン 1500cc  表 2 日  運転２時間 

(17) ガソリン   表 1*5.3 Ｌ  技師補外業日数*5.3 

(18) 合計      Σ(1)～(17) 

(19) 単価   1.0 ha  (18)/100.0 

 

選定項目表 

 

暗渠種別区分の選択（直接人件費・労務費） 表 1 

暗渠種別区分 測量主任技

師（内業） 

測量技師

（外業） 

測量技師

（内業） 

測量技師補

（外業） 

測量技師補

（内業） 

測量助手

（外業） 

測量助手

（内業） 

測量補

助員 

図工(測

量助手) 

集水渠方式 0.10 7.90 3.18 13.50 5.86 6.00 0.84 33.00 4.2 

直接排水方式 - 0.50 0.33 9.35 1.16 8.85 0.89 13.20 3.2 

 

暗渠種別区分の選択（材料費・機械経費・その他） 表 2 

暗渠種別区分 木杭 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ レベル ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ ﾗｲﾄﾊﾞﾝ 

集水渠方式 383.0 0.5 6.0 7.0 13.5 

直接排水方式 - - 8.85 - 9.35 

 

 
（参 考） 

  １．暗渠種別区分により下記の歩掛りを適用する。 

     集水渠方式 ：踏査準備，補点設置，一筆田面標高測量，杭打，測距，製図 

     直接排水方式：踏査準備，一筆田面標高測量，水路底高測定 

  ２．一筆田面標高測量には、既地形図を使用した田面標高図作成（トレース仕上げ）を含む。 

  ３．集水渠方式の補点設置は２ｈａ当り１点を標準とし、その精度は４級水準測量に準ずる。 

  ４．集水渠方式の製図は、測距の成果に基づく縦断図面の作成であり、トレース仕上げを含む。 

  ５．一区画当りの一筆田面標高の測定点数は２点を標準とする。 
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実施設計 ほ場整備（暗渠排水）  －  施工単位 ｈａ 
 

適 用 範 囲 ほ場整備の暗渠排水の実施設計に適用する。 

規 格  

摘 要  

補助文内容  

 

施工単価構成内訳 ２５ｈａ当たり算出 

名 称 規 格 コ ー ド 数 量 単 位 単 価 備 考 

(1) 主任技師 内業  表 1×表 2×表 3 人   

(2) 技師Ａ 内業  表 1×表 2×表 3 人   

(3) 技師Ｂ 内業  表 1×表 2×表 3 人   

(4) 技師Ｃ 内業  表 1×表 2×表 3 人   

(5) 技術員 内業  表 1×表 2×表 3 人   

(6) 合計      Σ(1)～(5) 

(7) 単価   1.0 ｈａ  (6)/25.0 

 

１．暗渠排水実施設計の作業項目・作業内容・歩掛内容                         表１ 

作業項目 

 

作 業 内 容 標準区画

率 

歩  掛  内  容 

主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 

1.現地踏査 

 

 

設計に先立ち現場調査及び監督員と

の現地打合せを行う。 

100％ ― 0.8 0.8 ― ― 

60％ ― 0.8 0.8 ― ― 

30％ ― 0.8 0.8 ― ― 

2.長短辺長の

判定 

 

長短辺長を確測図一時利用指定図か

ら読みとり整理する。 

100％ 0.1 0.2 1.3 ― 2.1 

60％ 0.2 0.3 1.5 ― 2.4 

30％ 0.3 0.4 1.6 ― 2.4 

3.標準ほ区設

計 

 

標準ほ区の設計、施工調書、標準設計

より配列タイプ、水閘タイプを決定す

る。 

100％ 0.2 0.6 0.6 ― ― 

60％ 0.2 0.6 0.6 ― ― 

30％ 0.2 0.6 0.6 ― ― 

4.端田ほ区設

計 

 

端田区の設計、吸集水渠の配置図及び

延長算出、水閘タイプを決定する。 

100％ 0.2 1.2 1.2 ― ― 

60％ 0.5 3.4 3.6 ― ― 

30％ 0.8 5.7 6.0 ― ― 

5.計画図作成 

 

 

マイラー原図に一時利用指定図、確測

図より白図を作成し標準ほ区、端田ほ

区の配置導水渠等を記入する。 

100％ ― 0.2 0.5 1.2 ― 

60％ ― 0.4 1.1 1.5 ― 

30％ ― 0.5 1.8 2.0 ― 

6.数量調書作

成 

 

タイプ別標準区、端田区の集計、水閘

タイプ別導水渠の数量計算を行う。 

100％ ― 0.3 0.4 4.7 4.4 

60％ ― 1.0 1.1 6.0 4.6 

30％ ― 1.7 1.8 7.5 4.7 

7.点検照査取

りまとめ 

 

点検照査とりまとめを行う。 100％ 0.2 1.8 1.8 ― ― 

60％ 0.4 2.0 2.0 ― ― 

30％ 0.6 2.3 2.5 ― ― 

 

２．暗渠排水実施設計の補正（面積による補正率）   表２ 

標準区画率 設  計  面  積 

１０ｈａ ２５ｈａ ５０ｈａ 

100～60％ 1.21 1.00 0.87 

  60～30％ 1.16 1.00 0.91 

  30～ 0％ 1.10 1.00 0.97 

（注１）標準区画率＝（標準区画水田面積／全体水田面積）×１００％ 

（注２）面積による補正は設計面積の比例配分によるものとする。 

（注３）設計面積が１０ｈａ以下、５０ｈａ以上の補正率は、１０ｈａ，５０ｈａの補正率とする。 
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実施設計 ほ場整備（暗渠排水）  －  施工単位 ｈａ 
 

３．個別補正の入力           表３ 

１．現地踏査 １．０ 

２．長短辺長の判定 １．０ 

３．標準ほ区設計 １．０ 

４．端田ほ区設計 １．０ 

５．計画図作成 １．０ 

６．数量調書作成 １．０ 

７．点検照査取りまとめ １．０ 
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４.東北独自積算参考歩掛 
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土地改良事業等請負工事の東北独自積算参考歩掛の制定について 

 

平成16年３月31日15北整第1275号(設) 

東北農政局整備部長から 

管内各事業（務）所長あて 

 

一部改正 平成17年３月31日16北整第1068号（設） 

一部改正 平成18年３月31日17北整第 992号（設） 

一部改正 平成21年３月31日20北整第1347号（設） 

一部改正 平成22年４月２日22北整第 205号（設） 

一部改正 平成23年３月31日22北整第1407号（設） 

一部改正 平成24年３月30日23北整第1751号    

一部改正 平成25年３月29日24北整第2277号 

一部改正 平成27年３月30日26北整第1758号 

 

このたび、「土地改良事業等請負工事の東北独自積算参考歩掛」を定めたので、参考とされたい。 
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土地改良事業等請負工事の東北独自積算参考歩掛 

 

第１ 土地改良事業等請負工事の東北独自積算参考歩掛の取扱い 

本東北独自積算参考歩掛は、全国的な調査事例が少ない等の理由により、東北農政局管内の調査事例を

基に参考としてまとめたもので、今後引き続き事例収集に努める歩掛として整理したものであり、当該工

事の内容及び条件等を十分に確認して適用するべき歩掛である。 

なお、本歩掛を適用した場合は、妥当性を検証するための歩掛調査を行うものとする。 

 

 

第２ 土地改良事業等請負工事の東北独自積算参考歩掛は、次の工種である。 

 

   ①水路用鉄筋コンクリートL形ブロック機械据付 

   ②ボックスカルバート機械据付（モルタル以外の目地の場合） 

   ③底盤グラウト（コンクリート二次製品水路） 

   ④目地材取付（コンクリート二次製品水路） 

   ⑤境界杭設置工（9㎝規格） 

   ⑥コンクリート（冬季割増） 
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① 水路用鉄筋コンクリートＬ形ブロック機械据付 

 

１．適用範囲 

 本歩掛は、水路用鉄筋コンクリ－トＬ形ブロック（4,000kg/個を超え5,000kg/個以下）を機械により据

付ける場合に適用する。 

 

２．施工概要 

  施工フロ－は、次図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

    （注） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

  

３．機種の選定 

 据付に使用する機械の機種・規格は、次表を標準とする。 

表 3．1 標準据付機械の機種及び規格 

ﾌﾞﾛｯｸ１個当たり質量 適用機種・規格 

4,000kgを越え 4,500kg 以下 
ラフテレーンクレーン 

排出ガス対策型（第 2次基準値） 油圧伸縮ジブ型 25t 吊 
4,500kgを越え 5,000kg 以下 

（注）１． 現場条件等により標準機種により難い場合は、現場条件に適合 

     した規格を計上する。 

   ２． ラフテレーンクレーンは賃料とする。 

 

４．施工歩掛 
  水路用鉄筋コンクリートＬ形ブロックの据付歩掛は、次表を標準とする。 

表 4．1 １日当たり標準据付量及び労務配置 

   ﾌﾞﾛｯｸ１個当たり 

    質   量（kg） 

１日当たり標準 

据付量（個／日） 

労務配置（人／日） 接合材 

料費率 世話役 特殊作業員 普通作業員 

4,000 を越え 4,500 以下 12 1.0 1.0 4.0 
1％ 

4,500 を越え 5,000 以下 11 1.0 1.0 4.0 

（注）１． 本歩掛は、据付に伴う材料の移動手間を含む。 

２． 接合にモルタルを使用する場合は、接合材料費として労務費の合計額に上表の率を乗じ

た金額を計上する。なお、モルタル以外の接合材を使用する場合は、材料費のみ別途計上す

る。 

３． 敷モルタル以外の据付調整材を使用する場合は、材料費のみ別途計上する。 
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５．単価表 

  （１）水路用鉄筋コンクリートＬ形ブロック 10個当たり据付単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役  人 労務数×10／Ｄ 表 4．1 

特 殊 作 業 員  〃 〃  〃 

普 通 作 業 員  〃 〃  〃 

Ｌ 形 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 材料呼称 個 10  

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 賃 料 表 3．1 日 10／Ｄ 表 3．1 

諸 雑 費  式 1 表 4．1 

計     

( 1 個 当 た り 単 価 )    計/ 10 

（注） Ｄ：１日当たり標準据付量 
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② ボックスカルバート機械据付（モルタル以外の目地の場合） 
 

１．適用範囲 

本歩掛は、ボックスカルバート（１ブロックを１部材で構成する製品（内空断面が台形タイプの物を

含む））を機械で据付ける場合に適用する。 

ただし、ＰＣ鋼材による縦締めが必要な場合には適用できない。 

 

 

２．施工概要 

 施工フローは、次図を標準とする。 

 （ＰＣ鋼材による縦締めを必要としない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

        基礎砕石、均しコンクリートは、必要に応じて計上する。 

 

 

３．機種の選定 

  使用する機械の機種・規格は、次表を標準とする。 
表 3.1 機種の選定 

製品１個当たり規格区分 ラフテレーンクレーン 

内空高 2.5ｍ以下 
排出ガス対策型（第２次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25t吊 

内空高 2.5ｍ超 
排出ガス対策型（第１次基準

値）油圧伸縮ジブ型 45t吊 
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４．施工歩掛 

  ボックスカルバートの据付歩掛は、下表を標準とする。 

 
表 4.1 製品長さが 1,000mmの歩掛区分 

              

              

              

              

              

    ① 

 

1.25＜B≦2.5 

1.25＜H≦2.5 

② 

 

2.5＜B≦3.75 

1.25≦H≦2.5 

  

      

      

      

              

              

              

              

 

 

 
表 4.2 製品長さが 1,500mm及び 2,000ｍｍの歩掛区分 

              

        ⑧ 

 

2.5≦B≦3.75 

2.5＜H≦3.75 

  

          

          

          

⑤ 

 

0＜B≦1.25 

1.25＜H≦2.5 

⑥ 

 

1.25＜B≦2.5 

1.25＜H≦2.5 

⑦ 

 

2.5＜B≦3.75 

1.25≦H≦2.5 

  

  

  

  

③ 

 

0＜B≦1.25 

0＜H≦1.25 

④ 

 

1.25＜B≦2.5 

0＜H≦1.25 

      

      

      

      

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

3.75 

 

 

2.50 

 

 

1.25 

 

 

0 

内
空
高 

Ｈ
（
ｍ
） 

      1.25      2.50     3.75 

内空幅 Ｂ（ｍ） 

      1.25      2.50     3.75 

内空幅 Ｂ（ｍ） 

3.75 

 

 

2.50 

 

 

1.25 

 

 

0 

内
空
高 

Ｈ
（
ｍ
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                  表 4.3 ボックスカルバート据付歩掛               （10ｍ当たり） 

製品規格 

（１個当たり） 
労 務 配 置 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸ

ﾚｰﾝ運転

日

（日） 

雑工種率（％） 
諸雑費率 

（％） 長さ 

（mm） 

世話役 

（人） 

特殊作業員 

（人） 

普通作業員 

（人） 
基礎砕石 均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

1,000 
① 1.7 1.1 3.5 0.7 20 49 

5 
② 3.2 2.0 6.7 1.5 17 44 

1,500 

④ 1.2 0.8 2.5 0.5 27 64 

6 
⑥ 1.6 1.0 3.3 0.6 22 53 

⑦ 2.5 1.6 5.2 0.9 23 60 

⑧ 3.7 2.3 7.7 1.3 14 38 

2,000 

③ 0.6 0.4 1.3 0.3 28 52 

9 
④ 

0.9 0.5 1.8 0.4 
37 88 

⑤ 27 56 

⑥ 1.1 0.7 2.4 0.6 29 69 

 （注） １． 歩掛は、据付に伴う材料の小運搬を含むものであり、床掘、埋戻、残土処理は含まない。 

２． 内空断面が台形タイプの場合やインバート形状の場合の内空高、内空幅は最大値とする。 

３． ラフテレーンクレーンは賃料とし、規格は表 3.1 による。 

     ４． 雑工種及び諸雑費は、労務費及び賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を計上する。 

        なお、雑工種及び諸雑費に含まれる内容は次のとおりとする。 

         ［雑工種（基礎砕石）］ 

           敷設・転圧労務、材料投入、締固め機械運転経費、砕石等材料費 

         ［雑工種（均しコンクリート）］ 

           打設・養生・型枠製作・設置・撤去労務、電力に関する経費、シュート・ホッパ・

バイブレータ損料、コンクリート、養生材、均し型枠材料費 

         ［諸雑費］ 

           レバーブロックの損料、敷モルタルの材料費 

     ５． 基礎砕石の敷均し厚は、20cm 以下を標準としており、これにより難い場合は別途計上する。 

     ６． 雑工種における材料は、種別・規格に関わらず適用できる。 

７． 本歩掛には、均しコンクリート型枠施工時の剥離材塗布及びケレン作業を含む。 

８． 接合材料費は別途計上する。 

 

 

５．単価表 

   （１）ボックスカルバート据付 10ｍ当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役  人  表 4．3 

特 殊 作 業 員  〃    〃 

普 通 作 業 員  〃    〃 

ボ ッ ク ス カ ル バ ー ト 内空幅×内空高×長さ 個   

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 賃 料 表 3．1 日  表 3．1、表 4．3 

雑 工 種 
基 礎 砕 石  式  表 4．3、必要に応じて計上 

均 し ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ  〃  〃  、必要に応じて計上 

諸 雑 費  〃   〃 

計     

( 1 ｍ 当 た り 単 価 )    計/ 10 
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③ 底盤グラウト（コンクリート二次製品水路） 
 

１．適用範囲 

 本歩掛は、コンクリート二次製品水路のモルタルによる底盤グラウトに適用する。 

 

２．施工概要 

  施工フロ－は、次図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

 

３．施工歩掛 

３－１ 編成労務 

  編成人員は、下表を標準とする。 

          表 3．1 労務配置        （人／日） 

世話役 特殊作業員 普通作業員 

1.0 2.0 3.0 

 

３－２ 日当たり施工量 

  グラウト材の注入打設における日当たり施工量（実注入量）は、下表を標準とする。 

          表 3．2 日当たり作業量      （１日当たり） 

種   別 単位 日当たり施工量 

グラウト注入打設 m3 2.73 

 

３－３ グラウト材料 

  グラウト材料は、下表を標準とする。 

 

                表 3．3 グラウト材料             (１㎥当たり) 

材  料 規  格 単位 生モルタル注入 手練モルタル注入 

生モルタル 1:2 m3 1.0 － 

セメント 25kg 袋入 ｔ － 0.58 

洗砂 荒目・細目 m3 － 0.68 

普通作業員  人 － 0.76 

     (注)1.モルタル手練に伴う材料の移動手間及び材料の計量を含む。 

       2.セメント及び洗砂の数量は、モルタル手練合わせに伴う材料損失量を含む。 
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３－４ 諸雑費 

諸雑費は、グラウトポンプ、グラウトミキサの損料及び発動発電機の賃料等にかかる費用であり、労

務費の合計額に次表の率を乗じた金額を計上する。 

表 3．4 諸雑費率       （％） 

諸雑費率 7 

 

３－５ 注入量 

注入量は、次式による。 

Ａ＝Ｂ×（１＋ｋ） [m3]……………… 式 3．5 

Ａ：注入量[m3] 

Ｂ：設計量[m3] 

ｋ：補正係数 

表 3．5 補正係数（ｋ） 

注入材料 モルタル 

補正係数 ＋0.05 

 

４．単価表 

  （１）底盤グラウト注入 10 ㎥当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

注 入 材 料 モルタル 1:2 m3 10×(1+k) 式 3．5 

世 話 役  人 労務数×10／Ｄ 表 3．1 

特 殊 作 業 員  〃 〃  〃 

普 通 作 業 員  〃 〃  〃 

諸 雑 費  式 1 表 3．4 

計     

( １ ㎥ 当 た り単 価 )    計/ 10 

（注） Ｄ：１日当たり標準施工量 
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④ 目地材取付（コンクリート二次製品水路） 
 

１．適用範囲 

本歩掛は、水路用鉄筋コンクリートＬ形ブロック、水路用鉄筋大型フリューム及びボックスカルバ

ート（コンクリート二次製品）の継目をプライマー（＋バックアップ材）、シール材（＋目地板）によ

り施工する場合に適用する。 

   

 

 ２．施工概要 

    施工フローは、次図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

       （注） 本歩掛は、目地材料費のみ算出するものである。 

 

 

３．施工歩掛 

    目地板取付の施工歩掛については、コンクリート二次製品水路（水路用鉄筋コンクリートＬ形ブ 

ロック、水路用鉄筋大型フリューム、ボックスカルバート）据付歩掛に含まれている。 

    また、伸縮目地施工に必要となる目地板の設置歩掛については、「標準歩掛３．コンクリート工 ⑥

コンクリート継目工」によるものとする。 

 

 

 ４．目地材使用量 

    目地材使用量は、次式による。 

 Ａ＝Ｂ×（１＋ｋ） ……………… 式 4．1 

Ａ：使用数量 

Ｂ：設計数量 

ｋ：補正係数 

                     表 4.1 補正係数（Ｋ） 

使用材料 補正係数 

プ ラ イ マ ー       ＋0.20 

バ ッ ク ア ッ プ 材 ＋0.11 

シ ー ル 材 ＋0.20 

 

５．単価表 

 （１）目地材取付 1箇所当たり単価表 

名  称 規 格 
単

位 
数 量 摘 要 

プ ラ イ マ ー  ℓ 設計量×(1+k) 式 4．1 

バ ッ ク ア ッ プ 材  ｍ 〃 〃 

シ ー ル 材  ℓ 〃 〃 

計     

   （注） プライマーの塗厚は 0.035［㎝］を標準とする。 
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６．参考図 
１．目地材断面図 

 

施工区

分 

目地材断面図 

ウレタン系シール材 シリコーン系シール材 

施工継

目 

(直線) 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 400 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 340 
 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 200 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 160 
 

施工継

目 

(曲線) 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 400 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 380 
 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 200 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 180 
 

伸縮継

目 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 400 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 500 
 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 260 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 316 
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施工

区分 

目地材断面図 

ウレタン系シール材 シリコーン系シール材 

伸縮

継目 

(底盤

現場

打部)  
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 400 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 460 
 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 260 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 299 
 

伸縮

継目 

(L 形 

ﾌﾞﾛｯｸ 

･大型 

ﾌﾘｭｰﾑ

＋現

場打

部) 
 

(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 400 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 480 
 

 
(1m当り数量) 

材  料 単位 数量 

プライマー ㎝ 2 260 

バックアップ材 ｍ 1.000 

シール材 ㎝ 3 307 
 

施工

継目 

(ﾎﾞｯｸ

ｽｶﾙﾊﾞ

ｰﾄ 

･直

線) 

 

※注

１ 

  

注１） ボックスカルバートの目地は、メーカー毎に異なるため上図は参考図とし、寸法についても目安となる範囲設

定である。よって、上図に示された寸法以外であっても適用出来ることとする。 

ただし、ボックスカルバートの目地施工に先立ち、事前に施工方法について承諾を得ること。 
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⑤ 境界杭設置工（９ｃｍ規格） 
 

１．適用範囲 

 本歩掛は、コンクリート境界杭設置（９ｃｍ規格）に適用する。 

 

２．施工概要 

  施工フローは次図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．施工歩掛 

表3．1 境界杭設置歩掛       （10本当たり） 

杭 規 格 世話役(人) 普通作業員(人) 

9×9㎝ 
100㎝未満 0.063 0.345 

100㎝以上 0.071 0.399 

（注）１． 杭は地表面より30㎝出すものとする。 

   ２． 土質が岩の場合には適用できない。 

   ３． 杭の設置に伴う簡易な測量、床掘、埋戻し及び杭の移動手

間を含む。 

   ４． 根固めを行う場合は0.042人／10本、ネームプレートを張る

場合は0.084人／10本を普通作業員の歩掛に加算する。 

   ５． 根固めは、コンクリート二次製品とする。 

表3．2 作業条件による補正値 

作 業 条 件 補正値 

良 好 杭の設置間隔が10m未満の場合 0.80 

不 良 
杭の設置間隔が傾斜部でかつ地山が固い場合 

設置間隔が50m以上の場合 
1.70 

普 通 上記の条件以外の条件 1.00 

 

４．単価表 

  （１）境界杭設置10本当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

用 地 境 界 杭  本 10  

ネ ー ム プ レ ー ト  枚 10 プレート張りの時 

根固めコンクリート ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品 基 10 根固めの時 

世 話 役  人  表3．1×表3．2 

普 通 作 業 員  〃     〃 

計     
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⑥ コンクリート（冬季割増） 

 
１．適用範囲 

本歩掛は、冬季割増補正を必要とする場合の次表に示す一般的な構造物のコンクリート打設に適用する。 

ダムコンクリート、トンネル覆工コンクリート、コンクリート舗装、消波根固めブロック、コンクリー

ト桁及び軽量コンクリート等の特殊コンクリート打設には適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

      （注） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

表 1．1 コンクリート構造物の分類 

構造物区分 コンクリート構造物の分類 

無筋構造物 
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物で

半重力式擁壁、均しコンクリート等 

鉄筋構造物 
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、

突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等 

小型構造物 
コンクリート断面積が１㎡以下の連続している側溝、笠コンクリート等コン

クリート量が１㎥以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等 

 

２．コンクリート打設工法の選定 

コンクリート打設工法の選定は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コン

クリート ２．コンクリート打設工法の選定」によるものとする。 

 

３．材料の使用量 

材料の使用量は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コンクリート ３．

材料の使用量」によるものとする。 

 

４．無筋・鉄筋構造物コンクリートポンプ車打設 

無筋・鉄筋構造物コンクリートポンプ車打設の適用範囲及び機種、施工歩掛については、「土地改

良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コンクリート ４．無筋・鉄筋構造物コンクリー

トポンプ車打設」によるものとする。 

 

５．無筋・鉄筋構造物人力打設 

無筋・鉄筋構造物人力打設歩掛は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コ

ンクリート  

５．無筋・鉄筋構造物人力打設」によるものとする。 

 

６．小型構造物人力打設 

小型構造物人力打設歩掛は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コンクリ

ート ７．小型構造物人力打設」によるものとする。 

打

設

準

備 

打

設 

締

固

め 

表

面

仕

上

げ 

養

生 
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７．冬季割増 

 ７－１冬季割増対象材料 

 次表の材料に対して冬季割増額を計上する。 
表 1.2 冬季割増対象材料 

材料 

生コンクリート（普通） 

生コンクリート（高炉 B） 

 ７－２冬季割増対象量 

   冬季割増の対象量は３．材料の使用量と同量を計上するものとする。 

 

８．単価表 

  （１）無筋・鉄筋構造物コンクリートポンプ車打設 10 ㎥当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役 
 

人 
 

 
標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 4．3 

特 殊 作 業 員  〃    〃 

普 通 作 業 員  〃    〃 

コ ン ク リ ー ト 
 

㎥ 
 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ式 3．1 

冬 季 割 増 表 1.2 ㎥  
数量はｺﾝｸﾘｰﾄと同数量

を計上 

コ ン ク リ ー ト 

ポ ン プ 車 運 転 
ブーム式 90～110 ㎥/ｈ ｈ 

 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 4．3 

養 生 工  式 １ 必要に応じ計上 

圧 送 管 組 立 ・撤 去 費  〃 １    〃 

諸 雑 費 
 

〃 １ 
標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 4．3 

計     

 

  （２）圧送管組立・撤去費 10 ㎥当たり単価表 

   圧送管組立・撤去費 10 ㎥当たり単価表は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 

③コンクリート ８．単価表 （２）圧送管組立・撤去 10 ㎥当たり単価表」を適用する。 

 

  （３）無筋・鉄筋構造物人力打設 10 ㎥当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役 
 

人 
 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 5．1 

特 殊 作 業 員  〃    〃 

普 通 作 業 員  〃    〃 

コ ン ク リ ー ト 
 

㎥ 
 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ式 3．1 

冬 季 割 増 表 1.2 ㎥  
数量はｺﾝｸﾘｰﾄと同数量

を計上 

養 生 工  式 １ 必要に応じ計上 

諸 雑 費 
 

〃 １ 
標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 5．1 

計     
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  （４）小型構造物人力打設 10 ㎥当たり単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役 
 

人 
 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 7．1 

特 殊 作 業 員  〃    〃 

普 通 作 業 員  〃    〃 

コ ン ク リ ー ト 
 

㎥ 
 標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ式 3．1 

冬 季 割 増 表 1.2 ㎥  
数量はｺﾝｸﾘｰﾄと同数量

を計上 

養 生 工  式 １ 必要に応じ計上 

諸 雑 費 
 

〃 １ 
標準歩掛ｺﾝｸﾘｰﾄ工③ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ表 7．1 

計     

 

  （５）機械運転単価表 

   機械運転単価表は、「土地改良事業等請負工事標準歩掛３．コンクリート工 ③コンクリート ８．単

価表 （６）機械運転単価表」を適用する。 
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2005570hi
テキストボックス
５．東日本大震災の被災地で適用する土地改良事業等請負工事の歩掛



（
別
紙
）
 
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す
る
土
地
改
良
事
業
等
請
負
工
事
の
歩
掛
（
平
成

25
年
９
月

1
2
日

25
農
振
第

12
89

号
農
村
振
興
局
整
備
部
長
通
知
）
一
部
改
正
新
旧
対
照
表

（
下
線
部
が
変
更
部
分

）
 

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す
る
標
準
歩
掛
（
改
正
後
）
 

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用

す
る
標
準
歩
掛
（
現
 
行
）
 

１
．
土
 

工
 

①
～
⑩
 
［
略
］

⑪
ブ
ル
ド
ー
ザ
敷
均
し
・
締
固

め

１
．
・
２
．［

略
］
 

３
．
施
工
歩
掛
 

各
作
業
の
施
工
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 表
3．

1 
 各

作
業
の

1
日
当
り
施
工
量
 

作
業

 
工

種
 

機
 

 
種

 
規

 
 

格
 

単
位

 
作

 
業

 
条

 
件

 

標
 

準
 

障
害

あ
り

 

敷 均 し ・ 締 固 め 

敷 均 し 

路
体

 

築
堤

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

ｍ
3
 

5
5
2 

2
8
0
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

7
8
4 

4
5
6
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
湿

地
1
6
t
級

 

4
4
8 

2
8
0
 

路
床

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

4
3
2 

2
2
4
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

6
1
6 

3
6
0
 

締 固 め

路
体

 

築
堤

 
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（第
2

次
基

準
値

）8

～
2
0t

 

〃
 

7
5
2

2
8
8
 

路
床

 
3
5
2

9
6
 

敷 均 し 締 固 め 

路
体

 

築
堤

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

〃
 

2
8
0

1
2
8
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

3
9
2

1
6
8
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
湿

地
1
6
t
級

 

2
3
2

1
0
4
 

路
床

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

1
6
8

8
8
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

2
4
0

1
0
4
 

埋
戻

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

2
8
0

1
2
8
 

１
．
土
 

工
 

①
～

⑩
 
［
略
］

⑪
ブ
ル
ド
ー
ザ
敷
均
し
・
締
固
め

１
．
・
２

．［
略
］
 

３
．
施
工

歩
掛
 

各
作
業
の
施
工
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 表
3．

1 
 各

作
業
の

1
日
当
り
施
工
量
 

作
業

 
工

種
 

機
 

 
種

 
規

 
 

格
 

単
位

 
作

 
業

 
条

 
件

 

標
 

準
 

障
害

あ
り

 

敷 均 し ・ 締 固 め 

敷 均 し 

路
体

 

築
堤

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

ｍ
3
 

5
5
2 

2
8
0
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

7
8
4 

4
5
6
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
湿

地
1
6
t
級

 

4
4
8 

2
8
0
 

路
床

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

4
3
2 

2
2
4
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

6
1
6 

3
6
0
 

締 固 め

路
体

 

築
堤

 
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（第
1

次
基

準
値

）8

～
2
0
t 

〃
 

1
,0

6
4

4
4
8
 

路
床

 
4
6
4

1
2
8
 

敷 均 し 締 固 め 

路
体

 

築
堤

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

〃
 

3
2
8

1
5
2
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

4
8
0

2
0
0
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
湿

地
1
6
t
級

 

2
7
2

1
2
8
 

路
床

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

1
9
2

1
0
4
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

2
8
8

1
2
0
 

埋
戻

 
ブ

ル
ド

ー
ザ

 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
1
5
t
級

 

3
2
8

1
5
2
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東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す
る
標
準
歩
掛
（
改
正
後
）
 

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用

す
る
標
準
歩
掛
（
現
 
行
）
 

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

3
9
2

1
6
8
 

（
注
）
 
［
略
］
 

４
．・

５
．
［
略
］
 

⑫
［
略
］

⑬
振
動
ロ
ー
ラ
締
固
め

１
．
［
略

］
 

２
．
施
工
歩
掛

 

各
作
業
の
施
工
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
2．

1 
 日

当
り
施
工
量
 

（
1
日
当
り
施
工
量
）
 

工
 

種
 

規
 

 
格

 
単

位
 

数
 

量
 

路
 

床
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

ｍ
3
 

6
2
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
3
4
 

路
 

体
 

築
 

堤
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

〃
 

6
9
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
4
0
 

埋
 

戻
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

〃
 

6
9
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
4
0
 

３
．
［
略
］
 

⑭
～
⑱
 
［
略
］

排
出

ガ
ス

対
策

型

（
第

1
次

基
準

値
）
普

通
2
1
t
級

 

4
8
0

2
0
0
 

 
 
（
注
）
 
［
略
］
 

４
．・

５
．
［
略
］
 

⑫
［

略
］

⑬
振
動
ロ
ー
ラ
締
固
め

１
．
［
略
］

 

２
．
施
工

歩
掛

 

各
作
業
の
施
工
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
2．

1 
 日

当
り
施
工
量
 

（
1
日
当
り
施
工
量
）
 

工
 

種
 

規
 

 
格

 
単

位
 

数
 

量
 

路
 

床
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

ｍ
3
 

8
0
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
4
4
 

路
 

体
 

築
 

堤
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

〃
 

9
6
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
5
6
 

埋
 

戻
 

排
出

ガ
ス

対
策

型
（
第

1
次

基
準

値
）
搭

乗
式

・
ｺ
ﾝ
ﾊ

ﾞｲ
ﾝ
ﾄﾞ

型
 

3
～

4
t 

〃
 

9
6
 

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ｶ
ﾞｲ

ﾄﾞ
式

 
0
.8

～
1
.1

t 
〃

 
5
6
 

３
．
［
略

］
 

⑭
～

⑱
 
［
略
］
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東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す
る
標
準
歩
掛
（
改
正
後
）
 

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用

す
る
標
準
歩
掛
（
現
 
行
）
 

８
．
 道

 
路
 
工
 

①
～
④
 
［
略
］

⑤
コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装
工

１
．［

略
］
 

２
．
２
層
仕
上
げ
の
場
合
 

２
－
１
・
２
－
２
 

[略
]
 

２
－
３
 
舗
装
工
 

舗
装
は
、
機
械
舗
設
を
標
準
と
す
る
が
、
施
工
量
が
少
な
い
場
合
、
交
差
点
、
す
り
つ
け
部
等
機
械
持
込
み
が
不
適
当
な
場
合
は
、
人
力

舗
設
と
す
る
。
 

２
－
３
－
１
 

[略
]
 

２
－
３
－
２
 
舗
設
歩
掛
 

舗
設
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
2．

2 
舗
設
歩
掛
 

 
（
10
0ｍ

2 当
り
）
 

名
 

 
称

 
単

位
 

機
 

械
 

舗
 

設
 

人
 

力
 

舗
 

設
 

１
車

 
２

車
 

敷
設

厚
20

㎝
以

上
 

敷
設

厚
2
0
㎝

未
満

 

世
話

役
人

0
.9

0
0
.8

1 
1
.7

3 
1
.2

0
 

特
殊

作
業

員
 

〃
 

2
.8

0 
1
.2

4 
5
.3

9 
3
.7

2
 

普
通

作
業

員
 

〃
 

6
.2

9 
3
.3

1 
1
0
.2

6 
7
.0

9
 

左
官

〃
 

－
 

0
.7

3 
―

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ス
プ

レ
ッ

ダ
運

転
 

h
r 

1
.5

8 
1
.4

6 
―

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

フ
ィ

ニ
ッ

シ
ャ

運
転
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転
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フ
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転

 
日

 
0
.1

3 
-
 

―
 

諸
雑

費
率

 
％

 
1
8
 

2
0 

1
8
 

2
7 

(
注
) 

［
略
］
 

２
－
３
－
３
 

[略
]
 

２
－
４
 
［
略
］
 

２
－
５
 
［
略
］
 

３
．［

略
］
 

⑥
～
⑩
 
［
略
］

８
．
 道

 
路
 
工
 

①
～

④
 
［
略
］

⑤
コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装
工

１
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２
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２
層
仕
上
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の
場
合
 

２
－
１
・
２
－
２
 
[略

] 

２
－
３
 
舗
装
工
 

舗
装
は
、
機
械
舗
設
を
標
準
と
す
る
が
、
施
工
量
が
少
な
い
場
合
、
交
差
点
、
す
り
つ
け
部
等
機
械
持
込
み
が
不
適
当
な
場
合
は
、
人
力

舗
設
と
す
る
。
 

２
－
３
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１
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略
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－
３
－
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舗
設
歩
掛
 

舗
設
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
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表
2．

2 
舗
設
歩
掛
 

 
（
10
0ｍ

2 当
り
）
 

名
 

 
称

 
単

位
 

機
 

械
 

舗
 

設
 

人
 

力
 

舗
 

設
 

１
車

 
２

車
 

敷
設

厚
20

㎝
以

上
 

敷
設

厚
2
0
㎝

未
満

 

世
話

役
人

0
.9

0
0
.7

8 
1
.7

3 
1
.2

0
 

特
殊

作
業

員
 

〃
 

2
.8

0
 

2
.4

0 
5
.3

9 
3
.7

2
 

普
通

作
業

員
 

〃
 

6
.2

9
 

5
.4

1 
1
0
.2

6 
7
.0
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〃
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8
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―
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ー
ン

ク
レ

ー
ン

運
転

 
日

 
0
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3 
―
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雑

費
率

 
％
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2
0 
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2
7 

(
注
)
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］
 

２
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３
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略
] 

２
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３
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～
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（
別
紙
）
 
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す
る
土
地
改
良
事
業
等
請
負
工
事
の
歩
掛
（
平
成

25
年
９
月

1
2
日

25
農
振
第

12
89

号
農
村
振
興
局
整
備
部
長
通
知
）
一
部
改
正
新
旧
対
照
表

（
下
線
部
が
変
更
部
分

）
 

東
日
本
大
震
災
の
被

災
地
で
適
用
す
る
積
算
参
考
歩
掛
（
改
正
後
）
 

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
適
用
す

る
積
算
参
考
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掛
（
現
 
行
）
 

２
．
共
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①
石
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発
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［
削

る
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１
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～
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．
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２
．
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工
 

①
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．
・
２
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］

 

３
．
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３
－
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・
３
－
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は
、

次
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と
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。

 

表
3．
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胴
込
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リ
ー
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投
入
打
設
歩
掛
 

（
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㎡
当
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）
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称
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玉
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控
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5
0
㎜
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0
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作
業

員
 

人
 

0
.1

7
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.2

0
0
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3
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0
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.3

6
0
.4

6
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員
 

〃
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は
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次
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と
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る
。
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込
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掛
 

 
（
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備
 

 
考

 

特
殊
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員
人

2
.0

0
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Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興
事業等における積算方法

H27統合版（公表用）



Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法

１．東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する工事請負契約書

第２５条第６項の運用について【ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ】（契約課ＨＰ）…………… Ⅵ－ １

２．東日本大震災の復旧復興事業等における積算方法等に

関する試行について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－２９

３．施工箇所が点在する工事の間接費の積算について（農村振興課ＨＰ） ……… Ⅵ－３３

４．工事請負契約締結後における単価適用年月変更の

運用基準（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－４４

５．東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算

基準及び設計単価の適用年月日について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－４６

６．平成２５年度土地改良事業等請負工事積算基準の

一部改正について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－５０

７．コンクリートに使用するセメントについて（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－５３

８．工事請負契約書第２５条第５項の運用の拡充について

【単品ｽﾗｲﾄﾞ】（農村振興課・契約課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－５４

９．遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用について

（農村振興課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－６５

10．被災地以外からの労働者確保に要する間接費の

設計変更の運用について（農村振興課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－７４

11．東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置の

積算方法等に関する試行について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－８５

12．土砂等建設資材を供給元で取引する場合の

積算の取扱いについて（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－９４

※ 本資料については，平成２７年７月末日現在の基準であり，今後改定・追加されること

があるので注意して使用すること。
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【職員用】

NO

NO

NO

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

諸手続を行い
認定（設計変更）

(請求から７日以内）

○遠隔地からの資材調達に係る設計
変更の運用について

平成24年10月2日付け　農村号外

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓

○土砂等建設資材を供給元で取引する場合の
積算の取扱いについて

平成25年11月29日付け　事管号外

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓

○被災地以外からの労働者確保に要する
間接費の設計変更の運用の一部改定について

平成27年4月20日付け　農村号外

諸手続＋出来高検査を
行い認定（設計変更）

（協議開始から14日以内）

○東日本大震災の復旧復興事業実施期における
設計単価の適用年期日について（改定）

平成27年3月11日付け　事管号外
前月単価及び前月積算
基準(歩掛)で積算書作成

http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/318813.pdf

コンクリート
使用の有無

ＹＥＳ

被災地適用歩掛りで
積算書作成

　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/221008.pdf

○コンクリートに使用するセメントについて
平成25年4月25日付け　事管号外

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/120625.pdf

Ｈ２７年８月

機械経費の補正

○東日本大震災の復旧・復興事業等における
積算方法等に関する試行について
平成26年2月5日付け　農村号外

間接工事費の補正（率）

関係通知文書名及び参照イントラ等START

○平成２７年度土地改良事業等請負工事
積算基準の一部改定について

平成26年3月32日付け　農村号外

諸手続＋出来高検査を
行い認定（設計変更）

（協議開始から14日以内）

○請負契約締結後における単価適用年月
変更の運用について

平成24年8月15日付け　出契号外

http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/246250.pdf

○施工箇所が点在する工事の間接費の
積算運用について（拡充）

平成24年11月29日付け　農村号外
施工箇所の
点在の有無

ＹＥＳ

消費税率
改定適用

ＹＥＳ

　　　　　↓　契約課ホームページ　↓

ＹＥＳ 残工期が
２ヶ月以上

ＹＥＳ

公告・開札・契約締結

契約月単価に
変更契約

インフレスライド
請求

ＹＥＳ 残工期が
２ヶ月以上

単品スライド
請求

ＹＥＳ

全体スライド
請求

ＹＥＳ 債務工事で
契約から１年

経過

対象資材
土砂・採石・捨石

被覆材等

取引元での引渡単価は
受注者の証明資料（領
収書・取引伝票等）に

より決定

ＹＥＳＹＥＳ

ＹＥＳ

宮城県における東日本大震災に係る工事費積算の特例措置及びその対応

遠隔地からの
資材輸送の

協議

ＹＥＳ 遠隔地から
資材輸送の
理由が明確

ＹＥＳ 資材搬入前に
協議・承認を行い

設計変更 http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/109664.pdf

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk-tanpin-suraid.html

最終変更契約（精算）

被災地外から
労働者確保

協議

ＹＥＳ 証明書類の
妥当性を確認

ＹＥＳ 支払い全ての証明書類
に基づき間接費率分を
差引いて設計変更

土砂等建設資材
を供給元での取引

協議

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/254817.pdf

http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/221009.pdf

○工事請負契約書第２５条第５項の
運用の拡充について

平成25年6月25日付け　事管号外

○消費税等の改定に伴う建設工事等の
入札・契約事務の取扱いについて

平成24年3月2日付け　出契第1373号

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/120527.pdf

○工事請負契約書第２５条第６項の運用について
平成24年3月2日付け　出契第1373号

契約課行政イントラ　　建設工事：その他【26～28】

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk106l.html

　　　　　↓　農村振興課・契約課ホームページ　↓

http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/236451.pdf

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/236172.pdf

○東日本大震災の復旧・復興事業における労働者
宿舎設置の積算方法等に関する試行について

平成25年10月23日付け　農村号外

　　　　　↓　農村振興課ホームページ　↓
http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/109664.pdf

普通ポルトランド

セメントを標準

間接工事費の補正

H26.2.5_係数の改定

共通仮設費 1.5

現場管理費 1.2

H27.2.1

労務設計単価の改定

H26.2.3

簡素化

H25.10.23

宿舎設置

の試行

H26.3.31迄に引渡し

を受けないものは８％

適用期間

～H27.3.31→H28.3.31

H26.4.1_補正率の改定

3%割増→5%割増

H27統合版（公表用）
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東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する工事請負契約書第２５条第６項の
運用について

東日本大震災において特に被災の大きい三県（宮城県，岩手県及び福島県。以下「被災
三県」という｡）における賃金等の急激な変動に対処するため，工事請負契約書（平成８
年宮城県告示第４１２号）（以下「契約書」という｡）第２５条第６項について，下記のと
おり運用することとする。

記
１ 適用対象工事

(1) 被災三県で実施されている工事であること。
(2) 契約書第２５条第６項の請求は，２(3)に定める残工期が２(2)に定める基準日から

２か月以上あること。
(3) 発注者及び請負者によるスライドの適用対象工事の確認時期は，賃金水準の変更が

なされた時（賃金水準の変更が入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から
契約締結の日までの間になされたものにあっては，契約を締結した時）とする。

２ 請求日及び基準日等について
請求日及び基準日等の定義は，以下のとおりとする。

(1) 請求日：スライド変更の可能性があるため，発注者又は請負者が請負代金額の変更
の協議（以下「スライド協議」という｡）を請求した日とする。

(2) 基準日：請求があった日から起算して，１４日以内で発注者と請負者とが協議して
定める日とし，請求日とすることを基本とする。

(3) 残工期：基準日以降の工事期間とする。
３ スライド協議の請求

発注者又は請負者からのスライド協議の請求は，書面により行うこととし，その期限
は直近の賃金水準の変更から，次の賃金水準の変更がなされるまでとする。

４ 請負代金額の変更
(1) 賃金水準又は物価水準の変動による請負代金額の変更額（以下「スライド額」とい

う｡）は，当該工事に係る変動額のうち請負代金額から基準日における出来形部分に
相応する請負代金額を控除した額の１００分の１に相当する金額を超える額とする。

(2) 増額スライド額については，次式により行う。
Ｓ増＝［Ｐ２－Ｐ１－（Ｐ１×１／１００）］

この式において，Ｓ増，Ｐ１及びＰ２は，それぞれ次の額を表すものとする。
Ｓ増：増額スライド額
Ｐ１：請負代金額から基準日における出来形部分に相応する請負代金額を控除した

額
Ｐ２：変動後（基準日）の賃金又は物価を基礎として算出したＰ１に相当する額

（Ｐ＝Σ（α×Ｚ），α：請負比率（当初請負代金額／当初設計額），Ｚ：発注者積算額）

(3) 減額スライド額については，次式により行う。
Ｓ減＝［Ｐ２－Ｐ１＋（Ｐ１×１／１００）］

この式において，Ｓ減，Ｐ１及びＰ２は，それぞれ次の額を表すものとする。
Ｓ減：減額スライド額
Ｐ１：請負代金額から基準日における出来形部分に相応する請負代金額を控除した

額
Ｐ２：変動後（基準日）の賃金又は物価を基礎として算出したＰ１に相当する額

（Ｐ＝Σ（α×Ｚ），α：請負比率（当初請負代金額／当初設計額），Ｚ：発注者積算額）

(4) スライド額は，労務単価，材料単価，機械器具損料並びにこれらに伴う共通仮設費，
現場管理費及び一般管理費等の変更について行われるものであり，歩掛の変更につい
ては考慮するものではない。

５ 残工事量の算定
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(1) 基準日における残工事量を算定するために行う出来形数量の確認は，数量総括表に
対応して出来高確認を行うものとすること。

(2) 基準日までに変更契約を行っていないが先行指示されている設計量についても，基
準日以降の残工事量についてはスライドの対象とすること。

(3) 現場搬入材料については，認定したものは出来形数量として取り扱うこと。
また，下記の材料等についても出来形数量として取り扱うことができるものとする。

イ 工場製作品については，工場での確認又はミルシート等で在庫確保が証明できる
材料

ロ 基準日以前に配置済みの現地据付型の建設機械及び仮設材料等（架設用クレーン，
仮設鋼材など）

ハ 契約書にて工事材料契約の完了が確認でき，近隣のストックヤード等で在庫確認
が可能な材料

(4) 数量総括表で一式明示した仮設工についても出来形数量の対象とできる。
(5) 出来形数量の計上方法については，発注者側に換算数量がない場合は，請負者側の
当該工種に対する構成比率により出来形数量を算出してもよい。

(6) 請負者の責めに帰すべき事由により遅延していると認められる工事量は，増額スラ
イドの場合は，出来形部分に含めるものとし，減額スライドの場合は，出来形部分に
含めないものとする。

６ 物価指数
発注者は，積算に使用する単価を用いた変動率を物価指数とすることを基本とする。

なお，請負者の協議資料等に基づき双方で合意した場合は別途の物価指数を用いること
ができる。

７ 変更契約の時期
スライド額に係る契約変更は，精算変更時点で行うことができる。

８ 適用，請求日及び基準日の特例
本運用施行日以前の平成２４年２月２０日の賃金水準の変更に適用できる。平成２４

年２月２０日の賃金水準の変更に基づき契約書第２５条第６項の規定に基づくスライド
協議を実施する工事については，その請求に必要な準備期間を考慮して，基準日はその
賃金水準の変更がなされた日（平成２４年２月２０日）とする。なお，スライド協議の
請求は本運用施行日から１か月以内とする。

９ 全体スライド及び単品スライド条項の併用
(1) 契約書第２５条第１項から第４項までに規定する全体スライド条項に基づく請負代
金額の変更を実施した後であっても，本運用によるスライドを請求することができる。

(2) 本運用に基づき請負代金額の変更を実施した後であっても，契約書第２５条第５項
に規定する単品スライド条項に基づく請負代金額の変更を請求することができる。

附 則
この運用は，平成２４年３月２日から施行する。

附 則
この運用は，平成２４年３月２１日から施行する。
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なお，入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から契約締結日までの間に
賃金水準が変更になった工事も対象となる。

注：入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から契約締結日までの間に賃金水準
が変更になった工事も対象となる。
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様式３－２（第25条第６項関係）

第 号

平成 年 月 日

（請負者） 殿

(発注者） 印

工事請負契約書第25条第６項の請負代金の変更について（通知）

平成 年 月 日付けで請求があった工事請負契約書第25条第６項の規定に基づく請負代金

額の変更について，同条７項の規定に基づき，下記のとおりとします。

記

１ 工 事 番 号

２ 工 事 名

３ スライド変更適否 スライドの適用が認められない

４ 理 由 スライド額が対象工事費の１％を超えないため

Ⅵ－18
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（
賃
金
又
は
物
価
の
変
動
に
基
づ
く
請
負
代
金
額
の
変
更
）

第
2
5
条
　

甲
又
は
乙
は
、
工
期
内
で
請
負
契
約
締
結
の
日
か
ら
1
2
月
を
経
過
し
た
後
に
日
本
国
内
に
お
け
る
賃
金
水
準
又
は
物
価

水
準
の
変
動
に
よ
り
請
負
代
金
額
が
不
適
当
と
な
っ
た
と
認
め
た
と
き
は
、
相
手
方
に
対
し
て
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
甲
又
は
乙
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
変
動
前
残
工
事
代
金
額
（
請
負
代
金
額
か
ら
当
該
請
求
時

の
出
来
形
部
分
に
相
応
す
る
請
負
代
金
額
を
控
除
し
た
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
変
動
後
残
工
事
代
金
（
変
動
後
の
賃

金
又
は
物
価
を
基
礎
と
し
て
算
出
し
た
変
動
前
残
工
事
代
金
額
に
相
応
す
る
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
の
差
額
の
う
ち

う
ち
変
動
前
残
工
事
代
金
額
の
10
0
0
分
の
1
5
を
超
え
る
額
に
つ
き
、
請
負
代
金
額
の
変
更
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
　
　

３
変
動
前
残
工
事
代
金
額
及
び
変
動
後
残
工
事
代
金
額
は
、
請
求
の
あ
っ
た
日
を
基
準
と
し
、
物
価
指
数
等
に
基
づ
き

甲
乙
　

協
議
し
て
定
め
る
。
た
だ
し
、
協
議
開
始
の
日
か
ら
1
4
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
甲
が
定
め
、
乙
に

通
知
す
る
。
　

 
４

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
は
、
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
請
負
代
金
額
の
変
更
を
行
っ
た
後
再
度
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
１
項
中
「
請
負
契
約
締
結
の
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
直
前
の
本
条
に
基
づ
く
請
負
代
金
額
変
更
の

基
準
と
し
た
日
」
と
す
る
も
の
と
す
る
。

５
特
別
な
要
因
に
よ
り
工
期
内
に
主
要
な
工
事
材
料
の
日
本
国
内
に
お
け
る
価
格
に
著
し
い
変
動
を
生
じ
、
請
負
代
金
額
が

不
適
当
と
な
っ
た
と
き
は
、
甲
又
は
乙
は
、
前
各
号
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

６
予
期
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
特
別
の
事
情
に
よ
り
、
工
期
内
に
日
本
国
内
に
お
い
て
急
激
な
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
又
は
デ

フ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
生
じ
、
請
負
代
金
額
が
著
し
く
不
適
当
と
な
っ
た
と
き
は
、
甲
又
は
乙
は
、
前
各
項
の
定
め
に
か
か
わ
ら

ず
、
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

７
前
２
項
の
場
合
に
お
い
て
、
請
負
代
金
額
の
変
更
額
に
つ
い
て
は
、
甲
と
乙
と
が
協
議
し
て
定
め
る
。
た
だ
し
、
協
議
開

始
の
日
か
ら
1
4
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
甲
が
定
め
、
乙
に
通
知
す
る
。

　
８

第
３
項
及
び
前
項
の
協
議
開
始
の
日
に
つ
い
て
は
、
甲
が
乙
の
意
見
を
聴
い
て
定
め
、
乙
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
甲
が
第
１
項
、
第
５
項
又
は
第
６
項
の
請
求
を
行
っ
た
日
又
は
受
け
た
日
か
ら
７
日
以
内
に
協
議
開
始
の
日
を
通

知
し
な
い
場
合
に
は
、
乙
は
、
協
議
開
始
の
日
を
定
め
、
甲
に
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

宮
城
県
「
工
事
請
負
契
約
書
」
第
２
５
条
（
ス
ラ
イ
ド
条
項
）

全
体

ス
ラ
イ
ド

単
品

ス
ラ
イ
ド

イ
ン
フ
レ

ス
ラ
イ
ド

参
考

資
料

①
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項
目

全
体

ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
１
項

か
ら
第

４
項

）

単
品

ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
５
項

）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
６
項

）

※
１
本
運
用
の

措
置

内
容

適
用

対
象

工
事

工
期
が
1
2
か
月
を
超
え
る
工
事

但
し
、
残

工
期

が
2
か

月
以

上
あ
る
工

事

（
比

較
的

大
規

模
な
長

期
工

事
）

す
べ
て
の
工

事

（
運

用
施
行
日

時
点

で
継

続
中

の
工
事

　
及
び
新
規
契
約
工
事
）

す
べ
て
の
工

事

但
し
、
残

工
期

が
2
か

月
以

上
あ
る
工

事

（
本
運
用
施
行

日
時

点
で
継

続
中

の
工

事
　
及
び
新
規
契
約
工
事
(※
２
）
）

条
項

の
趣
旨

比
較

的
緩

や
か

な
価

格
水

準
の

変
動

に
対

応
す
る
措

置
特
定
の
資
材
価
格
の
急
激
な
変
動
に
対

応
す
る
措

置
急

激
な
価

格
水

準
の

変
動

に
対

応
す
る

措
置

請
負

額
変

更

の
方
法

対
象

請
負
契
約
締
結
の
日
か
ら
1
2
か
月
経
過
後

の
残
工
事
量
に
対
す
る
資
材
、
労
務
単
価

等

部
分

払
い
を
行

っ
た
出

来
高

部
分

を
除

く
全

て
の

資
材

（
鋼

材
類

、
燃

料
油

類
等

）
宮
城

県
に
お
い
て
、
賃
金
水
準
の
変
更
が

な
さ
れ

た
日

以
降

の
残
工
事
量
に
対
す
る

資
材

、
労

務
単

価
等

請
負
者

の
負
担

残
工

事
費

の
１
．
５
％

対
象

工
事

費
の

１
．
０
％

（
但

し
、
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ

イ
ド
と
併

用
の

場
合

、
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
に
お
け
る
負

担
は

な
し
）

残
工

事
費

の
１
．
０
％

（
2
9
条

「
天

災
不

可
抗

力
条

項
」
に
準

拠
し
、

建
設

業
者

の
経

営
上

最
小

限
度

必
要

な
利

益
ま
で
損

な
わ

な
い
よ
う
定

め
ら
れ

た
「
１
％

」
を
採

用
）

再
ス
ラ
イ
ド

可
能

（
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
後

、
1
2
か

月
経

過
後

に
適

用
可

能
）

な
し

（
部

分
払

い
を
行

っ
た
出

来
高

部
分

を
除

い
た
工

期
内

全
て
の

資
材

を
対

象
に
、
精

算
変

更
契

約
後

に
ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出
す

る
た
め
、
再

ス
ラ
イ
ド
の

必
要

が
な
い
）

可
能

（
宮
城
県

に
お
い
て
、
賃
金
水
準
の
変
更
が

な
さ
れ

る
都

度
、
適
用
可
能
）

こ
れ

ま
で
の

事
例

ほ
ぼ
経
年
的
に
あ
り

平
成
2
0
年
に
運
用
通
知

昭
和
4
9
年

（
第

1
次

石
油

危
機

当
時

）

価
格
変
動
が
・
・
・

●
通
常
合
理
的
な
範
囲
内
で
あ
る
場
合
に
は
、
請
負
契
約
で
あ
る
こ
と
か

ら
リ
ス
ク
は
請
負

者
が

負
担

●
通
常
合
理
的
な
範
囲
を
超
え
る
場
合
に
は
、
請
負
者
の
み
の
リ
ス
ク
負
担
は
不
適
切

ス
ラ
イ
ド
条
項
に
つ
い
て
（
契
約
書
第

25
条

）
参
考
資
料
②
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※１　本運用とは，「東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する工事請負契約書第25条第６項の運用について」（平成24年3月2日付け出契第1373号）をいう。※２　入札公告等の翌日から契約締結日までの間に賃金水準が変更になった工事も含む。



請
負

額

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（
工

事
請

負
契

約
書

第
２
５
条

第
６
項

）

残
工

事

契
約

日
基

準
日

工
期

末

残
工

期
２

か
月

以
上

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
０
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
０
％

の
場

合
の
み
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

参
考

資
料

③

請
求

日

１
４
日

以
内

出
来

高

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
６
項
）
導
入
当
初
の
緩
和
措
置

出
来

高
残

工
事

契
約

日
請
求
日

賃
金
水
準

の
変

更
日

工
期
末

　
　

　
 １

か
月

以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負

額

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
０
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
０
％

の
場

合
の
み
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

賃
金
水
準

の
変

更
日

（
発

注
者
請
負
者

協
議

）

次
の
賃

金
水

準
の
変

更
日

ま
で

＝
（基

準
日

）

（
基

本
）

施
行
日
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参
考

資
料

④

（
参
考
）
全
体
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
１
項
～
第
４
項
）

出
来

高
残

工
事

契
約
日

請
求

日
基

準
日

工
期
末

１
２

か
月

以
上

１
４
日

以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負

額

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

全
体

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
５
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
５
％

の
場

合
の
み
全

体
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

請
負

額

契
約
日

請
求

日
工

期
末

主
要

材
料

の
変

動
額

（
Ａ
）

（
材

料
費

の
み

を
対

象
）

（
参
考
）
単
品
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
５
項
）

対
象
資
材
：
部
分
払
い
を
行
っ
た
出
来
高
部
分
を
除
く

全
て
の
資
材
（
鋼
材
類
、
燃
料
油
類
等
）

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
Ａ
ー
Ｃ
×
１
％

た
だ
し
、
A
＞

Ｃ
×

１
％

の
場

合
の
み
、
単

品
ス
ラ
イ
ド

の
適

用
可

能
既
済
部
分
（
検
査
済
）

対
象

工
事

（
変
動
前
対
象
工
事
額
：
Ｃ
）

残
工

期
２

か
月

以
上

適
用

開
始

日

Ⅵ－25
H27統合版（公表用）



A
1

出
来

高
残

工
事

契
約

日
工

期
末

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負
額
（
Ｂ
）

（
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の

工
事

額
：
b）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
額

（
c）

主
要

材
料

の
変

動
額

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
（
Ａ
１
＋

Ａ
2
）

ー
a
×

１
.0
％

A
2

賃
金

水
準

の
変

更
日

＝
（
基

準
日

）
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
開

始
日

（
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の
み
の

工
事
額

（a
）

ａ
×

１
％

ｂ
×

１
％

た
だ
し
、

Ａ
鋼

１
＋
Ａ

鋼
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

Ａ
油

１
＋
Ａ

油
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

と
な
る
資

材
（
Ａ

鋼
、
Ａ

油
）の

み
が
対
象

Ａ
2に

つ
い
て
は

請
負

者
負

担
無

し
Ａ

2に
つ
い
て
は

、
変

動
前

の
単

価
を
イ

ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

と
し

て
単

品
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出

対
象
工
事
費
に
は
、
イ
ン
フ
レ

ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
額

（
ｂ
×
1
.0
％

）

単
品

ス
ラ
イ
ド
の
み
の
適

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
と
の
併

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

（
参

考
）
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
と
単
品
ス
ラ
イ
ド
の
併
用

・
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
を
併

用
し
た
期

間
は

、
①

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

変
動

前
の

単
価

は
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

②
単

品
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
は

な
し

・
単

品
ス
ラ
イ
ド
は

、
変

動
額

が
対

象
工

事
費

（
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む
）
の

１
％

以
上

変
動

し
て
い
る
場

合
に

発
動
可
能

参
考

資
料

⑤
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（
参

考
）
全

体
ス
ラ
イ
ド
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
の

併
用 A

1

出
来

高
残

工
事

契
約

日
工

期
末

１
２

か
月

以
上

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負
額
（
Ｂ
）

（
全

体
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の

工
事

額
：
b）

全
体

ス
ラ
イ
ド
額

（
c）

主
要

材
料

の
変

動
額

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
（
Ａ
１
＋

Ａ
2
）

ー
a
×

１
.0
％

A
2

全
体

ス
ラ
イ
ド

基
準

日
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
開

始
日

（
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の
み
の

工
事
額

（a
）

ａ
×

１
％

ｂ
×

１
．
５
％

た
だ
し
、

Ａ
鋼

１
＋
Ａ

鋼
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

Ａ
油

１
＋
Ａ

油
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

と
な
る
資

材
（
Ａ

鋼
、
Ａ

油
）の

み
が
対
象

Ａ
2に

つ
い
て
は

請
負

者
負

担
無

し
Ａ

2に
つ
い
て
は

、
変

動
前

の
単

価
を
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

と
し
て

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出

対
象

工
事

費
に
は

、
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む

全
体

ス
ラ
イ
ド
の
請
負
者
負

担
額
（
ｂ
×
1
.5
％
)

単
品

ス
ラ
イ
ド
の
み
の
適

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

全
体

ス
ラ
イ
ド
と
の
併

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
．
５
％

・
全

体
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
を
併

用
し
た
期

間
は

、
①

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

変
動

前
の

単
価

は
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

②
単

品
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
は

な
し

・
単
品
ス
ラ
イ
ド
は
、
変
動
額
が
対
象
工
事
費
（
全
体
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む
）
の
１
％

以
上

変
動

し
て
い
る
場

合
に
発

動
可
能

参
考

資
料

⑥
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【
基

本
】

①
工

期
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

が
あ
っ
た
場

合

②
入

札
・
契

約
期

間
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

が
あ
っ
た
場

合

完
成

期
限

イ
ン

フ
レ

ス
ラ

イ
ド

対
象

入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事

次
の

賃
金

水
準

の
変

更
日

ま
で

入
札

公
告

等
賃

金
水

準
の

変
更

日
契

約
日

請
求

日
基

準
日

１
４
日
以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

入
札

公
告

等
契

約
日

賃
金

水
準

の
変

更
日

請
求

日
基

準
日

完
成

期
限

（
H
2
4
.2
.2
0
の

賃
金

水
準

変
更

の
場

合
も
同

じ
）

入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事

次
の

賃
金

水
準

の
変

更
日

ま
で

１
４
日
以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

イ
ン

フ
レ

ス
ラ

イ
ド

対
象

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
概

要
（
そ
の

２
）

平
成

2
4
年

3
月

2
1
日

宮
城

県

【
導

入
当

初
特

例
】

③
工

期
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

(H
2
4
.2
.2
0
)が

あ
っ
た
場

合

残
工

期
２

か
月

以
上

完
成

期
限

H
2
4
.2
.2
0

賃
金

水
準

の
変

更
日

１
か

月
以

内

入
札

公
告

等
契

約
日

基
準

日
運

用
施

行
日

H
2
4
.3
.2

請
求

日

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
対

象
入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事
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平成２６年２月５日
農林水産部農村振興課

東日本大震災の復旧・復興事業等における
積算方法等に関する試行について

宮城県においては，工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足で
土地改良事業等請負工事積算基準と施工実態との間で，乖離（日当たり作業
量の低下）が生じていたことから，現場状況を反映した「東日本大震災の被
災地で適用する積算基準」について，平成２５年１０月１日より適用開始し
ているところである。

これに加えて，間接工事費（共通仮設費及び現場管理費）についても，作
業効率低下等により，現場の実支出が増大し，積算基準による積算と乖離が
生じていることが確認されたため，下記のとおり当面の運用を定めました。

記
１ 対象工事等

「土地改良事業等請負工事積算基準」（以下「積算基準」という。）の間
接工事費を適用して設計積算する工事。

※土地改良事業等請負工事積算基準（施設機械）は対象外。

２ 適用月日
平成２６年２月５日以降に当初請負契約（議会承認案件にあっては本契

約）を締結する案件から適用する。

※当該補正係数については，積算基準書等として取り扱う事とし，平
成２５年５月７日以降適用の「東日本大震災の復旧・復興事業実施期
における積算基準及び設計単価の適用年期日について」の対象とする。

３ 補正方法
積算基準により各工種区分に従って対象額ごとに求めた共通仮設費（率

分）及び現場管理費率に，それぞれ以下の補正係数（以下「復興係数」とい
う）を乗じるものとする。

間接工事費 復興係数
共通仮設費 １．５
現場管理費 １．２

※なお，平成２４年３月１日以降適用の「間接工事費（率計上分）の
率補正について」（以下 旧補正係数という）は本通知を以て廃止す
ることとする。

４．運用方法
（１）既に公告済み案件

平成２６年２月５日以降に当初契約締結を行う工事で，入札時点で
上記補正方法の適用が出来ない工事等については，平成２４年８月
２０日以降適用の「工事請負契約締結後における単価適用年月の変更
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の運用」（以下 契約締結月の単価変更という）に準じて，復興係数
についても変更を行い，契約変更を行うこととする。

ただし，既に見込んでいる旧補正係数については，廃止の上変更を
行うこと。

（２）２月２８日までに公告又は指名通知を行う案件
平成２５年５月７日以降適用の「東日本大震災の復旧・復興事業実

施期における積算基準及び設計単価の適用年期日について」に準ずる
こととし，発注時おいては旧補正係数において補正を行い，復興係数
の補正は行わないこととし，現場説明書の追加資料として別紙を設計
図書に添付し，契約締結月の単価変更に準じて，復興係数に変更を行
い，契約変更を行うこととする。

ただし，既に見込んでいる旧補正係数については，廃止の上変更を
行う。

（３）３月１日以降公告又は指名通知を行う案件
発注時から復興係数の率補正を行うこととし，現場説明書の追加資

料は添付しない。
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現場説明書（追加資料）

平成２６年２月５日以降適用される

間接工事費（率計上分）の補正係数の適用について

入札の際に使用する間接工事費（率計上分）の率は，平成２４

年３月１日以降に適用されていた補正係数により算出された率を

適用しておりますが，契約後において，別途協議の上，平成２６

年２月５日以降に適用される補正係数により算出された率への設

計変更を行うものとします。

※間接工事費（率計上分）：共通仮設費率及び現場管理費率

別紙
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１ 対象工事

２

３

４

する。

５

【改正前】

【改正後】

【改正前】
【改正後】

【改正前】

【改正後】

　発注時においては，別紙２の特記仕様書記載例を参考として特記仕様書に明示のこと。

イ　平成２４年１２月３日及び１２月１０日公告又は指名通知を行う案件への対応

■適用期間

■運　用

　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設計図書に添付し，設
　計変更により対応することとする。
ロ　平成２４年１２月１７日以降に公告または指名通知を行う案件への対応

　ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場合には１５０
ｍを超える工事であること。

きるものとする。

記載なし。
東日本大震災の復旧・復興事業期間とする。

　平成２４年８月６日以降当分の間，公告または指名通知を行う案件への対応
　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料を設計図書に添付し，設計変更により
対応することとする。

　　発注時においては，別紙２の特記仕様書記載例を参考として特記仕様書に明示のこと。

○改正の内容○
■対象工事

　点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲（負担法においては１００ｍ，暫定法にお
いては１５０ｍ）を超える工事については，工事箇所毎に共通仮設費，現場管理費を算出で

　当初発注時点において，点在する工事箇所間の距離が１００ｍを超える工事であること｡

　設計変更で施工箇所間の距離の増減があったとしても，当初発注時点の適用条件を変更しないものと

運用
イ　平成２４年１２月３日及び１２月１０日公告又は指名通知を行う案件への対応
　　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設計図書に添付し，設計変更に
　より対応することとする。
ロ　平成２４年１２月１７日以降に公告または指名通知を行う案件への対応

　平成２４年１２月３日以降に公告または指名通知を行う案件から適用する。

適用期間
　東日本大震災の復旧・復興事業期間とする。

適用条件

を拡大することとし，以下のとおり運用を改めました。

　施工箇所が複数ある工事で，次に掲げる事項を全て満たす工事は，施工箇所ごとに共通仮設費，現場

（２）　当初発注時点において，点在する工事箇所間の距離が１００ｍを超える工事であること。
　　　  ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場合には１５０ｍを
　　　超える工事であること。

適用月日

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年１２月５日

農村振興課技術管理班

概　要

管理費を算出できるものとする。

（１）　宮城県農林水産部（農業農村整備事業）が所管する建設工事であること。

　東日本大震災の復旧・復興事業の更なる施工確保対策のため，施工箇所が点在する複数の工事をまと
めて発注する工事の間接費について，標準積算による積算額と実際に要する費用との間に乖離が生じる
ることが想定されることから，当面の運用を定め，対象工事を「東日本大震災の復旧・復興事業」とし
て適用を開始しているところでありますが，さらなる復旧・復興事業の施工確保を図るため，対象工事
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別紙１

現場説明書（追加資料）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について
本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び

現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事に
該当しますが，入札の際に使用する共通仮設費及び現場管理費
は，平成２４年１２月３日以前の方法（標準積算）で積算して
おりますので，契約後において，平成２４年１２月３日から適
用の方法（施工箇所ごとに算出する方法）への設計変更を行う
ものとします。
本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○○），
△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□□）」とし
ます。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が１００ｍを超える場合をいい
ます。

ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場
合には１５０ｍを超える工事であること。
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別紙２

特記仕様書記載例

（特記仕様書には以下の記載例を参考に本試行の対象工事であることを記載す
るものとする）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について
本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び

現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事で
ある。

本工事における共通仮設費の金額は，対象地区ごとに算出し
た共通仮設費を合計した金額とする。また，現場管理費の金額
も同様に，対象地区ごとに算出した現場管理費を合計した金額
とする。

なお，共通仮設費率及び現場管理費率の補正（大都市，施工
地域等）については，対象地区ごとに設定する。

本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○
○），△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□
□）」とします。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が１００ｍを超える場合をいい
ます。

ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場
合には１５０ｍを超える工事であること。
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100mを 100mを 100m 100mを
超える 超える 以内 超える

Ａ工区 Ｂ工区 Ｃ工区 Ｄ工区 Ｅ工区

（共通仮設費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（現場管理費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（一般管理費等）

Ｃ工区 Ｂ工区
補助費 災害

100m以内

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

施工箇所が点在する工事の間接費の計算例

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■複数の工事箇所を一体で発注する場合

■工事箇所端部での補助費による施工区域の合併等により工事箇所間の距離が１００ｍ以内となった場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

災害
Ａ工区

100mを超える

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１００ｍを超える場合は工事箇所ごとに共通仮設費・現場管理費を算出する。

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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Ａ工区

Ｂ工区

Ｂ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

100mを 100m 100mを
超える 以内 超える

Ｄ工区
Ａ工区 　

Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費） （Ｄ）単体

（現場管理費） （Ｄ）単体

（一般管理費等）

（Ａ）単独

Ａ工区：面的工区内に複数工区が含まれる

■面的工事区域内で複数の工区合併等により発注する場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区＋Ｄ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１００ｍを超える場合は工事箇所毎に共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ｄ工区

Ｃ工区

Ｃ工区

Ｄ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

■面的工事箇所を一体で発注する場合

（Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ）単独 （Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）
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Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■面的工事箇所を路線工区と一体で発注する場合

100mを超える

　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ａ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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平成２４年８月２０日

農村振興課技術管理班

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

１ 概要
東日本大震災の復旧・復興事業の更なる施工確保対策のため，施工箇所が点

在する複数の工事をまとめて発注する工事の間接費について，標準積算による

積算額と実際に要する費用との間に乖離が生じることが想定されることから，

以下のとおり，当面の運用を定めた。

（１）対象工事

東日本大震災の復旧・復興事業で点在する複数の工事箇所をまとめて発

注する工事

（２）適用月日

平成２４年８月６日以降に公告または指名通知を行う案件から適用する

（３）適用方法

点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲（負担法においては１０

０ｍ，暫定法においては１５０ｍ）を超える工事については，工事箇所毎

に共通仮設費，現場管理費を算出できるものとする。

（４）運用

イ 平成２４年８月６日以降当分の間，公告または指名通知を行う案件へ

の対応

発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設

計図書に添付し，設計変更により対応することとする。

担 当

予算管理班 佐藤（竜）

TEL 022-211-2886

FAX 022-211-2889
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別紙１

現場説明書（追加資料）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び
現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事に
該当しますが，入札の際に使用する共通仮設費及び現場管理費
は，平成２４年８月６日以前の方法（標準積算）で積算してお
りますので，契約後において，平成２４年８月６日から適用の
方法（施工箇所ごとに算出する方法）への設計変更を行うもの
とします。
本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○○），
△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□□）」とし
ます。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が「負担法においては１００ｍ

（農地海岸堤防），暫定法においては１５０ｍ（農地，農業用施設）」を超え

る場合をいいます。
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150mを 150mを 150m 150mを
超える 超える 以内 超える

Ａ工区 Ｂ工区 Ｃ工区 Ｄ工区 Ｅ工区

（共通仮設費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（現場管理費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（一般管理費等）

Ｃ工区 Ｂ工区
補助費 災害

150m以内

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１５０ｍを超える場合は工事箇所ごとに共通仮設費・現場管理費を算出する。

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

施工箇所が点在する工事の間接費の計算例

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■複数の工事箇所を一体で発注する場合

■工事箇所端部での補助費による施工区域の合併等により工事箇所間の距離が１５０ｍ以内となった場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

災害
Ａ工区

150mを超える

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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Ａ工区

Ｂ工区

Ｂ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

150mを 150m 150mを
超える 以内 超える

Ｄ工区
Ａ工区 　

Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費） （Ｄ）単体

（現場管理費） （Ｄ）単体

（一般管理費等）

（Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ）単独 （Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１５０ｍを超える場合は工事箇所毎に共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ｄ工区

Ｃ工区

Ｃ工区

Ｄ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

■面的工事箇所を一体で発注する場合

（Ａ）単独

Ａ工区：面的工区内に複数工区が含まれる

■面的工事区域内で複数の工区合併等により発注する場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区＋Ｄ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。
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Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■面的工事箇所を路線工区と一体で発注する場合

150mを超える

　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ａ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

Ⅵ－43
H27統合版（公表用）



 

 

 

 

工事請負契約締結後における単価適用年月変更の運用基準 

 

東日本大震災に伴う復旧・復興工事が本格化するなか，特定の資材の価格が短期間に高

騰し，積算時点で設定している設計単価と工事請負契約締結時点での資材価格に差が生じ

ている可能性があることから，当初契約締結後に単価適用年月を変更して設計単価を変更

する場合の運用基準をもうけました。 

 

１ 対象工事 

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。 

(1) 宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。 

(2) 平成２４年８月２０日以降に公告又は指名通知する工事であること。 

 

２ 変更対象資材等 

当初契約締結後に単価適用年月を変更して設計単価を変更するものは，資材単価・労 

務単価及び機械単価等の全ての設計単価とする。 

 

３ 基準日 

基準日は当初契約締結日（議決案件については本契約締結日）とする。 

 

４ 適用単価の変更 

(1) 発注者は，基準日において，設計単価を所管する課（農村振興課・森林整備課又 

は事業管理課，営繕課をいう。）が通知（設定）している最新の設計単価資料（「農

業農村整備事業労務資材単価表」，「森林土木事業独自資材・製品単価及び樹木単

価」又は「土木部労務資材単価表」，「営繕工事積算基準（建築）」，「営繕工事

積算基準（電気）」，「営繕工事積算基準（機械）」をいう。）の設計単価及び一

般刊行されている積算関連資料（（一財）建設物価調査会「建設物価」，（一財）

経済調査会「積算資料」）の設計単価に変更するものとする。 

(2) 工事毎に見積り及び特別調査等（以下「資材見積等」という。）により設定して

いる設計単価については，有効期限を確認し，有効期限を経過している場合は，基

準日時点で有効な設計単価に変更するものとする。 

(3) 設計単価の変更に伴う契約変更（第１回）は，原則として単価適用年月の変更の

みとし，契約数量・契約図面及び仕様書等は変更しないものとする。 

平成２４年１２月５日 
農村振興課技術管理班 
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５ 全体スライド・単品スライド及びインフレスライドの併用 

単価適用年月の変更した場合においても，工事請負契約書第２５条第１項から第４項

（いわゆる「全体スライド」），同条第５項（いわゆる「単品スライド」），同条第

６項（いわいる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更を請求する

ことができる。 

 

６ 適用除外工事 

その他発注者が適用除外と認めた工事。 

 

７ 留意事項 

設計単価資料については，市場の動向に応じ毎月改定していることから，単価適用年

月を変更して設計単価を変更した場合，契約変更（第１回）後の請負代金額が減額にな

る場合があることに留意する。 

 

８ その他 

(1) 対象工事は特記仕様書に明示すること。 

(2) この運用基準に基づく変更契約は，当初契約締結（議決案件を除く）後に遅滞な

く行うものとする。ただし，議決を要する変更については，議決前に設計変更協議

書を取り交わすこととし，議決後に遅滞なく変更契約するものとする。 

(3) 疑義が生じた場合は，各部設計・積算担当課と必要に応じ相談等を行い，円滑な

執行に努めることとする。 

 

附則 

この運用は，平成２４年８月２０日から施行する。 
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東日本大震災の復旧・復興事業実施期における 

積算基準及び設計単価の適用年期日の改定について 

 

平成２５年５月７日以降に公告又は指名通知を行う工事について適用してい

る「東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算基準及び設計単価の適

用年期日について」について，下記のとおり一部改定しました。 

 

記 

１ 改定内容 

１ 対象工事（２）「平成２５年５月７日から平成２７年３月３１日までに

公告または指名通知を行う工事」を，「平成２５年５月７日から平成２８年

３月３１日までに公告又は指名通知を行う工事」と改める。 

平成２７年３月１１日

農林水産部農村振興課
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東日本大震災の復旧・復興事業実施期における 

積算基準及び設計単価の適用年期日の改定について 

 

平成２５年５月７日以降に公告又は指名通知を行う工事について適用してい

る「東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算基準及び設計単価の適

用年期日について」について，下記のとおり一部改定しました。 

 

記 

１ 改定内容 

１ 対象工事（２）「平成２５年５月７日から平成２６年３月３１日までに

公告または指名通知を行う工事」を，「平成２５年５月７日から平成２７年

３月３１日までに公告又は指名通知を行う工事」と改める。 

平成２６年３月１４日

農林水産部農村振興課
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平成２５年４月１９日

農村振興課技術管理班

東日本大震災の復旧・復興事業実施期における

積算基準及び設計単価の適用年期日について

積算基準及び設計単価の適用年期日については，公告日又は指名通知日と

することとされていますが，当面の間，積算基準及び設計単価の適用年期日

を下記のとおりとしました。

なお，平成２４年８月２０日から施行されている「工事請負契約締結後に

おける単価適用年月日変更の運用について」も適用されています。

記

１ 対象工事

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事。

（２）平成２５年５月７日から平成２６年３月３１日までに公告または

指名通知を行う工事。

２ 積算基準及び設計単価の適用年期日

公告日又は指名通知日の前月の積算基準及び設計単価とする。

３ その他

本通知を対象とした工事であることを，入札参加者へ周知のため，現場

説明書の追加資料として別紙を設計図書に添付することとする。
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別 紙 

現場説明書（追加資料） 

 
 

設計単価の適用について 

入札の際に使用する積算基準及び設計単価は公告日の前月の基準及び

単価としております。 
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平成２６年４月１日  

 農林水産部農村振興課  

  

 

「土地改良工事積算基準等」の一部改定について 

 

  農林水産省において，平成２６年４月１日以降適用の積算基準等の公表がなされたところであり，

宮城県においては，依然として入札不調が続いている現状を踏まえ，入札不調対策及び施行確保対

策のため施工実態を反映し，下記について４月１日付けで積算基準の改定を行うものである。 

 

１ 改定対象基準 

  １）宮城県農業農村整備事業等標準積算基準【統合版】  平成２５年１０月１日以降 宮城県農林水産部 

２）宮城県農業農村整備事業等標準設計（解説編・図集編）平成２５年１０月１日以降 宮城県農林水産部 

 

２ 改定内容及び概要 

１）東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り 

   土工の 3 工種について，日当たり作業量の補正を１０％から２０％に変更するもの。 

 ２）東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正 

   建設機械 3 機種について，運転 1 時間当たり損料を３％割増しから５％割増しに変更するもの。 

 ３）仮設工関係歩掛りの改定 

   施工実態調査結果に基づく 3 工種（鋼製足場，支保工，大型土のう工）の改定を行うもの。 

 ４）契約保証金に係る一般管理費率の取扱 

   特定建設工事共同企業体により競争を行わせる場合等における契約保証費の取扱について改定

を行うもの。 

 

３ 適用年月日 

   平成２６年４月１日 

   （平成２６年４月１日以降に入札公告または指名通知を行う案件から適用） 

 

４ 積算上の運用 

 １）東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準（１０％補正）にて積算

を行い，当初契約締結後において，平成２４年８月２０日以降適用の「工事請負契約締結後

における単価適用年月の変更の運用」（以下「契約締結月の単価変更」という。）に準じて

本歩掛りを適用した変更を行うこととする。 
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 ２）東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準（３％補正）にて積算を

行い，当初契約締結後において，「契約締結月の単価変更」に準じて本損料単価を適用した

変更を行うこととする。 

 ３）仮設工関係歩掛りの改定 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準にて積算を行い, 当初契

約締結後において，「契約締結月の単価変更」に準じて本歩掛りを適用した変更を行うこと

とする。 

  

５ 入札参加者への周知 

４ 積算上の運用に関する積算を行った場合については，現場説明書へ追加資料（別紙－１）

を添付することとする。 
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現場説明書（追加資料）

東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り

入札の際に使用する標記の土工歩掛り（機械土工（土砂・超ロングアーム

バックホウ），土の敷均し締固め工）※は平成２５年１０月１日以降適用さ

れる歩掛り（１０％補正）となっていますが，当初請負契約締結後において

平成２６年４月１日以降に適用される歩掛り（２０％補正）に変更致します。

※工事内容により適切に修正すること。

東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正

入札の際に使用する標記の損料補正（ブルドーザ（リッパ付ブルドーザを

除く）・バックホウ・ダンプトラック）は平成２５年７月１日以降適用され

補正率（３％割増し）となっていますが，当初請負契約締結後において平成

２６年４月１日以降に適用される補正率（５％割増し）に変更致します。

仮設工等（鋼製足場，支保工，大型土のう工）の適用歩掛り

入札の際に使用する標記の歩掛りは平成２５年８月１日以降適用される歩

掛りとなっていますが，当初請負契約締結後において平成２６年４月１日以

降に適用される歩掛りに変更致します。

別紙－１
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平成２５年４月２５日

農村振興課技術管理班

コンクリートに使用するセメントについて

このことについて，東日本大震災の復旧・復興工事に伴い生コンクリート

を円滑に供給する必要があることから，当面の間下記のとおり取扱うことと

しました。

記

１ コンクリートに使用するセメントについて

生コンクリートを円滑に供給する必要があることから，当面の間普通

ポルトランドセメントを標準とする。

２ 対象工事

宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事

３ 適用年月日

平成２５年５月１日以降入札公告または指名通知を行う案件から適用

とする。

なお，契約中の工事若しくは入札手続き中の工事については，受注者

と発注者が協議の上，設計変更出来るものとする。
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平成２５年６月２５日

農村振興課技術管理班

工事請負契約書第２５条第５項の運用の拡充について

工事請負契約書（平成８年宮城県告示第４１２号）第２５条第５項の規定（以下「単品

スライド条項」という。）の運用について，生コンクリート類等についても，東日本大震災

に伴う復旧・復興工事の増加による資材高騰等に起因して，請負代金額が不適当とな

るおそれが認められることから，当分の間，下記のとおり単品スライド条項の運用をさら

に拡充しました。

なお，単品スライド条項を適用しようとする場合には，発注者と十分に調整願いま

す。

記

１ 適用の拡充

東日本大震災に伴う復旧・復興工事の増加等による資材価格の高騰等の特別

な要因により，日本国内の地域においてコンクリート類等の主要工事材料の価格

の著しい上昇が認められる場合には，運用通知に基づき鋼材類について単品スラ

イド条項を適用する場合の取扱いに準じて，当該工事材料について単品スライド

条項を適用できるものとする。この場合においては，当該工事材料の価格上昇の

要因について十分に把握するものとし，その要因が明らかなものについて，各品

目ごと算定した当該工事に係る変動額が請負代金額の１００分の１に相当する金

額を超えることを確認するものとする。

２ 対象工事材料

コンクリート類の対象工事材料として、以下のものを想定。

１）レディーミクストコンクリート（生コン）

２）セメント

３）モルタル

４）コンクリート混和材

５）コンクリート用骨材

６）コンクリート二次製品

３ 適用時期等

この通知は，平成２５年６月２５日から施行し，適用する。
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別紙

■単品スライド条項適用にあたっての処理フロー例

発注機関は請負者から単品スライド請求の打診があった場合，

各部局事業担当課及び設計・積算担当課に連絡・相談（注１，注２）

発注機関で単品スライド請求を受理 各部局事業担当課及び

設計・積算担当課と調整

請負者へ協議開始日の通知

請負者との請負代金額の協議

変更契約

（注１）本通知に基づき単品スライド条項を適用する場合，発注機関は価格上昇の要因，

品目について，設計・積算担当課と調整するものとする。

（注２）請負代金額の変更が見込まれる場合，各部局事業担当課は予算担当課及び財政

課と調整するものとする。
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工事請負契約書第 25 条第５項の運用について

工事請負契約書（平成８年宮城県告示第 412 号）第 25 条第５項の規定（以下「単品ス

ライド条項」という。）の運用については，当分の間，下記のとおり運用することとす

る。

記

１．主要な工事材料

（１）単品スライド条項に規定する「主要な工事材料」は，鋼材類又は燃料油，コンクリ

ート類であって，各品目ごとに次式により算定した当該工事に係る変動額が請負代金

額の 100 分の１に相当する金額を超えるものとする。

変動額 ＝ Ｍ変更 － Ｍ当初

Ｍ当初 ＝{ ｐ 1 ×Ｄ 1 ＋ ｐ 2 ×Ｄ 2 ＋……＋ ｐ m ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ変更 ＝{ p'1 ×Ｄ 1 ＋ p'2 ×Ｄ 2 ＋……＋ p'm ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ当初：価格変動後の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

Ｍ変更：価格変動前の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

ｐ ：設計時点における鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各材料の単価

ｐ’：３．の規定に基づき算定した価格変動後における鋼材類又は燃料油，コンクリ

ート類に該当する各材料の単価

Ｄ ：４．の規定に基づき鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各材料につ

いて算定した対象数量

ｋ ：落札率（小数点以下４位まで有効）

（２）(1)に規定する「請負代金額」は，請負代金の部分払をした工事にあっては，請

負代金額から当該部分払の対象となった出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事

材料若しくは製造工場等にある工場製品（以下「出来形部分等」という。）に相応

する請負代金相当額を控除した額とする。ただし，６．の規定に基づき別に定める

様式により，発注者又は受注者は当該部分払の対象となった出来形部分等を単品スラ

イド条項の適用対象とすることができる旨を記載した場合は，請負代金額から部分払

の対象となった出来形部分等に相応する請負代金相当額を控除しない額とする。

Ⅵ－57
H27統合版（公表用）



- 2 -

２．スライド額の算定

（１）請負代金の変更額（以下「スライド額」という。）の算定は，１．の規定により

当該工事の主要な工事材料とされた鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各

材料（以下象材料」という。）の単価等に基づき，次式により行う。

Ｓ ＝ Ｓ’× 105/100

Ｓ'＝ （（ Ｍ変更 － Ｍ当初 ）－ Ｐ× 1/100）× 100/105

Ｍ当初 ＝{ ｐ 1 ×Ｄ 1 ＋ ｐ 2 ×Ｄ 2 ＋……＋ ｐ m ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ変更 ＝{ p'1 ×Ｄ 1 ＋ p'2 ×Ｄ 2 ＋……＋ p'm ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｓ ：スライド額

Ｓ’：スライド額（税抜き）（千円未満切り捨て）

Ｍ変更 ：価格変動後の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

Ｍ当初 ：価格変動前の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

ｐ ：設計時点における各対象材料の単価（消費税相当額を含まない額）

ｐ'：３．の規定に基づき算定した価格変動後における各対象材料の単価

（消費税相当額を含まない額）

Ｄ ：４．の規定に基づき各対象材料について算定した対象数量

ｋ ：落札率（小数点以下４位まで有効）

Ｐ ：１．に規定する請負代金額

（２）受注者が各対象材料を実際に購入した際の代金額を鋼材類又は燃料油，コンクリー

ト類の各品目ごとに合計した金額（消費税相当額を含む。）を算定し，これら実際の

購入金額が(1)のＭ変更を下回る場合にあっては，(1)の規定にかかわらず，(1)の

Ｍ変更に代えて受注者の実際の購入金額を用いて，(1)の算式によりスライド額を算定

する。

（３）(2)の「受注者が各対象材料を実際に購入した際の代金額」は，次に定めるとおり

とする。

① ５．の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が４．に規定する対象

数量以下である場合は，当該対象材料を受注者が実際に購入した際の代金額。

② ５．の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が４．に規定する対象

数量を上回る場合は，各対象材料ごとに，当該対象数量を実際に購入した数量で除

し，これに受注者が実際に購入した際の価格を乗じて得た金額。

③ 燃料油に該当する各対象材料について，５．(3)の規定により，主たる用途以外の

用途に用いた数量を４．の対象数量とすることとした場合は，主たる用途以外の用

途に用いた数量に，３．(1)②ロの平均価格を乗じて得た金額。

（４）スライド額の算定は，主要な工事材料に係る価格の変動分について行うものであ

り，材料費の変動に連動して共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の変更を行

うものではない。
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３．価格変動後における単価の算定方法

（１）スライド額の算定に用いる価格変動後の各対象材料の単価（p'）は，次に定めると

おりとする。

① 鋼材類・コンクリート類

各対象材料を現場に搬入した月の実勢価格（対象材料を複数の月に現場へ搬入した

場合にあっては，各搬入月の実勢価格を搬入月ごとの搬入数量で加重平均した価

格。）とする。

② 燃料油

イ 各対象材料を購入した月の実勢価格（対象材料を複数の月に購入した場合に

あっては，各購入月の実勢価格を購入月ごとの購入数量で加重平均した価格）

とする。

ロ 各対象材料のうち，５．(3)の規定により，受注者が提出した主たる用途に用

いた数量の証明書類に基づいて当該証明に係る数量以外の数量についても４．の

対象数量とすることとしたものにあっては，イの規定にかかわらず，工期の始

期が属する月の翌月から工期末が属する月の前々月までの各月における実勢価

格の平均価格とする。

（２）(1)①及び②イに規定する各対象材料の搬入又は購入（以下「搬入等」という。）

の月及び数量は，工事請負契約書第13条第２項による工事材料の検査又は確認の際

に把握された月及び数量とし，当該検査又は確認の際に搬入等の月及び数量が把握

されていない対象材料があるときは，別途の方法で把握した搬入等の月及び数量と

する。

４．対象数量の算出方法

（１）スライド額の算定の対象とする数量（Ｄ）（以下「対象数量」という。）は，各対

象材料ごとに，次に掲げる数量とする。

① 設計図書（営繕工事にあっては，数量書。以下同じ。）に記載された数量があ

るときは，当該数量

② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては，発注者の設計数量

③ 設計図書又は数量総括表に明記されていない燃料油については，発注者の積算に

おいて使用材料一覧として集計された数量とする。

④ その運搬に燃料油を用いる各種資材であって，燃料油の価格が著しく変動し，

請負代金額が不適当となるもの（運搬費用が設計図書に明示されないものに限

る。）にあっては，当該運搬に要する燃料油に該当する各対象材料の数量で客観

的に確認できるもの
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（２）請負代金の部分払をした工事にあっては，６．に定めるところにより単品スライ

ド条項の適用対象とすることができる旨を記載した場合を除き，(1)に規定する数

量から，部分払の対象となった出来形部分等に係る数量を控除する。

５．搬入等の時期，購入先及び購入価格に関する受注者への確認

（１）受注者が単品スライド条項の適用を請求したときは，受注者に対し，受注者が各対

象材料を実際に購入した際の価格（数量及び単価），購入先，当該対象材料の搬入等

の月を証明する書類の提出を求めるものとする。

（２）受注者が(1)の求めに応じず，必要な証明書類を提出しないため，対象材料につい

て(1)に規定する事項を確認できない場合には，当該対象材料は，単品スライド条項

の対象とはしないものとする。

（３）(2)の規定にかかわらず，燃料油に該当する各対象材料については，当該対象材

料の購入価格（数量及び単価），購入先及び購入時期のすべてを証明する書類を受注

者が提出し難い事情があると認める場合においては，受注者が主たる用途に用いた数

量を証明する書類の提出を求めるものとする。この場合，受注者が証明書類を提出し

ないことがやむを得ないと認める範囲で，受注者が証明した数量以外の数量について

も４．の対象数量とすることができる。

６．部分払時の取扱

工事請負契約書第 38 条第３項に基づき，請負代金の部分払のための既済部分検査に

合格した旨の通知を行うに当たり，対象材料の価格変動に伴って，当該工事の請負代

金額が不適当となるおそれがあると認めるときは，発注者又は受注者の求めに応じ，別

途定める様式により，発注者又は受注者は部分払の対象となった出来形部分等について

も単品スライド条項の協議の対象とすることができる旨を記載するものとする。

７．部分引渡し

工事請負契約書第 39 条の規定に基づく部分引渡しを終えた工事については，当該部

分引渡しに係る工事部分については，単品スライド条項を適用することができない。

８．請負代金額の変更手続

（１）単品スライド条項に基づく請負代金額の変更の請求は，当該請求の際に残工期（部

分引渡しに係る工事部分の残工期を含む。）が２月以上ある場合に限り，これを行

うことができることとする。
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（２）(1)に規定する請求があったときは，工事請負契約書第 25 条第８項の規定に基

き，受注者の意見を聴いた上で，同項に規定する「協議開始の日」を原則「工期末か

ら遅くとも 30 日前の日」と定め，これを(1)の請求があった日から７日以内に受注者

に通知するものとする。

（３）この通知に基づく請負代金額の契約変更は，工期の末に行うものとする。

９．全体スライドを行う場合の特則

工事請負契約書第 25 条第１項から第４項までの規定（以下「全体スライド条項」と

いう。）を適用して請負代金額を変更した契約については，１．(1)中「請負代金額」

とあるのは「全体スライド条項の適用により変更した後の請負代金額」と，「設計時

点における鋼材類又は燃料油コンクリート類に該当する各材料の単価」とあるのは「設

計時点における鋼材類又は燃料油コンクリート類に該当する各材料の単価（工事請負契

約書第 25 条第３項の基準の日以降については，当該基準の日における単価）」と，２．

(1)中「設計時点における各対象材料の単価」とあるのは「設計時点における各対象材

料の単価（工事請負契約書第 25 条第３項の基準の日以降については，当該基準の日に

おける単価）」と，「請負代金額」とあるのは「請負代金額から工事請負契約書第 25 条

第３項の変動後残工事代金額を控除した額（同項の基準の日以降については，０とす

る。）」とする。

附 則

１．この通知は，平成 20 年７月 14 日から施行し，適用する。

２．工期の末日がこの通知の施行日以降で平成 20 年 10 月 31 日以前である工事に係る８．

(1)の規定の適用については，「当該請求の際に残工期（部分引渡しに係る工事部分の

残工期を含む。）が２月以上ある場合」とあるのは「工期満了前であって，かつ，平

成 20 年８月 29 日まで」とする。

附 則

この通知は，平成 21 年２月 19 日から施行する。

附 則

この通知は，平成 25 年 6 月 25 日から施行する。
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コンクリート類についての運用

「工事請負契約書第25条第５項の運用の拡充について」（平成20年9月25日付け、出契

第454号）において、「原油価格の高騰等の特別な要因により、日本国内の地域において

鋼材類及び燃料油以外の主要工事材料の価格の著しい上昇が認められる場合には、運用

通達に基づき鋼材類について単品スライド条項を適用する場合の取扱に準じて、当該工

事材料について単品スライド条項を適用できるものとする」と明記されているところで

あるが、コンクリート類が対象工事材料となる場合の運用については、下記のとおりと

する。なお、以下に記載していない事項については、「工事請負契約書第25条第５項の運

用について」（平成20年2月19日付け）の鋼材類に準じ実施されたい。

１．著しい価格変動の要因

・対象工事材料の著しい価格変動の要因について整理する。

・単品スライドは、「特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価

格に著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったとき」に適用することとされて

いる（工事請負契約書第２５条第５項）。

コンクリート類に適用する場合においては、大規模な災害の発生等に伴う資材需要の

急増や協同組合（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第7条の規定に基づき、

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）の適用につい

て、同法第22条第１号の要件を備える組合とみなされたものに限る）の販売価格の大幅

な変動が該当すると考えられるが、発注者と受注者が共通の認識をもって、その影響の

重要性を客観的に認められるよう、「特別な要因」について整理することとする。

このため、受注者からも情報提供を求め、対象にしようとする品目の当該地域におけ

る需給動向や協同組合販売価格の推移等、必要な情報を把握しておく。
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２．対象工事材料の考え方

・コンクリート類の対象工事材料として、以下のものが想定される。

１）レディーミクストコンクリート（生コン）

２）セメント

３）モルタル

４）コンクリート混和材

５）コンクリート用骨材

６）コンクリート二次製品

３．対象数量

・対象数量は、設計図書の数量、設計数量、証明数量から以下により選定する

こととする。

１）証明された数量と対象数量の考え方（設計図書に数量の記載がある場合）

証明数量＜設計図書の数量 → 当該材料は対象材料とならない

設計図書の数量≦証明数量≦設計数量 → 対象材料。対象数量は証明数量

設計数量＜証明数量 → 対象材料。対象数量は設計数量

注） 設計図書の数量：設計図書(数量総括表や図面等)に記載されている数量

設計数量：設計図書の数量にロスを加えた数量（積算上の数量）

証明数量：受注者から証明された数量

２）証明された数量と対象数量の考え方（設計図書に数量の記載がない場合）

証明数量≦設計数量 → 対象数量は証明数量

設計数量＜証明数量 → 対象数量は設計数量

注） 設計数量：積算上の数量

証明数量：受注者から証明された数量

・設計数量（設計図書の数量にロスを加えた数量または積算上の数量）の算出例につい

ては、次の通り。

（レディーミクストコンクリートの数量）

設計量 ×（１＋ロス率※）

※ロス率については、関係事業の工事標準積算基準書によることとする。
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４．受注者への確認事項

・納品書・請求書・領収書等による証明が困難な場合は、社内書類等で確認。

・自社内での取引であったため、納品書、請求書、領収書等が存在しない場合は、そ

れに変わる社内書類等で購入価格の証明を求める。

・工場渡しにて、購入した場合で、運搬費の証明が困難な場合には、計算式より

算出。

・受注者からの証明は取引が工場渡しである場合は運搬費に要した金額を併せて証明

（燃料油と同様）。運搬費用の算出が困難な場合には、燃料油と同様に計算式により

算出することとする。ただし、物価資料（現着単価）と比較して安価の単価をスラ

イド額算定に用いるものとする。

５．単価（変動後の実勢価格の算定）

・実勢価格は、対象材料を搬入した月の翌月の物価資料の価格

・燃料油と同様、契約と購入がほとんど同時期に行われるものであるため、現場で購

入した翌月の物価資料等に実勢価格として掲載されている。

・納入の概ね１ヶ月前以上に購入契約が完了しており、その結果が現場に搬入された

月と同月の物価資料等に実勢価格として掲載されていることが明らかな場合は、対象

材料を搬入した月と同月の物価資料の価格を実勢価格とする。

６．その他

・現在、スライド額協議中であり、本通知により難い場合はこの限りでない。

Ⅵ－64
H27統合版（公表用）



平成２４年１０月１日

農村振興課技術管理班

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用について

概 要

受注者が，不足する建設資材を遠隔地から調達することが想定されます。受注者が建設

資材を安定的に確保するため遠隔地から建設資材を調達せざるを得ない場合に，それに要

する購入費及び輸送費を設計変更で計上し，契約変更することができる運用を以下のとお

り定めました。

１ 適用工事

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。

① 宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

② 平成２４年１０月１日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年１０月１日時

点で契約中の工事であること。

２ 対象建設資材

本運用の対象となる建設資材は，生コンクリート・アスファルト合材・石材等（山砂，砕石，

捨石，被覆石等）及び仮設材（鋼矢板等）とする。

３ 設計変更

(1) 受注者は，遠隔地からの建設資材調達に要する購入費及び輸送費を変更する場合

は，工事現場に建設資材を搬入する前までに書面により発注者と協議し承認（回答）を

得るものとする。

(2) 購入費の対象は，生コンクリート・アスファルト合材・石材等（山砂，砕石，捨石，被

覆石等）とする。

(3) 輸送費の対象は，仮設材（鋼矢板等）とする。

４ 設計変更で計上する購入費及び輸送費

(1) 購入費（現着単価）は，受注者の購入価格（取引価格）とする。

(2) 輸送費の算出は，基地から現場までの距離とする。

(3) 購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地か

ら購入した数量のうち最後に購入したものから順次減算し，契約計上数量と同数にな

るまで調整を行うものとする。
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５ 購入費及び輸送費の設計変更の手順

(1) 受注者は，購入費及び輸送費を変更したい場合は，「工事打合せ簿」に次の事項を

記載し発注者に提出し協議するものとする。

① 地域内及び基地に，建設資材がないことを証明する資料（打合せメモ等）

② 遠隔地から購入及び輸送する建設資材の名称・規格及び製造・生産工場の名称

（使用材料の建設資材名及び規格・形状等の証明資料「品質証明」）

③ 遠隔地から建設資材を購入及び輸送する理由

④ 製造・生産工場を選定した理由

⑤ 見積書

⑥ その他，監督職員が必要と思われる事項

(2) 受注者は，購入費及び輸送費に係る設計変更を発注者から承認（回答）されその建

設資材を使用した場合は，「工事打合せ簿」に，建設資材変更数量調書（任意様式）及

び取引価格が証明出来る資料（契約書等），使用証明資料（納品書等）を添付し提出す

るものとする。なお，添付する取引価格が証明出来る資料（契約書等）及び使用証明資

料（納品書等）は原本を提示のうえ，写しを提出するものとし，受注者名，納品者名，使

用資材名，規格・形状，使用（納品）日，使用（納品）数量等が記載されている物を提出

しなければならない。

６ 全体スライド・単品スライド及びインフレスライドの併用

購入費及び輸送費に係る設計変更した場合においても，工事請負契約書第２５条第１

項から第４項（いわゆる「全体スライド」），同条第５項（いわゆる「単品スライド」），第６項

（いわゆる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更を請求することができる。

７ 留意事項

(1) 購入費及び輸送費の対象資材の規格は，当初契約締結時の規格とする。ただし，

発注者との協議により，契約変更時点において規格の変更が承認（回答）されている

資材については，承認（回答）後の規格とする。

(2) 取引価格が証明出来る資料（契約書等）や使用証明資料（納品書等）で必要事項が

確認できない場合又は原本の提示がない場合等，工事現場に納入したことを証明する

資料として適切でないと判断される場合には，契約変更の対象としない。
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別 紙

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項

（補足説明）

１ 今回の運用通知について

今回通知する，平成２４年９月２８日付け事管号外「遠隔地からの建設資材

調達に係る設計変更の運用について（通知）」は，平成２４年７月３１日付け

農総号外「東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行

の運用について（通知）」第２において，別途通知することとしていた運用で

す。

（１） 施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年７月３１日付け農総号外により適用済み。

（２） 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について

【今回通知により適用】

（３） 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更について

運用については，別途通知する。

２ 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について

３ 設計変更で計上する「購入費計算例」，「輸送費計算例」

４ 工事打合せ簿（様式）
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遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の

確認事項（Ｑ＆Ａ）について
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

【注】

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

対象建設資材の外，コンクリート二次製品等は対象とならないのか。

地域単価の場合で，施行地外の他管内から資材を調達した場合や，宮城県外から調達

遠隔地とはどの範囲のことを示しているのか。

した場合も適用となります。

「購入費」及び「輸送費」はどのように申請すればよいか。

「購入費」及び「輸送費」は「見積書」を発注者に提出し協議を行います。

工期が平成２４年１０月１日時点で契約中及び公告中の工事を含む場合の取り扱いにつ
いて考え方を示してほしい。

運用基準第３（１）により，「工事現場に建設資材を搬入する前までに書面により発注者
と協議し承認」の場合に対象となります。
発注者より受注者に対し，本工事が本運用の対象とする旨の指示書「工事打合せ簿」
を提示します。

１０月９日以降公告の工事については，特記仕様書への記載例を参考に特記仕様書へ

１０月１日公告の工事については，特記仕様書への記載が出来ないため，現場説明書
（追加資料）を添付願います。

記載願います。

上記について具体例を示してほしい。

供給不足が生じている特定資材のみの対応とします。
よって，特定資材以外は対象としません。

設計変更で「書面により発注者と協議し承認（回答）を得る」とあるが，定められた様式
はあるのか。

様式－１「工事打合せ簿」の様式を使用します。

購入費「生コンクリート，アスファルト合材，石材等（山砂，砕石，捨石，被覆石等）」は
材料費に運搬費を含めた現着単価として見積を提出すればよいか。

「現着単価」として見積を提出して下さい。

購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地から
購入した数量のうち最後に購入したものから順次減算し，契約計上数量と同数になる
まで調整を行うものとする。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する購入費
計算例）を参照願います。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

（例）

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

　

※遠隔地からの調達に係る上記理由を求めるものとします。

地域内及び基地に，建設資材がない事を証明する資料（打ち合わせメモ等）とはどのよ
うなものを示すのか。

商社やメーカーとの資材購入に係る確認を行った内容を記載して下さい。
○確認年月日，機関名，担当者名，材料名，規格，使用量，使用時期

でも工事としてスライドの対象となります。

受注者より協議のあった場合のみ対象となるのか。

運用基準第５により「受注者より協議」の場合対象となります。

発注者は，受注者から協議書の提出を受けた場合は，「工事打合せ簿」に必要事項を

コメントがある場合はチェックボックス「その他」欄にコメントを記載します。

記載とあるが，どのような記載をするべきか。

発注者欄にあるチェックボックス「承諾」欄に記載します。

購入費及び輸送費に係る設計変更した場合でもスライドの対象となるのか。

労務費の改定等が発生した場合は，購入費及び輸送費に係る設計変更を行った場合

遠隔地から建設資材を購入及び輸送する理由について，具体的にはどのようなことを
記載するのか。

発注管内（地域内）及び基地から，当該現場へ確認し供給できない理由を商社やメー
カー等から聞き取り書面に整理します。

○需要に対して特定資材の供給が追いつかない。
○慢性的に市場に材料が不足しており，プラントから材料が届かない。

①地域単価の場合で，施行地外の県内地域から調達する場合は，施行地内の地域で
　 調達出来ない理由。
②隣接他県から調達する場合は県内で調達できない理由。
③隣接以外の他県から調達する場合は，宮城県から調達他県までの間にある都府県
　 より調達できない理由。
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設計変更で計上する

「購入費計算例」「輸送費計算例」
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先に現場に納入された「Ａ」「Ｂ」プラントの数量を優先し，「Ｃ」プラントの数量が１，０００ｍ3に達するまで使用。
「Ａ」「Ｂ」プラントの合計数量８５０ｍ3に，単価の最高額となる「Ｃ」プラントの１５０ｍ3を加え，１，０００ｍ3とする。
「Ｃ」プラントから運搬した不使用分の１００ｍ3については，設計変更の対象外とする。

※「Ｃ」プラントの単価が３つのプラントの中で最も低い単価であるが，現場で先に購入された資材を優先的に使用するこ
とから，「Ａ」「Ｂ」プラントの資材が「Ｃ」プラントに比較して，高い単価の資材であっても使用するものとする。

使用数量が１，０００ｍ3で，３つのプラントからの搬入数量合計が１，１００ｍ3の場合，単価の大小は問わず，購入時期の
早い資材から優先的に使用する。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する購入費計算例）

搬入先（プラント）

　 購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地から購入した数量のうち最後に購入
したものから順次減算し，契約計上数量と同数になるまで調整を行うものとする。

施行地

【解　説】

【Ａプラント】 
搬入数量：Ｖ＝３５０ｍ3 
単価Ａ：１００（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．８ 

【Ｂプラント】 
搬入数量：Ｖ＝５００ｍ3 
単価Ｂ：８０（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．１０ 

使用数量 
Ｖ＝１，０００ｍ3 
Ｎ＝７９，５００円 
   【Ａプラント】 
      Ｖ＝３５０ｍ3 
      Ｎ＝３５，０００円（350ｍ3×100円/ｍ3） 
   【Ｂプラント】 
      Ｖ＝５００ｍ3 
      Ｎ＝４０，０００円（500ｍ3×80円/ｍ3） 
   【Ｃプラント】 
      Ｖ＝１５０ｍ3 
      Ｎ＝４，５００円（150ｍ3×30円/ｍ3） 

【Ｃプラント】 
搬入数量：Ｖ＝２５０ｍ3 
単価Ｃ：３０（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．１２ 

現場搬入数量計 
Ｖ＝１，１００ｍ3 
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【解　説】

早い資材から優先的に使用する。
使用数量が４００ｔで，３つのヤードからの搬入数量合計が４５０ｔの場合，単価の大小は問わず，現場への輸送時期の

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する輸送費計算例）

搬入先（ヤード） 施行地

　 輸送した契約計上数量を上回った場合には，遠隔地から輸送した数量のうち，最後に輸送したものから順次減算し，
契約計上数量と同数になるまで調整を行うものとする。

先に現場に搬入された「Ａ」「Ｂ」ヤードの数量を優先し，「Ｃ」ヤードの数量が４００ｔに達するまで使用。
「Ａ」「Ｂ」ヤードの合計数量２５０ｔに，輸送単価の最高額となる「Ｃ」ヤードの１５０ｔを加え，４００ｔとする。
「Ｃ」ヤードから輸送した不使用分の５０ｔについては，設計変更の対象外とする。

※「Ｃ」ヤードの単価が３つのヤードの中で最も低い単価であるが，現場で先に購入された資材を優先的に使用するこ
とから，「Ａ」「Ｂ」ヤードの資材が「Ｃ」ヤードに比較して，高い単価の資材であっても使用するものとする。

【Ａヤード】 
搬入数量：Ｖ＝１５０ｔ 
輸送単価Ａ：２，０００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．８ 

【Ｂヤード】 
搬入数量：Ｖ＝１００ｔ 
輸送単価Ｂ：１，５００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．１０ 

使用数量 
Ｖ＝４００ｔ 
Ｎ＝６００，０００円 
   【Ａヤード】 
      Ｖ＝１５０ｔ 
      Ｎ＝３００，０００円（150ｔ×2,000円/ｔ） 
   【Ｂプラント】 
      Ｖ＝１００ｔ 
      Ｎ＝１５０，０００円（100ｔ×1,500円/ｔ） 
   【Ｃプラント】 
      Ｖ＝１５０ｔ 
      Ｎ＝１５０，０００円（150ｔ×1,000円/ｔ） 

【Ｃヤード】 
搬入数量：Ｖ＝２００ｔ 
輸送単価Ｃ：１，０００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．１２ 

現場搬入数量計 
Ｖ＝４５０ｔ 
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被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の運用基準 

 

  東日本大震災に伴う復旧・復興事業が本格化する中，「被災地以外からの労働者確保に

要する追加費用に対する当面の運用について，現場労働者に係る「宿泊費」・「労働者の

輸送に要する費用」・「募集及び解散に要する費用」について現行積算基準による積算で

は乖離が生じることが想定されることから，共通仮設費（率分）及び現場管理費率に補正

係数を乗じる」こととしているところである。今後，労務者確保がひっ迫し，地域外から

の労働者確保が更に必要になる場合が想定されることから，契約締結後，労働者確保に要

する方策に変更があった場合に必要となる費用について設計変更で計上する場合の運用基

準を定めるものである。 

 

１ 適用工事 

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。 

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する工事であること。 

  （２）平成２４年１１月１２日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年  

１１月１２日時点で契約中の工事とする。 

 

２ 設計変更対象項目 

農林水産部（農業農村整備事業）においては土地改良事業等請負工事積算基準，農林

水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業設計積算要領，農林水産部（漁

港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事積算基準，土木部においては土木工事標

準積算基準（宮城県土木部）に規定する共通仮設費の営繕費のうち次の（１）から（３）

に掲げる項目及び現場管理費の労務管理費のうち次の（４）から（５）に掲げる項目と

する。（以下「実績変更対象間接費」という。） 

（１）労働者の輸送に要する費用 

（２）労働者宿舎の営繕（設置・撤去，維持・修繕）に係る土地・建物の借上げに要す

る費用のうち宿泊費 

（３）労働者宿舎の営繕（設置・撤去，維持・修繕）に係る土地・建物の借上げに要す

る費用のうち借上費 

（４）現場労働者に係る募集及び解散に要する費用（赴任旅費及び解散手当を含む。） 

（５）現場労働者に係る賃金以外の食事，通勤等に要する費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

率分に含まれる主な項目

借上費
・建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上げした場合に要し
　た費用

宿泊費 ・労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用

労働者送迎費
・労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を含む）をするた
　めに要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等含む）

募集・解散費 ・労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当

賃金以外の食事・通勤等に要
する費用

・労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費
・支給した交通費
　労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給さ
　れる手当
　会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 じて支
　給される手当
　遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当

構成費目

営繕費

現場管理費
(労務管理費)
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３ 実績変更対象費について 

 （１）対象 

１）実績変更対象費の対象は，「労働者（※１）」とする。 

（「社員等従業員（※２）」は対象外） 

 

（※１）労働者とは， 

直接，肉体的もしくは技能的労働に伴って工事施工に従事する者。 

（普通作業員，世話役，重機オペレータ，鉄筋工，とび工，石工，配管工，大工， 

左官，電工） 

（※２）社員等従業員とは， 

元請者，あるいは下請者が，恒常的な業務に従事させるために雇用し，そのた 

めに必要な知識・技能を有する者。 

（例 現場代理人，監理（主任）技術者，現場管理を行う技術員等） 

又は，特定の業務，あるいは臨時の業務に従事させるために，現業員，技能員， 

補助員等の名称で雇用し，そのために必要な知識・技能を有する者 

（例 夜警員，倉庫番，食事係，連絡者運転手，事務員等） 

 

（２）借上げ費 

１）賃貸契約に係る契約書，借上げに要した領収書について，原本提示のうえ 

写しを提出すること。 

賃貸契約に記載されている礼金，その他賃貸契約に係る費用等を含めるもの 

とする。 

 

（３）宿泊費 

１）１泊当りの宿泊費は，食事代を除いた額とする。 

２）領収書は，原本提示のうえ写しを提出することとし，宿泊した労働者毎に提出 

すること。 

３）宿泊費（１泊当り）の上限額は８，７６１円（税抜き）とする。 

 

（４）労働者送迎費 

１）専用のマイクロバス等を手配して労働者宿舎から現場までの労働者を送迎した 

費用を対象とすること。 

２）計上する費用は，運転手賃金，車両損料（賃料），車両燃料等とすること。 

３）車両燃料等に係る領収書について，原本提示のうえ写しを提出すること。 

４）会社が運転手に支給した賃金等が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３） 

を提出すること。 

 

（５）労働者の「赴任手当て」，「帰省旅費」 

１）会社が労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）を 

提出すること。 
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２）労働者の所在地が分かる資料を提出すること（免許証，社員証の写し） 

 

（６）早出，残業時の食事費及び食事補助費 

１）労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）及び食事 

に要した領収書等について，原本提示のうえ写しを提出すること。 

２）所定労働時間を越えて作業する場合において適用となる。 

〔適用となるケース〕 

・当該工事の特記仕様書において，所定労働時間を越える作業であると 

明記されている工事。 

・協議において，所定労働時間外の作業を行うこととなった場合。 

 

（７）通勤等に要する費用 

１）労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）を添付す 

ること。 

２）通勤等に要する費用は下記の手当のみ対象となる。 

・会社から現場，あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 

じて支給される手当 

・遠隔地での工事で，労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当 

 

（※３）労働者本人の受領印又は本人のサインが確認できる資料又は，賃金及び手当てを 

銀行振込で行っている場合は，銀行の受付印のある給与振込依頼書（個別内訳を含 

む）又は振込領収書（個別内訳を含む）の写しとする。 

 

４ 入札契約手続き中及び契約中の工事の対応 

平成２４年１１月１２日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年１１月 

１２日時点で契約中の工事のうち設計図書を閲覧に供する前の工事については，対象で

あること，並びに予定価格の算出の基礎とした設計額における実績変更対象間接費の割

合を次の各号により入札参加者（随意契約の場合，見積人）に周知するものとする。 

（１）特記仕様書に，次のとおり記載する。 

（記載例） 

労働者確保に関する積算方法の試行工事 

１ 本工事は，「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のう

ち労務管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更対象間接費」という。）

について，契約締結後，労働者確保に要する方策に変更が生じ，宮城県農

林水産部（農業農村整備事業）においては土地改良事業等請負工事積算基

準，宮城県農林水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業

設計積算要領，宮城県農林水産部（漁港漁場関係工事）においては漁港漁

場関係工事積算基準，宮城県土木部においては土木工事標準積算基準（宮

城県土木部）に基づく金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合
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は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変

更する「労働者確保に関する積算方法の工事」である。 

営 繕 費：労働者送迎費，宿泊費，借上費 

労務管理費：募集及び解散に要する費用，賃金以外の食事，通勤等に要

する費用 

２ 本工事の予定価格の算出の基礎とした設計額（宮城県農林水産部（農業

業農村整備事業）においては，土地改良事業等請負工事積算基準，宮城県

農林水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業設計積算要

領，宮城県農林水産部（漁港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事

積算基準，宮城県土木部においては，土木工事標準積算基準に基づき算出

した額）における実績変更対象間接費の割合は次のとおりである。 

１）共通仮設費（率分）に占める実績変更対象間接費（労働者送迎費，宿

泊費，借上費）の割合：○○.○○％ 

２）現場管理費に占める実績変更対象間接費（募集及び解散に要する費用，

賃金以外の食事，通勤等に要する費用）の割合：○○.○○％ 

３ 受注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望す

る場合は，実績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「労働者確保

に係る実績報告書（様式１）」及び実績変更対象間接費について実際に支

払った全ての証明書類（領収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証

明する金額計算書など。）を監督員に提出し，設計変更の内容について協

議するものとする。 

４ 受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由によ

る増加費用については，設計変更の対象としない。 

５ 発注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，

受注者が実績変更対象間接費について実際に支払った額のうち証明書類に

おいて確認された費用から，宮城県農林水産部（農業農村整備事業）にお

いては土地改良事業等請負工事積算基準，宮城県農林水産部（森林整備保

全事業）においては森林整備保全事業設計積算要領，宮城県農林水産部（漁

港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事積算基準，宮城県土木部に

おいては土木工事標準積算基準（宮城県土木部）に基づき算出した額にお

ける実績変更対象間接費を差し引いた費用を加算して算出する。 

なお，全ての証明書類の提出がない場合であっても，提出された証明書

類をもって設計変更を行うものとする。 

６ 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的

措置及び入札参加資格制限等の措置を行う場合がある。 

７ 受注者は，実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた

場合は，監督員と協議するものとする。 
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（２）平成２４年１１月１２日時点で公告中の工事については契約後，契約中の工事

については本運用施行後速やかに，受注者に前項の記載例に示す内容について指

示を行うこととする。 

 

５ 設計変更の手順 

（１）受注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望する場合

は，実績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「労働者確保に係る実績報

告書（様式１）」及び実績変更対象間接費について実際に支払った全ての証明書

類（領収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。）

を監督員に提出し，設計変更の内容について協議するものとする。 

 

（２）発注者は，最終精算変更時点に実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計

変更する場合，受注者が実績変更対象間接費について実際に支払った額のうち証

明書類において確認された費用から，農林水産部（農業農村整備事業）において

は土地改良事業等請負工事積算基準，農林水産部（森林整備保全事業）において

は森林整備保全事業設計積算要領，農林水産部（漁港漁場関係工事）においては

漁港漁場関係工事積算基準，土木部においては土木工事標準積算基準（宮城県土

木部）に基づき算出した額における実績変更対象間接費を差し引いた費用を加算

して算出する。 

なお，全ての証明書類の提出がない場合であっても，提出された証明書類をも

って金額の変更を行うものとする。 

 

（３）受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的措置及

び入札参加資格制限等の措置を行う場合があるものとする。 

 

（４）受注者は，実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は，

監督員と協議するものとする。 

 

 

附 則 

この運用基準は，平成２４年１１月１２日から施行する。 
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別 紙

被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変

更の運用（補足説明）

１ 今回の運用通知について

今回通知する，平成２４年１１月６日付け農村号外「被災地以外からの労働

者確保に要する間接費の設計変更について（通知）」は，平成２４年７月３１

日付け農総号外「東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関す

る試行の運用について（通知）」第２において，別途通知することとしていた

運用です。

（１） 施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年７月３１日付け農総号外により適用済み。

（２） 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について

平成２４年９月２８日付け事管号外により適用済み。

（３） 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更について

【今回通知により適用】

２ 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の確認事項（Ｑ＆

Ａ）について

３ 労働者確保に要する間接費の実績変更計算シートタイプ確認表

４ 工事打合せ簿（様式）
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Ａ１

Ｑ２

Ａ２

Ｑ３

Ａ３

　

発注者が受注者に「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更」の対象工事である
事を伝える手段はどのように伝えるのか。

　○○工事において，「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更」について，別紙
のとおり実績報告書を提出しますので協議願います。

当初及び変更の積算は，土地改良事業等請負工事積算基準による。
その際，「被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について（平成２４
年３月１日付け農村号外）及び（平成２４年３月９日付け農村号外）」により共通仮設費率及び現場
管理費率に補正係数を乗じるものとする。

農業土木工事共通仕様書（宮城県農林水産部 平成２４年１０月１５日以降適用）「工事打合せ簿」に
記載し受注者に通知するものとする。

受注者から「工事打合せ簿」により協議するための「記載内容」を示してほしい。

「工事打合せ簿」の「記載内容」は以下のとおりです。

労働者確保における当初積算及び変更積算について，どのような補正を行うのか。

被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について

ただし，現場管理費率の補正については，標準積算システム（Ｖｅｒ．３）に共通仮設費の率補正を行
うと現場管理費率が連動して変わるため，共通仮設費を入力する前の現場管理費率に補正を行う
こと。

共通仮設費率に「１．０５５」，現場管理費率に「１．００５」を乗じる。
　

Ｑ１
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Ｑ４

Ａ４

円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円

実績変更対象費（積上：調整後）（共通仮設費分） （⑩）＝⑨

実績変更対象費（積上）（現場管理費分） （⑧）＝②－⑤

実績変更対象費（積上）（現場管理費分）

金　　額 備　　考
支出実績額（共通仮設費分）

（⑧）＝②－⑤
実績変更対象費（積上）計 （⑨）＝③－⑥

実績変更対象費（率式）計 （⑥）

1,000,000
2,000,000

2,000,000
500,000

実績変更対象費（積上）計 （⑨）＝③－⑥

支出実績額（共通仮設費分） （①）

ケース２：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を超えない場合（現場管理費のみ超えない場合）

費　　目 金　　額 備　　考

実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分） （⑤）

支出実績額（現場管理費分） （②）
支出実績額計 （③）2,500,000

1,000,000
1,000,000

実績変更対象費（率式）計 （⑥）

500,000

2,000,000

（⑤）
実績変更対象費（率式）計 （⑥）
実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④

実績変更対象費（積上）（現場管理費分） （⑧）＝②－⑤※実績変更しない

500,000 （②）
支出実績額計 1,000,000 （③）

（⑧）がﾏｲﾅｽとなる場合は0円とする。

-500,000
-500,000

実績変更対象費（積上：調整後）（現場管理費分）

実績変更対象費（積上：調整後）計
０

500,000

費　　目 金　　額 備　　考

ケース１：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を越える場合（共通仮設費，現場管理費が共に越える場合）

2,000,000
3,000,000
5,000,000
1,000,000
2,000,000
3,000,000
1,000,000

費　　目

計算例を示してほしい。

ケース毎の計算例は以下のとおりです。

（①）
支出実績額（現場管理費分） （②）
支出実績額計 （③）
実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分）

※実績変更対象費の積上げによる実績変更は行わない。（積算基準の率式により共通仮設費，現場管理費を計上する）

実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） 1,000,000 （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分） 1,000,000 （⑤）

ケース３：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を超えない場合（共通仮設費，現場管理費共に超えない場合）

※ 実績変更対象費（積上）（現場管理費分）がﾏｲﾅｽとなる場合、実績変更対象費（積上）（現場管理費分）を０円とし、実績変更対

象費（積上）合計は実績変更対象費（積上）（共通仮設費分）を計上する。

支出実績額（共通仮設費分） 500,000 （①）
支出実績額（現場管理費分）

実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④
2,000,000
1,000,000
-500,000
500,000

実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④※実績変更しない
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Ｑ５

Ａ５

Ｑ６

Ａ６

Ｑ７

Ａ７

Ｑ８

Ａ８ 　今回の運用基準は、積算基準により率計上で積算した金額（共通仮設費率、現場管理費率により
算出）では工事の実施が困難な場合に支出実績を踏まえて，実績変更するものです。
　よって「労働者」は，近隣在住者も含め，すべての者が対象となります。

他県企業等の社員を一時的に元請企業の社員とした後に監理技術者等として配置した場合，宿泊
費等の経費は実績変更の対象となるか？

対象となりません。
　　　元請企業，下請企業にかかわらず，下記に該当する者は「労働者」とならないため，実績変更
対象費
　 の対象となりません。
　　　　　　　・現場代理人
　　　　　　　・主任技術者又は監理技術者
　　　　　　　・「技術関係者」（施工計画書の中の現場組織表に記載されている技術関係者）
　　　　　　　・夜警員，倉庫番，食事係，連絡運転手，事務員等

被災地以外からの労務者確保が目的のようであるが，対象労務者のうち近隣在住者も実績変更の
対象となるか。

本運用規準の対象外となる工事とは、どのような工事か。

対象外となる工事は、運用基準P.1の「１.適用工事」に該当しない工事となります。
例としては、土地改良事業等請負工事積算基準（施設機械）の諸経費率を適用している工事です。

仮設宿舎建設費は実績変更の対象となるか。

　仮設宿舎建設費は、対象となりません。
　　　【実績変更対象費】
　　　　　　　・営繕費（借上費，宿泊費，労働者送迎費）
　　　　　　　・現場管理費（募集・解散費，賃金以外の食事・通勤等に要する費用）
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Ｑ９

Ａ９

Ｑ１０

Ａ１０

Ｑ１１

Ａ１１

Ｑ１２

Ａ１２

Ｑ１３

Ａ１３

Ｑ１４

Ａ１４ 雇用保険に入っているかどうかで判断願います。

労働者送迎費の確認方法について，送迎の日時，経路等を領収書に記載したもので確認するの
か。
また，リース車両とした場合，送迎用に使用した証明はどのようにするのか。

日時，発着場所，燃料消費量，使用車種等が記載された運転日報（集計表）と領収書等で確認しま
す。
また，リース車両についても領収書で確認します。

募集解散費の帰省旅費について，旅行先の分かる領収書により確認することでよいか。
また，解散し次の現場に行く旅費も対象になるのか。

帰省旅費については，旅行先（発着地）の分かる領収書にて確認します。
解散後の旅費については，受注者が手当てもしくは旅費として支払っているのであれば，対象となり
ます。

社員の範囲を示して欲しい。
期限付き社員など

受注者が被災地以外に拠点を置く企業であった場合でも実績変更の対象となるのか。

対象となります。

交通誘導員は本運用の対象となるか。

　対象となります。
　「宿泊費」，「送迎費」が伴う場合は，現場管理費の「募集解散費」に計上することになります。
※交通誘導員については，通常「安全費」に労務賃金のみ計上することとなっており，労務管理費
（交通誘導員設置に伴う「宿泊費」，「送迎費」）は現場管理費に計上することになっております。

労働者が対象工事に従事していたかの確認はどのようにするのか。

　受注者から提出される証明書類（宿泊等に伴う全領収書，賃金台帳，作業日報，出勤簿，工事別・
労働者別の金額計算書等，対象工事に従事していることが分かる資料）により確認します。
　証明書類で対象工事に従事したことが確認ができない場合は実績変更の対象となりません。
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Ｑ１５

Ａ１５
　 １　当初設計及び設計変更時における積算

　 当初設計及び設計変更時（中間）の積算は標準積算基準による。その際，「間接工事費（率計上
分）の率補正について（平成２４年３月９日付農村号外）」により共通仮設費率及び現場管理費率に
補正係数を乗じるものとする。

２　最終（精算）変更における「間接費の実績変更」の精算
　 次式により算出した「実績変更対象間接費（積上）」額を，共通仮設費、現場管理費に積上げ計上
し，実績変更するものとする。

実績変更対象費（率式）（①）

変更設計

支出実績額
（①＋②）

【共通仮設費の構成】

積算基準の率式により算出された現場管理費のうち宿泊費等に相

「間接工事費（率計上分）の率補正について」により追加計上された

実績変更対象費（積上） ・・・・ 本運用により積上げ計上する共通仮設費（宿泊費等）

運搬費

実績変更対象費（追加）

実績変更対象費
（率式）

実績変更対象費
（率式）（①）

実績変更対象費
（積上）（②）

当初設計

実績変更対象間接費(積上) ＝ 支出実績額(※1) － 実績変更対象費（率式）(※2)

準備費

営
繕
費 その他

積算時の対応について示して欲しい

積算について

労務管理費
安全管理等に要する費用

租税公課
保険料

実績変更対象費（率式）
安全管理等に要する費用

租税公課
支出実績額
（①＋②）

保険料

実績変更対象費
（積上）（②）

【現場管理費の構成】

実績変更対象費（追加）

※宿泊費等 ・・・・ 借上費，宿泊費，労働者送迎費

現場管理費 当初設計

※1 支出実績額
=労働者確保にかかる実績報告額(様式1)の額(ただし，証明書類において確認された費用(税抜
き)。)

※2 実績変更対象費（率式）（小数点以下切捨て）
=「積算基準の率式により算出した共通仮設費（率分）又は現場管理費」×実績変更対象費の割合
（運用基準３）

相当する費用
実績変更対象費（追加） ・・・・ 「間接工事費（率計上分）の率補正について」により追加計上された

宿泊費等
実績変更対象費（積上） ・・・・ 本運用により積上げ計上する現場管理費（労務管理費）

雑費 雑費 雑費

実績変更対象費（率式） ・・・・ 積算基準の率式により算出された現場管理費のうち労務管理費に

工事実績等に要する費用 工事実績等に要する費用 工事実績等に要する費用

・ ・ ・
・ ・ ・

技術管理費
役務費
安全費
準備費

外注経費 外注経費 外注経費

安全管理等に要する費用

租税公課
保険料

共通仮設費

営
繕
費

借上費

技術管理費

宿泊費
労働者送迎費
その他

宿泊費等

実績変更対象費（率式） ・・・・
当する費用

実績変更対象費（追加） ・・・・

役務費
安全費
準備費
運搬費

変更設計

運搬費

営
繕
費 その他
技術管理費
役務費
安全費
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記

１ 対象工事

対象となる工事は，次の事項を全て満たす工事とする。

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

（２）適用日において契約締結済み又は適用日以降に当初請負契約を締結する工事

で，適用日以降に宿舎の設置について事前協議する案件であること。

（３）発注者が，工事規模及び工事箇所近隣の宿泊施設等の状況を考慮した上で選

定する工事であること。

（４）共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設置・撤去費用が含まれていない工種

の工事であること。

２ 適用年月日

平成２５年１０月２３日から適用する。

３ 土地改良事業等請負工事積算基準で，共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設

置・撤去費用が含まれていない工種は次のとおりある。

○ほ場整備工事 ○畑かん施設工事

○農道工事 ○海岸工事

○水路工事 ○コンクリート補修工事

○河川及び排水路工事 ○その他土木工事（１）

○管水路工事 ○その他土木工事（２）

※詳しくは，次頁以降の「東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置に関す
る試行要領」をご覧下さい。

　東日本大震災の復旧・復興事業の本格化により，復旧・復興事業に従事する労働者が宿泊

施設を近隣で確保できない地域が生じています。

　このような地域においては，復旧・復興事業を円滑に進めるための工事に従事する労働者の

宿舎を新たに確保する必要があることから，請負工事で労働者宿舎を設置することについての

「試行要領」を定めました。

平 成 25 年 10 月 23 日

農林水産部農村振興課

東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置について
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東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置に関する試行要領

東日本大震災の復旧・復興事業の本格化により，復旧・復興事業に従事する労働者が宿泊施設を

近隣で確保できない地域が生じている。

このような地域においては，復旧・復興事業を円滑に進めるため工事に従事する労働者の宿舎を

新たに確保する必要があることから，請負工事で労働者宿舎を設置することについて「東日本大震

災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置の積算方法等に関する試行について，農林水産部（農

業農村整備事業）においては（平成２５年２月２５日付け事務連絡），農林水産部（森林整備保全事

業）においては（平成２５年３月１８日付け２４林整計第２１６号），農林水産部（漁港漁場関係工

事）においては（平成２５年３月６日付け２４水港第３１２５号），土木部においては（平成２５年

２月２２日付け国技建８号）」に基づき，必要な事項「東日本大震災の復旧・復興事業における労働

者宿舎設置に関する試行要領」（以下「試行要領」という。）を定めるものである。

この「試行要領」により，宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事で労働者宿舎を設置

する場合には，共通仮設費の積上げ分として宿舎の設置・撤去に要する費用を計上することができ

るものとする。

１ 対象工事

対象となる工事は，次の事項を全て満たす工事とする。

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

（２）適用日において契約締結済又は適用日以降に当初請負契約を締結する工事で，適用日以降

に宿舎の設置について事前協議する案件であること。

（３）発注者が，工事規模及び工事箇所近隣の宿泊施設等の状況を考慮した上で選定する工事で

あること。

（４）共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設置・撤去費用が含まれていない工種の工事であ

ること。

２ 労働者宿舎建設

（１）労働者宿舎の調達はリース契約とする。

（２）労働者宿舎の設置にあたり，工事請負契約後に必要事項（地域内に宿泊施設を確保出来な

い理由等宿舎建設の意向，室数等の規模，設備等）について事前協議することとする。なお，

労働者宿舎の仕様は，別に定める「労働者宿舎仕様基準」によるものとする。

（３）労働者宿舎建設に要する費用のうち「労働者宿舎仕様基準」に示す標準仕様（以下「標準

仕様」という。）については，発注者が複数の見積りを徴収し，適切な労働者宿舎建設費用を

計上するものとする。

（４）発注者は，建物費の計上にあたり，見積りや図面などから「必要と認められない設備等」

が含まれていないか等を精査し，適正な部分のみ計上するものとする。なお，対象外と判断

した設備等で，受注者が必要とする場合は受注者負担（撤去含む）とする。

（５）「標準仕様」以外の給排水関係又は外構等は，最終精算変更時点で精算できるものとし，受
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注者は最終精算変更時点において，建物費に要した金額を証明する書類（領収書，領収書等

のないものは金額の適切性を証明する金額計算書等）を監督職員に提出し，設計変更の内容

について協議するものとする。

（６）受注者は，労働者宿舎の仕様に変更が生じる場合は，監督職員と協議するものとする。

（７）受注者は，当該宿舎を使用できない等の理由により，やむを得ず労働者が旅館，ホテル等

に宿泊した場合等については，「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更の運

用基準」（以下「間接費の実績変更の運用」という。）に基づく「宿泊費」又は「借上費」を

請求できるものとする。ただし，「建物費」と重複した請求と認められる場合は「間接費の実

績変更の運用」の対象外とする。

（８）労働者宿舎に必要な用地は，受注者が確保するものとし，借地料が必要となる場合は，「試

行要領」における「３ 労働者宿舎維持管理（12）」によるものとする。

（９）受注者は，労働者宿舎建設完了時に，「労働者宿舎仕様基準」に定める事項について，監督

職員の立会を受けるものとし，あらかじめ立会願いを所定の様式により監督職員に提出しな

ければならない。

（10）受注者は，前項の規定の立会に臨場するものとし，監督職員の確認を受けた書面を，当該

工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

（11）建物費の範囲は，下記に示す労働者宿舎の設置費，リース費及び撤去費（建物費で計上し

た部分のみ）とする。ただし，使用後に宿舎を引継ぐ場合は，撤去費は計上しないものとす

る。

建物費として計上出来るもの

(ｱ) 宿舎（標準仕様部分）

(ｲ) 付帯設備（各室、共用）

(ｳ) 厨房室※）

(ｴ) 外構等※）

(ｵ) 給排水関係※）

(ｶ) 宿舎の撤去費用

(ｷ) 宿舎に関わる設備撤去費用（給排水関係等）

注）上記の付帯設備（各室、共用）に要する費用は，「建設業附属寄宿舎規程（厚生労働省）」及び「望ましい建

設業寄宿舎に関するガイドライン（厚生労働省）」により規定された設備が対象となる。

※） (ｳ)，(ｴ) 及び(ｵ) は，受発注者の協議により，必要に応じて計上できるものとする。

建物費として計上出来ないもの

(ｱ) 消耗品費

(ｲ) 管理人等給与等

(ｳ) 労働者宿舎の維持・補修に要する費用，用地の借料及び固定資産税等の租税公課等

注）上記(ｳ)に該当する費用は「共通仮設費（率分）及び現場管理費（率分）」に含まれている。

（13）疑義が生じた場合は随時協議するものとする。
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３ 労働者宿舎維持管理

（１）「試行要領」による当該宿舎の設置，維持管理，撤去は，受注者が行うものとする。

（２）発注者は，受注者が適切に労働者宿舎を管理するよう，受注者へ適正に指導するものとす

る。

（３）当該宿舎は当該工事に従事する労働者のための宿泊施設であり，当該工事に従事する労働

者以外には使用できない。ただし，当該工事の受注者が，別途受注した「試行要領」におけ

る「１ 対象工事（２）及び（３）」に該当する宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設

工事に従事する労働者が当該宿舎使用を希望する場合は，発注者及び受注者の協議によりこ

れによらないことができるものとする。

（４）宿舎管理において，訴訟等の問題が発生した場合は受注者の責任において速やかに解決す

ること。

（５）受注者は，労働者宿舎の引き払い時期について，工事打合せ簿に，「労働者宿舎利用報告書

（様式１）」を添付して監督職員に提出し，発注者へ報告するものとする。

（６）発注者は，前項の報告を受けて，関係機関等に労働者宿舎利用希望について照会し，当該

宿舎の管理・運営を引継ぐ別工事を選定するものとする。

（７）前項において，引継ぐ工事がない場合は，当該工事において宿舎を撤去するものとする。

（８）当該工事完了後の労働者宿舎の取扱い（撤去又は引継ぎ）については，当該工事完了の概

ね２ヶ月前までに受注者及び発注者の協議により決定するものとする。

（９）労働者宿舎を引継ぐ場合は，受注者は発注者が指定する者へ引き継ぐものとする。

（10）受注者は，労働者宿舎撤去又は宿舎引き払い完了時に，監督職員の立会を受けるものとし，

あらかじめ立会願いを所定の様式により監督職員に提出しなければならない。

（11）受注者は，前項の規定の立会に臨場するものとし，監督職員の確認を受けた書面を，当該

工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

（12）現在運用している「間接費の実績変更の運用」に基づく被災地以外からの労働者確保に要

する間接費の設計変更を行う場合は，「労働者宿舎の維持・補修に要する費用」及び「租税公

課」を加えた下記に示す費用（以下「労働者宿舎実績変更対象費」という。）とし運用するこ

ととする。

率分に含まれる主な項目

借上費
・建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上げした場合に要し
　た費用

宿泊費 ・労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用

労働者送迎費
・労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を含む）をするた
　めに要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等含む）

募集・解散費 ・労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当

賃金以外の食事・通勤等に要
する費用

・労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費
・支給した交通費
　労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給さ
　れる手当
　会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 じて支
　給される手当
　遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当

構成費目

営繕費

現場管理費
(労務管理費)
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（13）発注者は，宿舎建設協議時に，当該工事の設計額における共通仮設費及び現場管理費に対

する「労働者宿舎実績変更対象費」を，工事打合せ簿にて受注者に通知するものとする。

また，契約変更を行う場合（契約金額が変更となる場合）は，その都度，変更となる「労

働者宿舎実績変更対象費（見込み額）」を受注者に通知する。

（14）受注者は，「労働者宿舎実績変更対象費」を請求する場合は，工事打合せ簿に，「労働者宿

舎等に係る実績報告書（様式２）」及び実績変更対象費に実際に支払った全ての証明書類（領

収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書などをいう。）を添付して監

督職員に提出し，実績変更の内容について協議する。（なお，提出期限は協議のうえ決定する。）

（15）疑義が生じた場合は随時協議をすることとする。

４ 当該工事受注者への周知及び協議

当該工事受注者へ「試行要領」の対象工事である旨を，工事打合せ簿にて通知し，労働者宿

舎建設について協議する。

５ その他

（１）受注者の責めによる工事工程等の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加費用につ

いては，設計変更の対象としない。

（２）受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的措置及び指名停止

等の措置を行う場合がある。

附則

この試行要領は，平成２５年１０月２３日から適用する。
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様式１ 
労働者宿舎利用報告書 

 
年  月  日  

 
発注者 

 
受注者           ○印  

 
 

平成  年  月 日契約の○○○○○○工事の労働者宿舎利用期間について下記のとおり報

告します。 

 
記 

 

工 事 名 ○○○○○○工事 

工 事 場 所 ○○市○○地内 

工 期 平成２５年８月○日～平成２７年３月○日 

労働者宿舎設置場所 ○○○町○○○地内 

労働者宿舎利用戸数 １００戸 

労働者宿舎引き払い時期 平成２７年１月○日 
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様式２ 
労働者宿舎等に係る実績報告書 

 
年  月  日  

 
発注者 

 
受注者           ○印  

 
平成  年  月 日契約の○○○○○○工事の労働者宿舎等に係る実績報告書を提出します。 

 
費 目 費 用 内  容 支払額（税抜き） 

共 通 
仮設費 

営繕費 借上費 現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉

庫、材料保管場所等の敷地借上げに要

した地代及び建物を建築する代わり

に貸しビル、マンション、民家等を長

期借上げした場合に要した費用 

円 

宿泊費 労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した

場合に要した費用 
円 

労働者送迎費 労働者をマイクロバス等で日々当該

現場に送迎輸送（水上輸送を含む）を

するために要した費用（運転手賃金、

車両損料、燃料費等含む） 

円 

労働者宿舎の維

持・補修に要す

る費用 

労働者宿舎の維持・補修に要する費用 
円 

用地の借地料 円 

小  計 円 

現 場 
管理費 

労 務 管

理費 
募集及び解散に

要する費用 
労働者の赴任手当、労働者の帰省旅

費、労働者の帰省手当 円 

賃金以外の食事、

通勤等に要する

費用 

労働者の食事補助、交通費の支給 

円 

租税 
公課 

租税公課 
 

固定資産税等の租税公課等 
円 

小  計 円 

合  計 円 
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 労働者宿舎 仕様基準 

※ 上記仕様により難い場合は、受発注者の協議により仕様を定めることができるものとする。 

 

共 通 

仕 様 仕様は、本基準によるほか、「建設業附属寄宿舎規定（厚生労働省）」及び「望ましい建設

業寄宿舎に関するガイドライン（厚生労働省）」による標準的な仕様とする。 

また、必要な設備についても設けるものとする。 

耐久性 供用期間は原則として３～５年間を想定し、十分な耐久性を確保するものとする。 

法令遵守 宿舎建設に関わる関係法令等を遵守すること。その手続きは、受注者が行うこと。 

建築基準法上の取扱いは、建築基準法第６条第１項による建築確認によること。 

関係法令等･･･労働基準法（寄宿舎規則の届出）、消防法、電力・ガス供給、電話線引

込及び上下水道接続関係等 

標準仕様 

配 置 複数棟を設ける場合には、隣棟間隔を４～６ｍとすること。 

構 造 構造形式は任意とするが、各種荷重、風圧、地震の震動等に対する所要の安全性を確保す

るものとする。 

階 数 ２階建てを標準とする。 
間取り 

 
１棟当たり 20 室又は 30 室を標準とする。 
共用部は、浴室、便所、洗面室、洗濯乾燥室、食事室（厨房室併設可）、くつ・雨具等収

納スペースを設けること。 
各室は、洋室とし、半畳程度の物入を設置すること。 

面 積 一室３畳（物入除く。）程度以上とし、個室を標準とする。 

断熱材 外部に面する各部位毎に所要の断熱性能を確保するものとする。 
・天井：グラスウール 10K t=100mm相当以上 

・壁 ：グラスウール 10K t=100mm相当以上 

・床 ：グラスウール 10K t=50mm相当以上 

開口部 各室の外部に面する開口部建具は、二重サッシ又はペアガラスとする。 

ｼｯｸﾊｳｽ 使用する材料の選定に当たっては、揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮す

るものとする。 

暖冷房 暖冷房用のエアコンを各室に１台設置する。 

必要に応じて追加する工事に関する仕様（協議により、追加計上） 

給 水 受水槽については、適宜設置する。 

排 水 汚水排水処理は、原則として浄化槽方式とする。 

外構等 駐車場は、原則として、宿舎室数分以内の駐車スペースとする。 

その他 隣地及び敷地地盤の状況等により、対策を講ずる必要がある工事 
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平成２５年１２月１日

農林水産部農村振興課

（ 一部修正）H25.12.4

土砂等建設資材を供給元で引取する場合の積算の取扱いについて

積算における資材の設計単価については，土木工事標準積算基準書及び土地改良事業等

請負工事積算基準に基づき 「物価資料等を参考として，買入価格，買入れに要する費用，

及び購入場所から現場までの運賃の合計額」とし現場持ち込み価格（現場着単価）を採用

しているところですが，下記の建設資材について設計と実取引で乖離が発生していること

， ， ， 。から 当面の間 実態を把握の上 必要に応じて実取引にて変更契約できることとします

記

１．対象工事

（１）宮城県農林水産部及び宮城県土木部が所管する全ての工事

（２）適用日において契約締結済又は適用日以降に当初契約を締結する案件で，適

用日以降に調達条件について協議する案件であること。

２．対象資材

「土砂 「砕石 「捨石 「被覆石」等とする。」， 」， 」，

３．取扱いの概要

（１）上記建設資材を当初設計において現場着単価で積算を行っている工事で，施

工計画に基づき，調達条件が異なる場合は，受注者からの協議により取引状況

に応じて設計変更するものとする。

（２）上記資材搬入において，標準作業以外の作業（現場外の仮置き等）が生じる

場合は，状況を確認し，必要に応じて実績に基づき計上することができるもの

とする。

４．適用日

本運用は，平成２５年１２月１日から適用する。

４．主な手続き

特記仕様書等に，取扱いの内容を記載する。
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